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占 ⑩社団法人日本生殖医学会



第52回日本生殖医学会総会・学術講演会
　　　　　　　　（第2回予告）

　日本生殖医学会および学術講演会を下記の要領にて開催しますので，奮ってご参加頂きますよう，お願い

申し上げます．

1．期日：

　平成19年10月24日（水）：幹事会，理事会

　　　　　　　　　25日（木）：学術講演会，総会，懇親会

　　　　　　　　　26日（金）：学術講演会

　　　　　　　　　27日（土）：平成19年度生殖医療指導医試験

皿．会場：

　　秋田県民会館

　　　　〒010－0875　秋田県秋田市千秋明徳町2－52

　　　　TEL：018－834－5055／FAX：018－834－5056

　　秋田キャッスルホテル

　　　　〒OlO－0001　秋田県秋田市中通1－3－5

　　　　TEL　O18－834－1141

■

皿．学術講演会予告：

　　（最新情報は第52回学会ホームページ＜http：／／wwwcn乱nejp／～jsrm52＞をご参照下さい．）

　　招請講演

　　　1．DL　Jerome　E　Strauss　IH（Virginia　Commonwealth　University）

　　　2．DL　Aaron　JW．　Hsueh（Stanford　University）

　　特別講演　1題

　　教育講演　2題

　　シンポジウム

　　　1．卵子研究の最前線

　　　2．免疫からみた不妊・不育

　　　3．胚発生における精子の関与

　　　4．高齢婦人におけるARTの諸問題

　　スポンサードシンポジウム

　　　1．ARTにおける排卵誘発法の再評価（共催：オルガノン）

　　　2．PCOSの新しい動向（共催：塩野義製薬）

　　ワークショップ

　　　ラボワークの基礎

　　ランチョンセミナー7題

U．一般演題募集要項：

　　演題応募は，インターネット受付のみとなっております．

　　第52回学会ホームページ＜http：／／wwwcna．nejp／～jsrm52＞より，ご応募ください．

　　応募期間：平成19年4月12日（木）正午～平成19年5月17日（木）正午まで

　　演題提出にあたっての留意事項：

　　　演題提出にあたっては医療従事者および自然科学者としての倫理観に基づいて行われたものである



ことを確認してください．

1）国内で行われた厚生労働省未承認の薬剤・医療技術および医療機器に関する臨床研究は，当該施

　設の審査（倫理）委員会または治験委員会などで承認されたものを原則とします．

2）対象患者様の個人情報の保護などに留意してください．

3）動物実験に関しても「愛護精神」のもとで行われたものにしてください．

V．参加申込み方法：

　　学会当日，会場にて受付します（事前登録はありません）．

　　参加費：10，000円

σ

　　　　　　　　　　　　　平成19年2月

第52回日本生殖医学会総会および学術講演会

　　　　　　　　　　会長　田　中　俊　誠

連絡先　〒010－8543　　秋田市本道1丁目1の1

　　　　秋田大学医学部生殖発達医学講座産婦人科学分野内

　　　　第52回日本生殖医学会事務局（担当：福田淳）

　　　　TEL；018－884－6163　FAX；018－884－6447

　　　　e－mail：jsrm52＠cna、nejp

●

●



平成19年度日本生殖医学会生殖医療指導医認定試験のご案内
　　　　　　　　　　　　　　（第2回会告）

下記の日程で生殖医療指導医認定試験を実施いたしますので，認定試験を受験される方は，記載の応募要

項に従い書類をお送りいただきますようお願い申し上げます．

記

G

1．日本生殖医学会生殖医療指導医認定試験

　（1）日程：平成19年10月27日（土）午前9時より

　（2）会場：秋田キャッスルホテル（秋田市）

2．申請条件

　（1）会員歴が通算5年以上の会員

　（2）産婦人科専門医（日本産科婦人科学会認定）あるいは泌尿器科専門医（日本泌尿器科学会認定）

　　　で専門医資格取得後3年以上の生殖医療の臨床経験があること

　（3）生殖医療に関する論文が10編以上（うち主著2編以上）および学会発表が10題以上（うち筆頭2

　　　題以上）あること

　（4）生殖医療指導医としての適切な知識品位，高い倫理性があること

3．提出書類

　（1）日本生殖医学会生殖医療指導医認定試験申込書［様式1］

　（2）代表的「論文」10編リスト（内2編は主著）［様式2］

　　　＊主著2編には別刷（論文コピー）を，共著8編にはAbstractコピー添付

　（3）代表的「学会発表」10編リスト（内2編は筆頭）［様式3］

　（4）症例報告書［様式4］

　（5）医師免許証写し1部

　（6）産婦人科あるいは泌尿器科の専門医認定証写し1部

　（7）申込書類受領ハガキ（官製ハガキに送付先住所・氏名を記入したものを各自ご用意下さい）

4．提出先’（社）日本生殖医学会

　　　　　〒102－0083　東京都千代田区麹町4－2－6　第2泉商事ビル5階

　　　　　電話：03－3288－7266

5．申し込み締切日　平成19年5月10日（木）必着

以上

　　　　　　　　　　　　平成19年4月

　　　　　　社団法人　日本生殖医学会

　　　　　　　　　理事長　岡村　　均

日本生殖医学会生殖医療従事者制度委員会

　　　　　　　　　委員長　田中　俊誠

■



必読：平成19年度生殖医療指導医試験を受験される会員への注意事項

1．受験申込について

1）申込書（様式1）の推薦者について　2名の推薦者は，生殖医療指導医および日本生殖医学会の役員

　　からとします．別表（推薦者一覧）を参考にして下さい．なお，推薦者は，被推薦者が本会生殖医

　　療指導医として相応しいことを十分検証の上，ご推薦下さい．署名は自筆でお願いします．

2）論文について　対象雑誌は国内外の生殖医療に関連するレフリーのある雑誌を原則とします．様式2

　　の論文リストを用いて一覧表を作成して下さい．論文内容は生殖医療に関するものに限ります．論

　　文の検証のために，主著論文2編は別刷またはコピーを，また他の8編はAbstractのコピー（A4サ

　　イズ）を添付して下さい．なお，主著2編についてはリストの番号に○印を付けて下さい．

代表的論文10編に関する日本生殖医学会生殖医療従事者資格制度委員会の考え方

①不妊に関する基礎的，臨床的な論文であり，日本生殖医学会生殖医療従事者資格制度委員会が

　認めたもの．

②原則として，レフリー制度のある雑誌であること．レフリー制度のない学会誌は原則として除

　外する（ただし，日本受精着床学会誌は認める）．

③和文の総説や商業誌は除外する．

④大学等の紀要は，筆頭著者の場合のみ認める．

⑤原則として，少なくとも10編中8編以上が上記①～④の基準を満たしていること．

⑥主著論文2編は必ず上記①～④の基準を満たしていること．

●

●

3）発表演題について　対象学会は国内外の生殖医療に関連する学会とし，内容は生殖医療に関するも

　のに限ります．様式3の学会発表リストを用いて一覧表を作成して下さい．なお，筆頭2編につい

　てはリストの番号に○印を付けて下さい．

4）症例報告について　代表的な症例について，報告書（様式4）に従って記載してください．A4サイ

　ズでこの様式に従っておれば，必ずしもこの用紙を使用する必要はありません．なお，いずれの場

　合でも，推薦者の検証を示す署名が必要です．署名は1名で結構です．署名は自筆でお願いします．

5）上記申請書類（様式1～4）は冊子綴じ込み用紙使用もしくは日本生殖医学会ホームページ（http：／／

　wwwjsrmorjp）からダウンロードできます．

皿．受験について

1）書類審査（一次審査）　申請された申請書をもとに一次審査として書類審査を行います．申請書は

　　平成19年5月10日（木）必着で日本生殖医学会事務局（〒102－0083東京都千代田区麹町4－2－6第

　　2泉商事ビル5階）に送付下さい．なお，申請書送付後10日以内に受領ハガキが届かない場合は事

　　務局までご連絡下さい．書類審査の合否は7月上旬に文書でお知らせ致します．

2）筆記試験およびロ頭試問（二次審査）受験の可否　受験者が多数になれば，受験者数を制限する場

　　合があります．その選択は原則として会員歴が長い順番とさせていただきます．また，同じ会員歴

　　であれば先着順と致します．あらかじめご了承下さい．なお，書類審査に合格した会員で平成19年

　　に受験できない会員については，次年度以降に受験機会を設けます．その際には，受験申込は必要

　　ありません．その際は平成19年度の申込者を優先致します．
●



●

3）受験料の払い込み　平成19年の受験可能者にはその旨を通知すると同時に，受験料の振込先を案内

　致します．準備の都合上，8月末日までに受験料を支払いがなければ受験しないものとさせていただ

　きます．

●

皿．生殖医療従事者講習会

　　平成19年10月27日（土）午前中（9：00～）を予定しています．

　　講習会出席は必須です．

● IV．二次審査試験内容に関して

　1）筆記試験　ホームページに掲載されている到達目標，新生殖医療のガイドライン，および会誌50巻

　　1・2合併号に掲載されている臨床遺伝学に関する総説を参考にして下さい．

　2）ロ頭試問　委員会で用意した試問用問題および提出していただいた受験申請書類（論文リスト，発

　　表リスト，症例報告書等）等を用いて，1受験者について複数の試験官が試問します．

V．二次審査費用

　1）講習会参加費　10，000円

　2）受験料　　　　20，000円

■

●

VI．その他の注意事項

　　＊提出書類は返却致しません．

　　＊申請書類に虚偽の記載があった場合は認定を取り消します．

　　＊推薦者はホームページの一覧をご参照の上，依頼して下さい．

日本生殖医学会生殖医療従事者制度委員会

　　　　　　　　　　委員長　田中　俊成

●

●



会　員　各位

平成19年度会費納入のお願い

同封いたしました郵便払込用紙にて，平成19年度会費8000円を平成19年9月末日までに納入いただき

たく，お願い申し上げます．

注1　会費納入の手続き不要の会員

　　　　○名誉会員

　　　　○寄贈会員

　　　　○賛助会員（後日請求書送付）

　　　　○購読会員（後日請求書送付）

　　　　○既に平成19年度分を納入されている会員

注2過年度会費を滞納されている会員

　　　　○未納分と合わせてお支払いください

　　　　02年以上滞納されますと除名となります

注3　お問合せにつきましては，下記学会事務局のEmailまたはFAXにてお願い致します．

以上

　　（社）日本生殖医学会
　〒102－0083東京都千代田区麹町4－2－6

　　　　　　　　第2泉商事ビル5階

TEL　O3－3288－7266／FAX　O3－5275－1192

　　　　　　　E・mail：info＠jsmLorjp

●

■



●

日　本　生　殖　医　学　会

　　　　　第52巻第1・2号

平成19年4月20日
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平成19年4月20日
1（1）

社団法人日本生殖医学会定款

第1章　総則

（名　称）

第1条　この法人は，社団法人日本生殖医学会という．

　　2　英文名はJapan　Society　for　Reproductive　Medicineとし，略称をJSRMとする．

（事務所）

第2条　この法人は，事務所を東京都千代田区麹町4丁目2番地6におく．

（支　部）

第3条　この法人は，理事会の議決を経て必要の地に支部をおくことができる．

第2章　目的および事業

（目　的）

第4条　この法人は，人類および家畜と動物の生殖と資質の向上に関する基礎的および臨床的研究について，研究

　　　　業績の発表，知識の交換，情報の提供などを行ない，もって学術の発展と人類の福祉に寄与することを目

　　　　的とする．

（事　業）

第5条　この法人は，前条の目的を達成するために次の事業を行なう．

　　　　（1）研究発表会および学術講演会などの開催

　　　　（2）研究の調査ならびに奨励

　　　　（3）機関誌およびその他学術図書の刊行

　　　　（4）関連学会等との連絡および協力

　　　　（5）その他目的を達成するために必要な事業

第3章　会員

（種　別）

第6条　この法人の会員は，次のとおりとする．

　　　　（1）正会員　　この法人の目的に賛同して入会した個人または法人

　　　　（2）賛助会員　この法人の事業を援助する個人または法人

　　　　（3）名誉会員　この法人に特に功労のあった者で総会の議決をもって推薦されたもの

（入　会）

第7条　会員になろうとする者は，入会申込書を理事長に提出し，理事会の承認を受けなければならない．ただし，

　　　　名誉会員に推薦された者は，入会の手続きを要せず，本人の承諾をもって会員となるものとする．

（会　費）

第8条　この法人の会費は，総会の議決をもって別に定める．

　　2　名誉会員は，会費を納めることを要しない．

　　3既納の会費は，いかなる事由があっても返還しない．

（退　会）

第9条　会員が退会しようとするときは，理由を付して退会届を理事長に提出しなければならない．

（除　名）

第10条　会員が次の各号の一に該当するときは，総会の議決を経て，理事長がこれを除名することができる．

　　　　　（1）この法人の名誉を傷つけ，またはこの法人の目的に違反する行為があったとき

　　　　　（2）この法人の会員としての義務に違反したとき

　　　　　（3）会費を2年以上滞納したとき

　　　2　会員を除名する場合は，理事会及び総会で議決する前にその会員に弁明の機会を与えなければならない．

（資格の喪失）



　2（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日生殖医会誌　52巻1・2号

第11条会員は，次の事由によってその資格を喪失する．

　　　　（1）退会したとき

　　　　（2）死亡し，もしくは失踪宣言を受け，または会員である法人が解散したとき

　　　　（3）除名されたとき

第4章　役員，代議員，社員および職員

（役　員）

第12条　この法人には，次の役員をおく．

　　　　（1）理事15名以上20名以内（うち，理事長1名，副理事長3名，常任理事5名以上10名以内）

　　　　（2）監事2名または3名
（代議員）

第13条　この法人に95名から105名の代議員をおく．

（社　員）

第14条　役員および代議員をもって民法上の社員（以下「社員」という）とする．

（役員の選任）

第15条　理事および監事は，総会でこれを選任し，理事は互選で理事長，副理事長および常任理事を定める．

　　　2特定の理事とその親族その他特別の関係にある者の合計数は，理事現在数の3分の1を超えてはならな

　　　　い．

　　　3　理事及び監事は相互に兼ねることができない．

（理事の職務）

第16条　理事長は，この法人の業務を総理し，この法人を代表する．

　　　2　副理事長は，理事長を補佐し，理事長に事故があるとき，または理事長が欠けたときは，あらかじめ理

　　　　事長が指名した順序でその職務を代理し，または行なう．

　　　3　常任理事は理事長および副理事長を補佐し，理事会の議決に基づき日常の事務に従事し，総会の議決し

　　　　た事項を処理する．

　　　4　理事は，理事会を組織して，この定款に定めるもののほか，この法人の総会の権限に属せしめられた事

　　　　項以外の事項を議決し，執行する．

（監事の職務）

第17条　監事は，この法人の業務および財産に関し，次の各号に規定する業務を行なう．

　　　　（1）法人の財産の状況を監査すること

　　　　（2）理事の業務執行の状況を監査すること

　　　　（3）財産の状況または業務の執行について不整の事実を発見したときは，これを理事会および総会また

　　　　　　は文部科学大臣に報告すること

　　　　（4）前号の報告をするため必要があるときは，理事会または総会を招集すること

（役員の任期）

第18条　この法人の役員の任期は，2年とし，再任を妨げない．

　　　2補欠または増員により選任された役員の任期は，前任者または現任者の残任期間とする．

　　　3役員は，その任期満了後でも後任者が就任するまでは，なお，その職務を行なう．

（役員の解任）

第19条　役員が次の各号に該当するときは，理事現在数および社員現在数の各々の4分の3以上の議決により，

　　　　理事長がこれを解任することができる．

　　　　（1）心身の障害のため職務の執行にたえないと認められるとき

　　　　（2）職務上の義務違反その他役員たるにふさわしくない行為があると認められるとき

　　　2　役員を解任する場合は，理事会及び総会で議決する前にその役員に弁明の機会を与えなければならない．

（役員の報酬）

第20条役員は，有給とすることができる．

　　　2　役員には費用を支弁することができる．

　　　3　前2項に関する必要な事項は理事会の議決を経て理事長が定める．

●

●

●
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（代議員の選任）

第21条　代議員は，正会員の中から選挙により選出し，総会で選任する．

　　　2代議員は，役員を兼ねることができない．

　　　3　代議員の選挙は，別に定める規定に基づいて行う．

　　　4　代議員の欠員が生じた場合は，別に定める規定に従い，速やかに欠員を補充する．

（代議員の職務）

第22条　代議員は正会員を代表して総会に出席し，審議事項を決議する．

（代議員の任期）

第23条　代議員には，第18条の規定を準用する．この場合には，同条の規定中「役員」とあるのは「代議員」と

　　　　読み替えるものとする．

（代議員の解任）

第24条　代議員には，第19条の規定を準用する．この場合には，同条の規定中「役員」とあるのは「代議員」と

　　　　読み替えるものとする．

（代議員の報酬）

第25条　代議員は，無報酬とする．

　　　　代議員には費用を支弁することができる．

（事務局および職員）

第26条　この法人の事務を処理するため，事務局および必要な職員をおく．

　　　2　職員は，理事長が任免する．

　　　3職員は，有給とする．

第5章　会議

（理事会の招集等）

第27条　理事会は，毎年2回理事長が招集する．ただし，理事長が必要と認めたとき，または理事現在数の3分

　　　　の1以上から会議に付議すべき事項を示して理事会の招集を請求されたときは，その請求のあった日か

　　　　　ら30日以内に臨時理事会を招集しなければならない．

　　　2　理事会の議長は，理事長とする．

（理事会の定足数等）

第28条　理事会は，理事現在数の3分の2以上の者が出席しなければ議事を開き議決することができない．ただ

　　　　　し，当該議事につき書面をもって，あらかじめ意思を表示した者は，出席者とみなす．

　　　2　理事会の議事は，この定款に別段の定めがある場合を除くほか，出席理事の過半数をもって決し，可否

　　　　　同数のときは，議長の決するところによる．

（総会の構成）

第29条　総会は，社員をもって組織する．

（総会の招集）

第30条　総会は，毎年2回理事長が招集する．

　　　2　臨時総会は，理事会が必要と認めたとき，理事長が招集する．

　　　3前項のほか，社員現在数の5分の1以上から会議に付議すべき事項を示して総会の招集を請求されたと

　　　　　きは，理事長は，その請求のあった日から60日以内に臨時総会を招集しなければならない．

　　　4総会の招集は，少なくとも10日以前に，その会議に付議すべき事項，日時および場所を記載した書面を

　　　　　もって社員に通知する．

　　　5正会員は，総会に出席して意見を述べることができる．

（総会の議長）

第31条　総会の議長は，会議のつど，出席社員の互選で定める．

（総会の議決事項）

第32条　総会は，この定款に別に定めるもののほか，次の事項を議決する．

　　　　　（1）事業計画および収支予算についての事項

　　　　　（2）事業報告および収支決算についての事項
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　　　　（3）正味財産増減計算書財産目録および貸借対照表についての事項

　　　　（4）その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの

（総会の定足数等）

第33条　総会は，社員現在数の2分の1以上の者が出席しなければ，その議事を開き議決することができない．

　　　　ただし，当該議事につき書面をもってあらかじめ意思を表示した者および他の社員を代理人として表決

　　　　を委任した者は，出席者とみなす．

　　　2　総会の議事は，この定款に別段の定めがある場合を除くほか，社員である出席者の過半数をもって決し，

　　　　可否同数のときは，議長の決するところによる．

（会員への通知）

第34条　総会の議事の要領および議決した事項は，全会員に通知する．

（議事録）

第35条　すべて会議には，議事録を作成し，議長および当該会議において選任された出席者代表2名以上が署名

　　　　押印の上，これを保存する．

第6章　資産および会計

（資産の構成）

第36条　この法人の資産は，次のとおりとする．

　　　　（1）設立当初の財産目録に記載された財産

　　　　（2）会費

　　　　（3）資産から生ずる収入

　　　　（4）事業に伴う収入

　　　　（5）寄附金品

　　　　（6）その他の収入

（資産の種別）

第37条　この法人の資産を分けて，基本財産と運用財産の2種とする．

　　　2基本財産は，次に掲げるものをもって構成する．

　　　　（1）設立当初の財産目録中基本財産の部に記載された財産

　　　　（2）基本財産とすることを指定して寄附された財産

　　　　（3）理事会で基本財産に繰入れることを議決した財産

　　　3　運用財産は，基本財産以外の資産とする．

（資産の管理）

第38条　この法人の資産は，理事長が管理し基本財産のうち現金は，理事会の議決を経て定期預金とする等確実

　　　　な方法により，理事長が保管する．

（基本財産の処分の制限）

第39条　基本財産は，譲渡し，交換し，担保に供し，または運用財産に繰り入れてはならない．ただし，この法

　　　　人の事業遂行上やむを得ない理由があるときは，理事現在数および社員現在数の3分の2以上の議決を

　　　　経かつ，文部科学大臣の承認を受けて，その一部に限りこれらの処分をすることができる．

（経費の支弁）

第40条　この法人の事業遂行に要する経費は，運用財産をもって支弁する．

（事業計画および収支予算）

第41条　この法人の事業計画およびこれに伴う収支予算は理事長が編成し，理事会および総会の議決を経て毎事

　　　　業年度開始前に，文部科学大臣に届け出なければならない．事業計画および収支予算を変更しようとす

　　　　る場合も同様とする．

　　　　　（暫定予算）

　　　　前条の規定にかかわらず，やむを得ない事情により予算が成立しないときは，理事長は，理事会の議決

　　　　を経て，予算成立の日まで前年度の予算に準じ収入支出することができる．

　　　2　前項の収入支出は，新たに成立した予算の収入支出とみなす．

○
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（事業報告および収支決算）

第42条　この法人の収支決算は，理事長が作成し，財産目録，貸借対照表事業報告書および正味財産増減計算

　　　　書ならびに会員の異動状況書とともに，監事の意見をつけ，理事会および総会の承認を受けて毎事業年

　　　　度終了後3ヵ月以内に文部科学大臣に報告しなければならない．

　　　2　この法人の収支決算に，収支差額があるときは，理事会の議決および総会の承認を受けて，その一部も

　　　　しくは全部を基本財産に編入し，または翌年度に繰り越すものとする．

（長期借入金）

第43条　この法人が借入金をしようとするときは，その事業年度の収入をもって償還する短期借入金を除き，理

　　　　事現在数および社員現在数の各々の3分の2以上の議決を経，かつ，文部科学大臣の承認を受けなけれ

　　　　ばならない．

（新たな義務の負担等）

第44条　第39条ただし書および前条の規定に該当する場合ならびに収支予算で定めるものを除くほか，この法人

　　　　が新たな義務の負担または権利の放棄のうち重要なものを行なおうとするときは，理事会および総会の

　　　　議決を経なければならない．

（事業年度）

第45条　この法人の事業年度は，毎年4月1日に始まり，翌年3月31日に終る．

第7章　定款の変更ならびに解散

（定款の変更）

第46条　この定款は，理事現在数および社員現在数の各々の4分の3以上の議決を経，かつ，文部科学大臣の認

　　　　可を受けなければ変更することができない．

（解　散）

第47条　この法人の解散は，理事現在数および社員現在数の各々の4分の3以上の議決を経かつ，文部科学大

　　　　臣の許可を受けなければならない．

（残余財産の処分）

第48条　この法人の解散に伴う残余財産は，理事現在数および社員現在数の各々の4分の3以上の議決を経，か

　　　　つ，文部科学大臣の許可を受けて，この法人の目的に類似の目的を有する公益法人に寄附するものとす

　　　　る．

第8章　補則

o

（書類および帳簿の備付け等）

第49条　この法人の事務所に，次の書類および帳簿を備えなければならない．ただし，他の法令により，これら

　　　　に代る書類および帳簿を備えたときは，この限りでない．

　　　　（1）定款

　　　　（2）社員の名簿

　　　　（3）役員およびその他の職員の名簿および履歴書

　　　　（4）財産目録

　　　　（5）資産台帳および負債台帳

　　　　（6）収入支出に関する帳簿および証拠書類

　　　　（7）理事会および総会の議事に関する書類

　　　　（8）官公署往復書類

　　　　（9）収支予算書および事業計画書

　　　　（10）収支計算書および事業報告書

　　　　（ll）賃借対照表

　　　　（12）正味財産増減計算書

　　　　（13）その他必要な書類および帳簿

　　　2　前項第1号から第5号の書類，同項第7号の書類および同項第9号から第12号までの書類は永年，第6

　　　　号の帳簿および書類10年以上，同項8号および第13号の書類および帳簿は1年以上保存しなければな
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　　　　らない．

　　　3　第1項第1号，第2号，第4号および第9号から第12号までの書類ならびに社員名簿は，これを一般の

　　　　閲覧に供するものとする．

（細　則）

第50条　この定款施行についての細則は，理事会および総会の議決を経て別に定める．

（附　則）

　　　1）この定款は，文部科学大臣より認可された日より施行し，2006年4月1日より適用する．

　　　2）この法人の社員は，第14条の規定に関わらず，2006年11月の総会までは全会員とする．

●

社団法人日本生殖医学会定款施行細則 ■

第1章　支部

第1条　定款第3条の支部は次の八支部とする．

　　　　北海道支部　　：北海道

　　　　東北支部　　　：青森・秋田・岩手・福島・宮城・山形

　　　　関東支部　　　：茨城・神奈川・群馬・埼玉・千葉・東京・栃木・新潟・山梨

　　　　中部支部　　　：愛知・岐阜・静岡・長野・三重

　　　　北陸支部　　　：石川・富山・福井

　　　　関西支部　　　：大阪・京都・滋賀・奈良・兵庫・和歌山

　　　　中国・四国支部：愛媛・岡山・香川・高知・島根・徳島・鳥取・広島・山口

　　　　九州・沖縄支部：大分・沖縄・鹿児島・熊本・佐賀・長崎・福岡・宮崎

第2条　外国人会員に関する事務は法人事務所にて行なう．

第3条　支部は本会の目的を達成するため各々独自の事業を行なうことができる．

第4条　支部には支部長1名および支部評議員若干名をおく．

第5条　支部に関する規定はこの法人の定款およびその他の規約に抵触しない範囲で各支部毎に定め理事長の承認

　　　　をうる．

第6条　支部の事務所は原則として一定の場所におくものとする．

第2章　学術講演会および学術集会長・次期学術集会長

第7条　定款第5条の学術講演会は原則として年1回秋に開催する．

第8条　学術講演会に参加するものは本会の会員でなければならない．ただし特に学術集会長の招請を受けたもの

　　　　はこの限りではない．

第9条　本会に学術集会長1名，次期学術集会長1名をおく．

第10条　学術集会長は学術講演会を主宰するほか，本会の学術的活動を統括する．次期学術集会長は学術集会長

　　　　を補佐し，学術集会長に事故あるときはその業務を代行する．

第11条　学術集会長は，理事会がその候補者を推薦し，総会の議決を経て決定される．

第12条　学術集会長の任期はその主宰する学術講演会終了時までとする．次期学術集会長は学術講演会終了時に

　　　　自動的に学術集会長となる．

第13条　学術集会長・次期学術集会長が理事でない場合はその任期の間定員外理事となる．

第3章　機関誌

第14条　本会は定款第5条の機関誌として年4回日本生殖医学会雑誌およびReproductive　Medicine　and　Biology

　　　　（略称RMB）を刊行する．またすぐれた論文に対して学術奨励賞を授与することができる．

第15条　機関誌は会員に無料で頒布する．ただしその年度の会費を12月31日までに納入しないものには無料頒

　　　　布を停止することがある．

第16条　会員以外でも下記の購読料を一括前納した場合は機関誌の頒布を受けることができる．購読料（年額）
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第17条

9，000円

機関誌への投稿規定および掲載料については別に定める．

第4章　会員

第18条　本会に入会を希望するものは所定の入会申込書に必要事項を記入しその年度分会費を添え法人事務所に

　　　　提出する．

第19条　会員は次の義務を負う．

　　　　1．本会の目的達成のため協力すること．

　　　　2．所定の会費を納入すること．

第20条　会員は次の権利を有する．

　　　　1．総会に出席して意見を述べること．

　　　　2．学術講演会に参加し，演題を提出すること．

　　　　3．機関誌に学術論文を投稿すること．

　　　　4．機関誌の無料頒布を受けること．

第21条　この法人の会費は，次のとおりとする．

　　　　（1）正会員年　額8，000円
　　　　（2）賛助会員　法人年額　1口，100，000円　1口以上

　　　　　　　　　　　個人年額　1口，　10，000円　1口以上

　　　2　年会費はその年度の12月31日までに法人事務所に納入するものとする．

第22条　会費を納入した会員数1名につき800円を支部運営の経費として支部に還元支給する．

第23条　定款第11条の規定により会員を除名する際は，理事長は所属支部長の意見を徴した上理事会に諮り，総

　　　　会の承認を得なければならない．

第24条　入会・退会の許可および除名は機関誌に掲載し，直接本人には通知しない，

第25条　名誉会員の候補者は理事または支部長が理事長に推薦し，理事長は理事会の承認を得た後，総会の議決

　　　　を求めるものとする．

第26条　名誉会員の推薦を受けるものは年齢65歳以上の正会員で，次の条件の2つ以上を満すことを要する．

　　　　1．本会の発展に著しく寄与したもの．

　　　　2．本会の学術講演会において顕著な業績を発表したもの．

　　　　3．本会の代議員（定款評議員を含む）・理事・監事に通算10年以上就任したもの．

　　　　4．本会の学術集会長に就任したもの．

　　　　本条における本会とは社団法人日本不妊学会を含むものとする．

第27条　本会会員以外（外国人を含む）でも，本会の発展に著しく寄与したものまたは関連せる学術分野で顕著

　　　　　な業績を有するものについては，細則第25条の規定により名誉会員に推薦することができる．

第28条　名誉会員は理事会および総会に出席し意見を述べることができる．

第29条　代議員（定款評議員を含む）・支部評議員のうち満65歳以上でかつ代議員（定款評議員を含む）歴8年

　　　　以上のものを功労会員に推薦することができる．功労会員は支部長が理事長に推薦し，理事会および総

　　　　会の議を経て理事長がその称号を与える．

第5章　役員・代議員・支部評議員および支部評議員総会

第30条

第31条

第32条

第33条

第34条

第35条

理事および監事の改選は2年毎に学術講演会開催時に開かれる総会において行なう．

役員及び代議員の選考については別途定める．

理事長は定款第13条による理事会で互選されるが，その任期は通算2期を越えることができない．

各支部は理事選出の後1ヵ月以内に支部に属する正会員中より若干名の支部評議員を選出し理事長に届

出る．選出の方法は各支部の定める所による．

支部評議員の改選は理事選出年度の1月1日とする．

支部長は必要に応じて支部評議員総会を開き，支部の業務に関する重要事項につきその意見をきくこと

ができる．
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第6章

第36条

第37条

第38条

第39条

第40条

第7章

第41条

第42条

第43条

第44条

第45条

第46条

第47条

第48条

第49条

第8章

第50条

常任理事および常任理事会

常任理事は庶務・会計・編集・組織・渉外・学術その他の日常の会務を分担執行する．

理事長，副理事長および常任理事は常任理事会を組織し，理事長の委嘱の範囲で理事会の業務を代行す

ることができる．

常任理事会は理事長が必要と認めたとき招集し，議長は理事長とする．

常任理事会は構成員の3分の2以上の者が出席しなければ議事を開き議決することができない．ただし

当該議事につきあらかじめ書面をもって意志を表示したものは出席者とみなす．

常任理事会の議決は別段の定めがある場合を除き出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは議長

の決する所による．

幹事・総会幹事および幹事会

会務の円滑なる運営を図るため本会に幹事若干名をおく．幹事は互選により幹事長1名を選出する．

幹事は理事会の議を経て理事長が委嘱する．ただし各支部に少なくとも1名の幹事をおくものとする．

幹事は庶務・会計・編集・組織・渉外・学術・その他の会務を分担し，各会務分担の常任理事を補佐し

て日常の業務を行なう．

総会並びに学術講演会運営のため本会に総会幹事若干名をおくことができる．総会幹事は学術集会長の

推薦により理事長が委嘱する．

幹事および総会幹事は幹事会を組織して理事長の諮問に応じ，また会の運営に関して協議立案すること

ができる．

幹事会は必要に応じて幹事長が招集し司会する．

幹事および総会幹事は必要に応じて，この法人に関わる会議に出席することができる．

幹事の任期は2年とし，再任を妨げない．任期満了後も後任者決定まではその職務を行なわなければな

らない．

総会幹事の任期は学術集会長の任期に準ずる．

理事会・総会

総会・理事会は原則として学術講演会開催時および事業年度終了後3ヵ月以内に理事長が招集する．

●

●

●

昭和45年12月26日制定

平成11年11月11日改定

平成18年4月1日改定

旬



●

平成19年4月20日

社団法人日本生殖医学会役員および代議員選任規程

　趣旨

第1条　この法人（以下本会という）の役員（理事お

　　　　よび監事）および代議員の選任は，定款に基

　　　　づき本規程に従うものとする．

　理事の選任

第2条　理事は2年ごとに次に定める各支部ごとに，

　　　　各支部所属代議員により候補者を選出し，総

　　　　会において選任される．

北海道支部

東北支部

関東支部

中部支部

北陸支部

関西支部

：北海道

：青森・秋田・岩手・福島・

宮城・山形

：茨城・神奈川・群馬・埼玉・

千葉・東京・栃木・新潟・山梨

：愛知・岐阜・静岡・長野・三重

：石川・富山・福井

． 大阪・京都・滋賀・奈良・

兵庫・和歌山

　　中国・四国支部：愛媛・岡山・香川・高知・

　　　　　　　　　　島根・徳島・鳥取・広島・山口

　　九州・沖縄支部：大分・沖縄・鹿児島・熊本・

　　　　　　　　　　佐賀・長崎・福岡・宮崎

　理事の定数

第3条　理事の定数は，各支部ごとに改選年の3月31

　　　　日現在，その支部に所属する会員で会費を完

　　　　納した会員数に比例するものとする．ただし

　　　　理事総数は20名以内とする．

　理事の補充

第4条　理事に欠員が生じた場合は，その理事の所属

　　　　する支部から補充することができる．

　常任理事の選任ならびに補充

第5条　常任理事は，理事の互選による業務担当主任

　　　　および理事長の推薦によるものとし，理事会
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　　　　の承認を経て就任するものとする．常任理事

　　　　に欠員を生じた場合は，理事会の議決により

　　　　補充することができる．

　監事の選任ならびに補充

第6条　監事は理事会において会員中から候補者を推

　　　　薦し，その候補者のうちから理事選任を行う

　　　　総会において選任される．

　　2．　監事に欠員を生じた場合は前項の手続に準じ

　　　　て補充することができる．

　代議員の選任

第7条　代議員は各支部ごとに定めた選任規程によ

　　　　り，その会員中より選任される．

　　2．　代議員は原則として改選年の3月31日に65

　　　　歳未満であることが望ましい．

　代議員の選任の時期

第8条　代議員の選任時期は，理事選任を行う年の7

　　　　月1日から8月31日までとする．

　代議員の定数

第9条　代議員の定数は，各支部ごとに改選年の3月

　　　　31日現在，その支部に所属する会員で会費

　　　　を完納した会員数に比例するものとする．た

　　　　だし代議員総数は会員40名に対し1名とす

　　　　る．

　代議員の補充

第10条　代議員に欠員が生じた場合は直ちに所属支

　　　　部から補充することができる．

　選任規程の変更

第11条　この選任規程は理事会および総会の承認を

　　　　得なければ変更することができない．

本規定は平成18年4月1日より施行する

社団法人日本生殖医学会生殖医療従事者資格制度規約

第1章　総則

第1条本制度は，生殖医療の進歩に応じ，広い知識，

　　　　練磨された技能，高い倫理性を備えた生殖医

　　　　療従事者の養成と，生涯にわたる研修を推進

　　　　することにより，本邦における生殖医療の水

　　　　準を高めて，国民の福祉に貢献することを目

　　　　的とする．

第2条　社団法人日本生殖医学会（以下「この法人」

　　　　という）は，前条の目的を達成するため，生
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　　　　殖医療指導医資格の認定と生涯研修等に必要

　　　　な事業を行う．

第3条　この法人が認定する生殖医療従事者資格は，

　　　　生殖医療指導医（以下「指導医」という），

　　　　生殖医療コーディネーター（以下「コーディ

　　　　ネーター」），胚培養士である．

第2章　生殖医療従事者資格制度委員会

第4条　この法人は，本制度の運営のために，生殖医

　　　　療指導医制度委員会（以下「委員会」という）

　　　　を設置する．

第5条　委員会の委員は，理事会の議を経て，理事お

　　　　よび幹事の中から理事長が委嘱する．委嘱す

　　　　る人員数は本制度を円滑に運営するために必

　　　　要な数とする．

第6条　委員の任期は2年とし，再任を妨げない．

　　2　委員に欠員を生じたときは，理事会の議を経

　　　　て，理事長が補充する．

　　3　補充された委員の任期は，前任者の残任期間

　　　　とする．

第7条　委員会に委員長1名，及び副委員長2名を置

　　　　く．

　　2　委員長及び副委員長は，理事会の議を経て，

　　　　理事の中から理事長が委嘱する．

　　3　委員長は委員会を招集し，会務を総理する，

　　4　副委員長は委員長を補佐し，委員長に事故あ

　　　　るときは，委員長の職務を代行する．

第8条　委員会は全委員の半数以上が出席しなけれ

　　　　ば，その会議を開くことができない．

　　2　委員会の議事は，出席委員の過半数で決し，

　　　　可否同数のときは委員長の決するところによ

　　　　る．

第9条　委員会は生殖医療従事者資格制度に関する諸

　　　　問題について，理事会の諮問に応え，また理

　　　　事会に建議することができる．

第10条　委員会には，庶務，会計，研修，認定の各

　　　　小委員会を置く，また，必要に応じてその

　　　　他の小委員会を設置することができる．

　　　2　総務小委員会は，登録等に係る業務を行う．

　　　3　会計小委員会は，本制度に関する経理業務

　　　　を行う．

　　　　　　　　　　　日生殖医会誌52巻1・2号

　　　4　研修小委員会は，生殖医療従事者講習会に

　　　　係る業務を行う．

　　　5　認定小委員会は，資格の認定及び更新の審

　　　　査に係る業務を行う．

第11条　委員会は，緊急を要する場合，通信による

　　　　審議を行うことができる．

第3章　生殖医療従事者資格の認定のための条件，

審査，認定，登録資格の更新，資格の喪失，研修

第12条　生殖医療従事者資格の認定のための条件，

　　　　審査，認定，登録資格の更新，資格の喪

　　　　失，認定に関連する費用などは，別に内規

　　　　を定める．

第13条　理事会は，委員会の審査結果に基づき認定

　　　　し，認定合格者を生殖医療従事者原簿に登

　　　　録し，指導医認定証を交付するとともに，

　　　　適当な方法で公示する．

第14条　この法人は，第1条の目的を達成するため，

　　　　生殖医療従事者講習会（以下講習会）を開

　　　　催する．

　　　2　講習会は年1回開催する．

第4章　不服処理

第15条　認定，資格喪失等の審査に関して異議があ

　　　　る者は，委員会に再審査を請求することが

　　　　できる．

　　　2　この法人は必要により理事会内に不服処理

　　　　委員会を設置することができる．

第5章　補則

第16条　本規約はこの法人の総会の承認を得なけれ

　　　　ば変更することができない．

第17条　本規約の施行に必要な内規は別に定める．

　　　　内規は理事会の議を経て決定する．

第9章　付則

第19条　本規約は平成14年10月3日から施行す
る．

平成18年4月1日改定

G



●

平成19年4月20日

理事長　岡村　均

副理事長　武谷雄二

常任理事　苛原　稔

　　　　　吉田英機

理　　事　井上正樹

　　　　　星　和彦

監　　事　中村幸雄

総会議長　小林俊文

理事・監事

吉村泰典　　奥山明彦

遠藤　克　田中俊誠

瓦林達比古郡健二郎

三浦一陽　神崎秀陽

久保春海　　守殿貞夫

寺川直樹　　今井　裕

玉舎輝彦　　年森清隆

千石一雄　石原　理
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幹事長

副幹事長

幹

　　田原隆三

　　柴原浩章

事　浅井光興

　　石田　肇

　　岩本晃明

　　齊藤英和

　　辻村　晃

　　新村末雄

　　横山峯介

幹

安藤一道

石塚文平

遠藤俊明

篠原一朝

堤　　治

福田　淳

事

安藤寿夫

市川智彦

大場　隆

柴原浩章

寺田幸弘

藤原　浩

安藤　索

井上善仁

岡田　弘

末岡　浩

藤間芳郎

前川正彦

石川博通

岩崎信爾

押尾　茂

田原隆三

永尾光一

南直治郎
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2006．2．2

日生殖医会誌52巻1・2号

■

　　　　　　「事実婚における本人同士の生殖細胞を用いた体外受精実施」

　　　　　　　　　　　　　　　に関する日本不妊学会の見解

　わが国においては，昭和58年の日本産科婦人科学会（日産婦）の会告“「体外受精・胚移植」に関する見

解”（以下「日産婦会告」）により，体外受精などの不妊治療が法的婚姻関係のある夫婦に限定されている．日

本不妊学会では，倫理委員会（野田洋一委員長）と理事会において「事実婚における本人同士の生殖細胞を

用いた体外受精実施」に関して，討議を重ねてきた．その結果，今後予想される生殖医療の法制化への動き

などを鑑み，以下に述べるような結論に達したので，ここに日本不妊学会の見解として発表する，

　近年，親子・男女の結合・家族のあり方や考え方は大きく変容し，多様化している．また，社会の側も多

様化したカップルに対して寛容であることが求められている．不妊治療として体外受精を希望するガップ

ルのなかには，事実婚を選択したカップルも少なくない．そのため，不妊カップルに対する体外受精の実施

にあたり，対象者を法的婚姻関係にある夫婦に限定した日産婦会告については，治療を受けるカップルおよ

び治療を行なう医療機関双方からその問題点が指摘されている．

　先進諸国において，体外受精の対象者を法的婚姻関係にある夫婦に限定する国は稀で，日本の現行法にお

いても，体外受精の対象者を法的婚姻関係にある夫婦に限定すべき直接的な根拠はない．しかし，現行法お

よび現時点までの判例を前提にすると，生まれてくる子の法的地位の安定のためには，事実婚カップルを対

象に体外受精を実施する場合には，事実婚カップルに由来する生殖細胞を用いる治療に限定することが望

ましいと考えられる．

　したがって，日本不妊学会は，事実婚の不妊カップルに対する本人同士の生殖細胞を用いた治療を可能と

するべきと考える．

　　2006年2月2日
社団法人日本不妊学会

　理事長　岡村　　均

2006．9．1

倫理委員会報告

社団法人日本生殖医学会倫理委員会は，「精子の凍結保存」について検討を行ってきたが，この度結論に達

したのでその経過と結果を報告する．

「精子の凍結保存について」

　平成15年9月，「医学的介入により造精機能低下の可能性のある男性の精子の凍結」に関する日本不妊学

会の見解が公表された．倫理委員会では精子凍結保存の普及にともなって今後発生しうる問題点に対応す

るため，より詳細なガイドラインを作成する方針を決定し，これまで検討を行ってきた．その結果，以下の

ような「精子の凍結保存について」に関するガイドライン案を作成した．

　1）精子を凍結保存する施設は精子凍結依頼者に対して，文書及び口頭で，凍結保存精子を用いて生殖補

　　助医療を実施する際のリスクや問題点を含む留意すべき点について十分な説明を行い，文書により同

　　意を得た上で，精子を凍結保存する．

　2）精子の凍結期間に関して

　　精子の凍結保存期間は精子の由来する本人が生存している期間とする．また定期的に凍結継続の意思

　　確認と本人生存の確認をとることを奨励する．
●
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3）保存責任について

　凍結保存していた精子が天災など予期せぬ事情（地震，火災，液体窒素の不足など）により使用不可

　能になった場合，依頼者がそれまでに支払った精子保管料程度を弁済すること（それ以上の責任は負

　わないこと）を明文化するよう奨励する．

4）費用負担について

　前項に関連し精子の凍結保存の費用に関しては有償であることを奨励する．

　　　　　　　平成18年9月1日

　　　　社団法人　日本生殖医学会

　　　　　　　理事長　岡村　　均

倫理委員会委員長代行　石原　　理

2003．9．30

「医学的介入により造精機能低下の可能性のある男性の精子の凍結保存」

　　　　　　　　　　　　に関する日本不妊学会の見解

　ヒト精子の凍結保存は臨床応用されてからすでに50年の歴史をもち，その技術水準が向上したため，現

在では不妊治療を中心として多数の施設で実施されている．一一方，悪性腫瘍に対しては，外科療法，化学療

法，放射線療法などの治療法が進歩し，その成績が向上してきたものの，これらの治療により造精機能の低

下が起こりうることも明らかになりつつある．そのため，本人の意思に基づき，将来挙児を確保する方法と

して，治療開始前に精子を凍結保存する選択肢も考えられる．

　このような状況から，日本不妊学会倫理委員会ならびに理事会は「医学的介入により造精機能低下の可能

性のある男性の精子の凍結保存」に関して検討した結果，次のような結論に達したので，日本不妊学会の見

解として発表する．

1．悪性腫瘍の治療などによって造精機能の低下をきたす可能性のある場合には，精子を凍結保存するこ

　とができる．

2，希望者が成人の場合には本人の同意に基づいて，また未成年者の場合には本人および親権者の同意を

　得て，凍結保存を実施することができる．

3．実施にあたっては，以下の事項について口頭および文書にて十分に説明し，インフォームドコンセン

　　ト（IC）を得ること．……注釈）

4．凍結精子は本人から廃棄の意志が表明されるか，あるいは本人が死亡した場合，直ちに廃棄する．廃

　棄する凍結精子は研究目的には使用しない．

5．本人および親権者は，凍結精子を第3者に提供することはできない．

●

注釈

ICは患者治療に係わる医師（主治医　泌尿器科医または産婦人科医）が以下の諸点について説明する．

　（1）罹患疾患の治療と造精機能の低下との関連

　（2）罹患疾患の治癒率

　（3）精子凍結保存の方法ならびに成績

　（4）凍結保存精子の保存期間と廃棄

　（5）凍結した精子を用いた生殖補助医療に関して予想される成績と副作用

　（6）費凧その他

平成15年9月30日
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社団法人日本不妊学会

　理事長　伊藤　晴夫

■

1994．3

　　　　　　倫理委員会報告

「代理母』の問題についての理事会見解

　代理母（ホストマザー・サロゲイトマザー）については本学会倫理委員会で検討し，さらに不妊患者およ

び本会役員，評議員に対しアンケート調査を行った．

　本法以外には解決できない不妊症患者に対し，現在の医学的技法をもって対処することは可能であるが，

なお本法の実施に関しては，

　1）医学的適応と社会的，倫理的妥当性との間に認識の差がある．

　2）本法は婚姻関係以外の受精・妊娠・出産であるため，ホストマザーなどの受精・妊娠出産に際しての

　　医学的リスクや，社会的，心理的問題点に関しての議論をつくす必要がある．

　3）法的解決にもさまざまな意見がある．

　4）本法の実施に際し，第三者による金銭の授受が介在する可能性がある．

　したがって，この問題には社会的，倫理的，法律的要素が大きく，本委員会においてはその実施について

明確な結論を得るに至らなかった．現時点においては本学会を含めて各関連学会にこの問題を提言した上，

討議を依頼し，広く社会のコンセンサスを得る必要がある．

　アンケート結果

　サロゲイトマザーに関しては反対意見が約70％であったが，ホストマザーに関しては約45％が賛意を

示した，（アンケート調査結果39巻1号に掲載）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成4年11月5日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社）日本不妊学会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　飯塚　理八

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倫理委員会委員長　高木　繁夫

以上の見解とアンケート調査結果を平成5年2月に各関連学会会長，理事長へお送り致しました．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成6年3月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社）日本不妊学会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　入谷　　明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倫理委員会委員長　廣井　正彦

1996．5．28

日本不妊学会倫理委員会報告

　最近，生殖医療に非医療従事者が精子提供を含め，営利目的で関与していることが報道されている．

　これらの事態は，倫理的・社会的にも憂慮すべきことであり，本委員会では生殖医療関係者である本学会

会員はこれに関与すべきでないという結論に達した．

　　　　　　平成8年5月28日
社団法人日本不妊学会倫理委員会

　　　　　　委員長　廣井　正彦



●

平成19年4月20日

2001．3．30
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　　　　　　　　「クローン人間の産生に関する」日本不妊学会の見解

　日本不妊学会は，昨年12月に制定された「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」の制定過

程において，日本不妊学会としての考えを表明してきた．同時にクローン技術が生殖補助医療の今後の発展

にどのように貢献するかについて検討し，現在も検討中である．

　最近の海外からの報道によると，クローン人間産生が計画され，日本人学者の関与が伝えられている．ま

た，クローン人間を希望する日本人夫婦の存在も報道されている．

　このような状況から，日本不妊学会倫理委員会ならびに理事会は「クローン人間産生」に関して検討した

結果，次のような結論に達したので，日本不妊学会の見解として発表する．

　日本不妊学会は，「ヒトに関するクローン技術等の規則に関する法律」に基づいて，人間の尊厳に関わるク

ローン人間の産生に関与しないことを宣言する．

〔理　由〕

（1）ヒト生命の誕生は男女両性の有性生殖によるものであり，受精過程を経ることなく既存の個体と同一

　　の遺伝子構成を有する個体を産出することは，自然の摂理に反するといえる．

（2＞男女両性の有性生殖によらないクローン人間の産生は不妊症の治療法とは認められない．

　平成13年3月30日
社団法人日本不妊学会

　理事長　伊藤　晴夫

2001．6．15

倫理委員会報告

　倫理委員会では「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」が制定される過程で，平成12年6

月27日第41回倫理委員会において「クローンに関するワーキンググループ」を設置することを決定して，

下記の項目について検討してきた，その経過と結果を報告する．

　　平成13年6月15日

倫理委員長　永田　行博

　　　　「クローン技術の生殖補助医療への応用に関する検討」に関する報告

　「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」が平成12年11月に成立し，12月に公布された．平

成13年6月には正式に発効し，今後その施行細則が制定される予定である．

　日本不妊学会倫理委員会は「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」の成立過程において管轄

官庁である科学技術庁（現文部科学省）と意見の交換を行ってきた．

　一方当委員会内に「クローンに関するワーキンググループ」を設置して，クローン技術の生殖補助医療へ

の応用の可能性とその内容を検討してきた．

　その結果，次のような事項について，将来的に生殖補助医療に応用できる可能性があるとの大方の意見の

集約を見たので報告する．

　1．特定胚のうち，ヒト胚分割胚の作製とその臨床応用の可能性について

　　（理由）排卵誘発剤に対する低反応卵巣の治療に応用できる可能性がある．また将来，卵巣刺激法によ

　　　　　　る卵巣過剰刺激症候群などの副作用の予防となりうる．

　2．特定胚のうち，ヒト胚核移植胚の作製とその臨床応用の可能性について
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　　　（理由）高齢婦人の不妊治療ならびにミトコンドリア病の治療に応用できる可能性がある．

　3．ヒト胚核移植胚の作製にあたり，未受精卵の提供について

　　（理由）卵および胚の質の低下が着床障害の大きな原因となっているので，卵細胞質の老化の改善に

　　　　　　は除核した卵細胞質の提供が必要である．

　4，ヒト胚性幹細胞（ES細胞）樹立のためのヒト体細胞クローン技術の生殖医療への応用について

　　（理由）体細胞クローン技術を利用した再生医学や移植医療分野における応用のみならず，分化誘導

　　　　　　によるヒト配偶子の形成に利用できる可能性がある，

　　（注）特定胚とは，ヒト胚分割胚，ヒト胚核移植胚，人クローン胚，ヒト集合胚，ヒト動物交雑胚，ヒ

　　　　　ト性融合胚，ヒト性集合胚，動物性融合胚，動物性集合胚をいう．

　以上の4項目が将来的に生殖補助医療に応用の可能性があるクローン技術として集約された．最近の報

告によると，米国ではすでにミトコンドリア病の治療に第2項および第3項の技術を利用して，卵細胞質の

提供による核移植技術が臨床応用されていることが明らかにされた．

　本委員会は，上記の技術がわが国で直ちに臨床応用されるものではないとの一致した認識のもとに，「ヒ

トに関するクローン技術等の規制に関する法律」の発効に伴い，施行細則が制定される過程で，人類の健康

と福祉のために，未受精卵および余剰胚を用いたクローン技術の医学研究が続行できるように配慮される

ことを希望するものである．

2000．3．27

　　　染色体の数異常や構造異常による男性不妊の精子の臨床応用について

　染色体の数異常や構造異常に起因する高度乏精子症あるいは無精子症の男性不妊では，通常の方法での

妊娠成立は困難である．最近になって，顕微授精（ICSI）などの生殖補助医療技術（ART）を応用すること

によって，極めてわずかしか存在しない射出精液中あるいは精巣上体または精巣より採取した精子による

受精・妊娠の報告がみられるようになった．

　しかし，これらの精子を用いた不妊症への臨床応用は新たな医学的，倫理的問題を惹起する可能性があ

る．したがって，その臨床応用にあたっては，次のような事柄に充分に留意し，慎重であることが望ましい．

　（1）染色体の数異常や構造異常と不妊との関連について充分に説明する．

　（2）このような精子によって成立した妊娠では，児に同様の染色体の数異常や構造異常の形質を伝える

　　　可能性があることを充分に説明する．

　（3）遺伝カウンセラーを交えた説明や情報提供が望ましい．

　（4）文章によるインフォームド・コンセントを夫婦から得ておく．

　平成12年3月27日
社団法人日本不妊学会

　理事長　森　　崇英

2000．9．26

　　　　　Y染色体微少欠失を有する不妊患者に対する顕微授精について

　近年，Y染色体長腕上のAZF領域における微少欠失（Y－microdeletion）が，重症造精機能障害男性に高

頻度に認められることが明らかになる一方，これら患者でもその精子を用いた顕微授精（ICSI）により挙児

可能となってきた．

　さらに，最近，この種の変異遺伝子が次世代男児に伝達されるとの報告も散見されるので，出生時の将来

の妊孕性に対する影響が懸念される．



●
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　本学会は，さきに「染色体や数異常や構造異常による男性不妊の精子の臨床応用について」（平成12年3

月27日）を通して，染色体異常保有男性の精子を用いる顕微授精（ICSI）を実施する上での遺伝医学的，

倫理的問題点について会員の注意を喚起してきた．Y染色体上の遺伝子異常を保有する造精機能障害患者

の精子を用いる顕微授精（ICSI）施行に際しても，同様の留意と配慮が必要であるとの考えから，倫理委員

会の議を経て，理事会において次の結論に達したので，ここに報告致します．

　（1）Y染色体上の微少欠失と造精機能障害との関連について充分に説明する．

　（2）このような精子を用いた顕微授精によって成立した妊娠では，出生児が男児の場合，同様の遺伝子異

　　　常が伝達される可能性があることを充分に説明する．

　（3）遺伝カウンセラーを交えた説明や情報提供が望ましい．

　（4）夫婦から文書によるインフォームド・コンセントを得ておく．

　平成12年9月26日
社団法人日本不妊学会

　理事長　森　　崇英

●
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（社）日本生殖医学会　平成18年度　第2回通常理事会議事録

日　時：平成18年11月8日（木）17：30～18：50

場所：リーガロイヤルホテル大阪28階「エメラルド」

出席者：岡村　均，守殿貞夫，久保春海，苛原　稔，遠藤　克，田中俊誠，寺川直樹，

　　　　吉村泰典，奥山明彦，瓦林達比古，神崎秀陽井上正樹，三浦一陽今井　裕，

　　　　郡健二郎，

　　　　監事：小林俊文，中村幸雄，田中啓幹

　　　　陪席：田原隆三（幹事長），柴原浩章（副幹事長），石原　理（倫理委員長代行）

欠席者：武谷雄二，玉舎輝彦，星　和彦，年森清隆吉田英機石川睦男

〈議事経過およびその結果〉

定款第27条にもとづき，岡村　均理事長が議長となり，「本日の出席理事数は委任状を含め21名で，定

款第28条に規定する定足数を充足し，本理事会は成立した」旨発言し，開会．

議事録署名人に，吉村泰典，苛原　稔の2名を選出した後，次の議案を順次審議した．

〈議事〉

第1号議案：平成18年度学術奨励賞に関する件

　　　　　　武谷理事欠席のため田原幹事長より，平成18年度学術奨励賞には13題の候補があり，選考

　　　　　　委員会で推薦された結果，下記3題の論文の受賞を次回総会に諮ることが承認された．

　　　　1．松岡庸洋（大阪大学泌尿器科）

　　　　　　　“Sperm　flagella　protein　components：Human　meichroacidin　constructed　by　the　membrane

　　　　　　　　occupation　and　recognition　nexus　motif”

　　　　2．森田順子（前　東北大学産婦人科）

　　　　　　　“Microtubule　organization　during　rabbit　fertilization　by　intracytoplasmic　sperm　injection

　　　　　　　　with　and　without　sperm　centrosome”

　　　　3．平田哲也（東京大学産婦人科）

　　　　　　　“Evidence　for　the　presence　of　tolLlike　receptor　4　system　in　the　human　endometrium”

第2号議案：平成18年度収支決算見込みに関する件

　　　　　　吉村理事より，平成18年度収支決算見込みについては学術講演会前であり大きな事業がな

　　　　　　いため，現時点で予算を大幅に上回る収支が無いことが説明され承認された．会費納入率も

　　　　　　例年どおりである．来年度より，従来収入に計上されていた日本医学会分科会助成費20万

　　　　　　円が削除される報告があり，承認された．

第3号議案：平成19年度事業計画および収支予算案に関する件

　　　　　　苛原理事より平成19年度事業計画が報告され，承認された．

　　　　　　続いて吉村理事より平成19年収支予算案が説明された．平成18年度予算との主な違いは，

　　　　　　事業収入として，学会開催収入・助成金・名簿積立金取崩し収入が異なっている点が説明さ

　　　　　　れた．以上が全会一致で承認された．

第4号議案：第54回（平成21年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　岡村理事長より，本年度は支部から自薦・他薦がなかったとの報告がされた，泌尿器科開催

　　　　　　年であるので，金沢大学泌尿器科の並木幹夫教授と金沢大学産婦人科の井上正樹教授との共

　　　　　　催で開催していただくことが常任理事会で承認されていることが説明された．学術講演会の

　　　　　　内容については，北陸支部に一任することとし，総会に諮ることとなった．

第5号議案：役員改選および名誉会員・功労会員推薦に関する件

　　　　　　岡村理事長より，支部から提出された次期理事および監事・幹事被推薦者の報告がされた．
●



●

■

●
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　　　　　105名の次期代議員候補者が各支部より提出されたとの報告がなされた．支部評議員被推薦

　　　　　者の説明がなされた．

　　　　　名誉会員・功労会員推薦に関して，関東支部より麻生武志先生，木下勝之先生，中部支部よ

　　　　　　り鈴森薫先生，中国・四国支部より加藤紘先生，九州支部より宮川勇生先生の計5名の先生

　　　　　方を功労会員として推薦することが承認された．3月の常任理事会までに名誉会員・功労会

　　　　　員推薦規定の内規を作成することが承認された．以上のことが審議の上，全会一致で承認さ

　　　　　れ，平成18年度第2回総会に諮られることになった．新役員は以下の通りである．

　　　　　理事：石原　理井上正樹，今井　裕苛原　稔，遠藤　克，岡村　均，奥山明彦，

　　　　　　　　瓦林達比古，神崎秀陽郡健二郎，千石一雄，武谷雄二，田中俊誠玉舎輝彦，

　　　　　　　　寺川直樹，年森清隆，星　和彦，三浦一陽，吉田英機，吉村泰典

　　　　　監事：中村幸雄，久保春海，守殿貞夫

その他議案　苛原理事より，定款改定後第1回目の総会の運営につき説明がされた．総会運営内規の説明

　　　　　がされ，承認された．

●

●

■
ト

＜報告事項＞

1．庶務部報告　苛原理事より，会員数の動向，物故会員，および平成18年度に開催または開催予定の

　　　　　　　諸会議について報告がされた．平成18年度第2回常任理事会を平成19年3月16日

　　　　　　　　（金）に開催することが決定した．次に平成18年度第1回通常理事会，第1回総会，第

　　　　　　　1回常任理事会の議事録（案）が承認された．第2回総会より，代議員が出席すること

　　　　　　　　となる．

2．会計報告（第1，2号議案にて報告・協議）

3．編集報告　遠藤理事より和文誌および英文誌の発刊状況が報告された．

　　　　　　　英文誌に関しては60ページの超過になるが，費用は交渉中である．Editorial　boardの

　　　　　　　交代があり，VoL　6－1号より新メンバーとなる．オンライン投稿は編集委員が試用して

　　　　　　　　おり，12月よりオンライン投稿を開始する予定である．現在海外からの投稿は全体の

　　　　　　　20％程度である．Medlineについては意義申し立てをしたが，正式なものではないとの

　　　　　　　　ことで今後努力をするつもりである．来年7月に再度申請をする予定である．Impact　faひ

　　　　　　　torについては返事が届いたが，発刊してから短いが，内容は評価できるとの回答があ

　　　　　　　　り，継続審議されているとの報告があった．

4．渉外報告　報告事項なし

5．組織報告　報告事項なし

6．学術報告　（第4号議案にて報告・協議）

7，広報報告　久保理事より，現在までの取材依頼について，ホームページのアクセス数とヒット数に

　　　　　　　　ついて，バナー広告掲載は3社であるとの報告があった．

8．将来計画検討委員会報告

　　　　　　　　吉村理事より，生殖医療コーディネーター制度における更新制度について必要な条件が

　　　　　　　　提示され，承認された．

　　　　　　　　哺乳動物卵子学会より，哺乳動物卵子学会認定の管理胚培養士を生殖医学会も認定に加

　　　　　　　　わって欲しいとの要望があり，生殖医学会としても認めることが本理事会で承認され

　　　　　　　　た．

9．社保委員会報告

　　　　　　　　報告事項なし

10．生殖医療従事者資格制度委員会報告

　　　　　　　　田中理事から全体の説明があり，第1回の会告ならびに来年度の認定試験スケジュール

　　　　　　　　の報告があった，来年3月に第2回会告が出される予定である．

　　　　　　　　苛原理事より更新制度についての説明がなされた．事務局員が出向く学会以外は，カー
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日生殖医会誌52巻1・2号

ドリーダーを使わずに，記名帳記載で対応することが報告された．

年2回開催のRMB研究会を学会扱いとしてポイントを10点つけることとが承認され

た・本会指導医の英文名称の案が出され，“Board　Certified　Member　of　Japan　Society　for

Reproductive　Medicine”と決定した．

11．倫理委員会報告

　　　　　　　　石原委員長代行より，平成15年9月に精子の凍結保存についてのガイドライン（案）

　　　　　　　　を公表した後，（案）を削除して正式な会告として9月1日より学会ホームページに掲

　　　　　　　　載していること，また和文誌に掲載されたことが報告された．移植胚数と医療リスクに

　　　　　　　　ついて3回の委員会で議論されたが，今後も議論を重ねることとなった．今後は移植胚

　　　　　　　　数に関するガイドラインを作成していく方針であるということが報告された．

12．第51回日本生殖医学会総会・学術講演会準備報告

　　　　　　　　奥山会長より準備報告がされた．学会名称，学会誌，ロゴも変わったが，予定通り開催

　　　　　　　　準備が整っているとの報告があった．

13．第52回（平成19年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　　　田中会長より準備報告がされた．平成19年10月24日（水）から10月26日（金）に

　　　　　　　　開催される．指導医の試験は会期中の平成19年10月27日（土）に開催することが報

　　　　　　　　告された．招請講演演者が決定したとの報告があった．

14．第53回（平成20年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　　　岡村理事長より準備報告がされた．

　　　　　　　　平成20年10月22日（水）から24日（金）に開催，また25日（土）に指導医試験を

　　　　　　　　予定している．会場は神戸国際会議場とポートピアホテルである．

●

●

●

0

以上をもって，すべての議事を終了し，本理事会を閉会した，

以上の議決事項を証するため，この議事録を作成し，定款第35条にもとづき，議長ならびに出席者代表

たる2名の議事録署名人において署名押印する，
゜
■

平成18年11月8日

社団法人日本生殖医学会　平成18年度第2回通常理事会

議　　　　長

議事録署名人

　　同

岡　村　　　均

吉　村　泰　典

苛　原　　　稔

●
内
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●

（社）日本生殖医学会　平成18年度　第2回通常総会議事録

●

日　時’平成18年11月9日（木）13：00～14：00

場所：大阪国際会議場10階1003「第1会場」

出席者　開会当時の社員数　　128名

　　　　本日の出席者数　　　111名（含委任状）

ー
⇔

〈議事経過およびその結果〉

定款第30条にもとづき，岡村　均理事長が議長となり，「本日の出席社員数は委任状を含め111名で，定

款第33条に規定する定足数を充足し，本総会は成立した」旨発言し，開会．

議事録署名人に，市川智彦，田原隆三の2名を選出した後，次の議案を順次審議した．

●

●

●

●

ー　
　
L

〈議　事〉

第1号議案：平成18年度収支決算見込みに関する件

　　　　　　吉村理事より，平成18年度収支決算見込みについての説明がなされ，全会一致で承認され

　　　　　　た．

第2号議案：平成19年度事業計画および収支予算案に関する件

　　　　　　平成19年度事業計画および平成19年度収支予算案が報告され，全会一致で承認された．

第3号議案：役員改選および名誉会員・功労会員推薦に関する件

　　　　　　岡村理事長より，支部から提出された次期理事および監事・幹事被推薦者の報告がされた．

　　　　　　105名の次期代議員候補者が各支部より提出されたとの報告がなされた．支部評議員被推薦

　　　　　　者の説明がなされた．別紙の通り推薦され，審議の結果承認された．

　　　　　　名誉会員・功労会員推薦に関して，関東支部より麻生武志先生，木下勝之先生，中部支部よ

　　　　　　り鈴森薫先生，中国・四国支部より加藤紘先生，九州支部より宮川勇生先生の計5名の先生

　　　　　　方を功労会員とすることが承認された．3月の常任理事会までに名誉会員・功労会員推薦規

　　　　　　定の内規を作成することが承認された．以上のことが全会一致で承認された．新役員は以下

　　　　　　の通りである．

　　　　　　理事：石原　理，井上正樹，今井　裕苛原　稔，遠藤　克，岡村　均，奥山明彦，

　　　　　　　　　瓦林達比古，神崎秀陽，郡健二郎，千石一雄，武谷雄二，田中俊誠玉舎輝彦，

　　　　　　　　　寺川直樹，年森清隆，星　和彦，三浦一陽吉田英機吉村泰典

　　　　　　監事：中村幸雄，久保春海，守殿貞夫

第4号議案：名誉会員推薦に関する件

　　　　　　名誉会員について本年度は該当者なしということが承認された．

第5号議案：功労会員推薦に関する件

　　　　　　功労会員推薦に関して，関東支部より麻生武志先生，木下勝之先生，中部支部より鈴森薫先

　　　　　　生，中国・四国支部より加藤紘先生，九州支部より宮川勇生先生の計5名の先生方を功労会

　　　　　　員とすることが承認された．

第6号議案：第54回（平成21年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　平成21年度日本生殖医学会総会・学術講演会の開催地および会長について説明があり，下

　　　　　　記の通り全会一致で承認された．

　　　　　　平成21年度　　　担当支部　　　北陸支部

　　　　　　　　　　　　　　会長　　　　　並木幹夫　井上正樹

　　　　　　　　　　　　　　開催地　　　　石川県

第7号議案：平成18年度学術奨励賞に関する件

　　　　　　学術選考委員会で推薦された下記3論文について説明があり，全会一致で承認された．
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日生殖医会誌52巻1・2号

　　　　　　学術奨励賞受賞者

　　　　1．松岡庸洋（大阪大学泌尿器科）

　　　　　　　“Sperm　flagella　protein　components：Human　meichroacidin　constructed　by　the　membrane

　　　　　　　　occupation　and　recognition　nexus　motif”

　　　　2．森田順子（前　東北大学産婦人科〉

　　　　　　　“Microtubule　organization　during　rabbit　fertilization　by　intracytoplasmic　sperm　injection

　　　　　　　　with　and　without　sperm　centrosome”

　　　　3，平田哲也（東京大学産婦人科）

　　　　　　　“Evidence　for　the　presence　of　tolLlike　receptor　4　system　in　the　human　endometrium”

その他議案　総会運営内規の説明がなされ，承認された．

　　　　　　3月の常任理事会までに名誉会員・功労会員推薦規定の内規を作成することが承認された，

　　　　　　生殖医療コーディネーター制度における更新制度について必要な条件が提示され，承認され

　　　　　　た．

　　　　　　哺乳動物卵子学会より，哺乳動物卵子学会認定の管理胚培養士を生殖医学会も認定に加わっ

　　　　　　て欲しいとの要望があり，生殖医学会としても認めることが本理事会で承認された．

　　　　　　年2回開催のRMB研究会を学会扱いとしてポイントを10点つけることとが承認された．本

　　　　　　会指導医の英文名称が“Board　Certified　Member　of　Japan　Society　for　Reproductive　Medi．

　　　　　cine”と承認された．

以上をもって，すべての議事を終了し，本総会を閉会した．

以上の議決事項を証するため，この議事録を作成し，定款第35条にもとづき，議長ならびに出席者代表

たる2名の議事録署名人において署名押印する．

平成18年11月9日

社団法人日本生殖医学会　平成18年度第2回通常理事会

議　　　　長

議事録署名人

　　同

岡　村　　　均

市　川　智　彦

田　原　隆　三
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平成18年度臨時理事会議事録

日　時：平成18年11月10日（金＞12：00～13：00

場所：リーガロイヤルホテル大阪2階「楓」

出席者：岡村　均，武谷雄二，石原　理，千石一雄，苛原　稔，遠藤　克，

　　　　郡健二郎，田中俊誠，玉舎輝彦，神崎秀陽，三浦一陽，吉村泰典，

　　　　年森清隆

　　　　監事：中村幸雄，守殿貞夫

　　　　陪席：小林俊文（総会議長），田原隆三（幹事長）

欠席者：久保春海（監事），今井　裕井上正樹，瓦林達比古，星　和彦，

奥山明彦，

寺川直樹，

吉田英機

（敬称略）

〈議事経過およびその結果〉

奥山会長が開会を宣し議長を務めた．「本日の出席理事数は，委任状を含め20名で定款第28条に規定す

る定数を充足し，本理事会は成立した」旨発言し，開会．

議事録署名人に吉村泰典，苛原　稔の2名を選出した後，次の議案を順次審議した．

〈議事〉

第1号議案：理事長の互選について

　　　　　　第1号議案につき岡村均理事が推薦され，全会一致で承認された．

　　　　　　この後，定款第27条に基づき岡村理事長が議長を務めた．

第2号議案：副理事長指名について

　　　　　　定款12条に基づき，岡村理事長より武谷，吉村，奥山の3名が副理事長として推薦され，

　　　　　　承認された，

第3号議案：常任理事の指名および担務について

　　　　　　理事長に一任することが承認された．決定後通知することとなった．

その他議案：総会議長に理事会に陪席していただくことが承認された．

　　　　　　次期総会会長が理事でない場合は理事会に陪席していただくことが承認された．

　　　　　　各委員会委嘱について，理事長に一任することが承認され，決定後通知することとなった．

　　　　　　IFFS2013日本誘致のために提案書を送付していたが，今回は見送りとなったため，次回IFFS

　　　　　　2016に再度立候補することが全会一・致で承認された．

以上をもって，すべての議事を終了し，本理事会を閉会した．

以上の議決事項を証するため，この議事録を作成し，定款第35条にもとづき，議長ならびに出席者代表

たる2名の議事録署名人において署名押印する．

平成18年11月10日

社団法人　日本生殖学会　平成18年度臨時理事会

　　　　　　　　議　　　　長　　岡　村　　　均

　　　　　　　　議事録署名人　　吉　村　泰　典

　　　　　　　　　　同　　　　苛　原　　　稔

●
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日生殖医会誌　52巻1・2号

　平成19年4月1日　生殖医療指導医認定登録者

合阪幸三　　明楽重夫　浅田弘法　　東敬次郎　　天野俊康

安藤智子　　池田万里郎池淵佳秀　　石川雅彦　　伊東宏絵

伊藤理廣　稲垣　昇　上原茂樹　　臼田三郎　　岡垣竜吾

岡田英孝　　小川修一　　小川毅彦　　尾崎智哉　　長田尚夫

笠井　剛　片桐由起子片山恵利子片寄治男　上條浩子

祠山　茂　河野康志　　菊地　盤　北澤正文　北島義盛

北出真理　北宅弘太郎木村康之　　木谷　保　　久具宏司

日下真純　　呉竹昭治　　桑原　章　　高　栄哲　　後藤　栄

小森慎二　　近藤宣幸　　近藤芳仁　　齋藤和男　　斉藤隆和

榊原秀也　坂田正博　佐藤　剛　佐藤雄一　七里和良

清水　靖　　下屋浩一郎徐　東舜　　菅谷　健　　鈴木隆弘

鈴木達也　　園田桃代　　高井　泰　　高尾成久　　高桑好一

高田晋吾　　高畠桂子　　竹内茂人　　竹内　亨　　竹下俊行

竹下直樹　　田原正浩　　田村博史　　田村充利　塚田和彦

塚原慎一郎辻村　晃　　筒井建紀　　寺田幸弘　　富山達大

友政　宏　　永井聖一郎中岡義晴　　中川浩次　　中塚幹也

中野英之　　中村潔史　　中村佐知子中村聡一　　中村嘉宏

中山貴弘　楢原久司　西　　修　野見山真理橋場剛士

花岡嘉奈子羽原俊宏　　浜谷敏生　　原　鐡晃　　日比初紀

福井敬介　　福田愛作　　藤井俊策　　藤澤正人　　藤原敏博

藤原寛行　　二村典孝　　古井辰郎　　逸見博文　　堀川道晴

本田律生　正橋鉄夫　松見泰宇　松本和紀　松山毅彦

三國雅人　　箕浦博之　　宮川　康　　宮地系典　　六車光英

村田泰隆　望月　修　　許山浩司　　百枝幹雄　　森脇崇之

矢内原敦　　山縣芳明　　山ロー雄　　山崎英樹　　山崎裕行

山下能毅　　山田秀人　山元慎一　横田佳昌　吉岡信也

吉田　淳　　吉田耕治　　吉田壮一　　吉田仁秋　　吉野和男

和田真一郎渡邉浩彦　渡邊良嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50音順　敬称略）

●

●

●

●

●

●

●

■



●

●

●

●

●

●

●

●

平成19年4月20日

生殖医療指導医認定者推薦者一覧

浅井光興　　朝倉寛之

安部裕司　　綾部琢哉

飯田俊彦　生田克夫

石田　肇　石塚文平

伊藤　哲　伊藤直樹

苛原　稔　　岩崎信爾

岩本晃明　　内田昭弘

大沢政巳　太田博孝

岡田　弘　岡村　均

奥山明彦　小田原靖

川村　良　　北井啓勝

久慈直昭　　楠原浩二

倉林　工　蔵本武志

小島加代子児玉英也

斉藤眞一　斉藤　優

雀部　豊　佐藤芳昭

繁田　実　　漆川敬治

神野正雄　　末岡　浩

鈴木雅洲　　千石一雄

竹内一浩　武内裕之

田中　温　　田中俊誠

玉舎輝彦

永尾光一　　詠田由美

成田　収　西井　修

野崎雅裕　　野田洋一

原田　省　　深谷孝夫

藤原　浩　　布施秀樹

増崎英明　松浦講平

田村みどり堤

浅田義正　東口篤司　安達知子

安藤一道　安藤寿夫　　安藤　索

池本　庸　　石川博通　　石川睦男

石原　理　和泉俊一郎市川智彦

伊藤晴夫　　井上善仁　　今井篤志

岩下光利　　岩部富夫　　岩政　仁

宇津宮隆史生方良延　　遠藤俊明

大野原良昌大場　隆　　大橋正和

岡本純英　　岡本　一　　沖　利通

霞　弘之　　可世木久幸上条隆典

北脇城木村正京野廣一
工藤正尊　　久保春海　　倉智博久

己斐秀樹　　香山浩二　　越田光伸

小林真一郎古山将康　　近藤育代

齊藤英和　佐久本哲郎櫻木範明

澤井英明　澤田富夫　　塩谷雅英

柴原浩章　清水康史　　生水真紀夫

菅沼信彦　杉　俊隆　杉浦真弓

大頭敏文　高橋敬一　　高橋健太郎

武谷雄二　竹林浩一　　辰巳賢一

田邊清男　谷川正浩　　田原隆三

　　　治堂地勉藤間芳郎
中村元一　　中村康彦　　並木幹夫

西垣　新　　西村　満　　根岸広明

長谷川功　幡　　洋　林　直樹

福田　淳　　福田　勝　　藤野祐司

星合　昊　　前川正彦　　牧野恒久

松崎利也　松田公志　　松林秀彦
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26（26） 日生殖医会誌　52巻1・2号

丸山哲夫

宮崎豊彦

矢野浩史

吉田英機

陽
節
哲
典

一

　
　
泰

浦
上
野
村

三

村

矢
吉

水沼英樹

森　崇英

山野修司

梁　善光

峯岸　敬　三室卓久

森本義晴　柳田　薫

山辺晋吾　　矢本希夫

（50音順　敬称略）

●



平成19年4月20日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27（27）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年4月1日

　　　　　　　　平成19年度生殖医療コーディネーター認定のご案内

下記の要領で本学会の生殖医療従事者制度における生殖医療コーディネーター認定を実施いたしますの

で，ご希望なさる方は記載の応募要項に従い申請書類提出および認定登録料納入をお願い申し上げます．

社団法人日本生殖医学会

　　理事長　岡村　　均

己∋口

提出書類

提出先

1）申請書（1部）

2）看護師免許証コピー（1部）

3）不妊看護認定看護師認定証コピー（1部）

（社）日本生殖医学会

〒102－0083　東京都千代田区麹町4－2玉

電話：03－3288－7266

第2泉商事ビル5階

申込み締切日　平成19年5月10日（木）必着

認定登録料 5，000円

振込先　三菱東京UFJ銀行　麹町支店

　　　　普通口座　5205220

　　　　日本生殖医学会生殖医療従事者資格制度委員会

以上

　　　　　　社団法人　日本生殖医学会

　〒102－0083東京都千代田区麹町4－2－6

　　　　　　　　　第2泉商事ビル5階

TEL：03－3288－7266／FAX：03－5275－1192

　　　　　　　E－MAIL：info＠jsrm．o仁jp

　　　　　　HP：http：／／wwwjsrrrLorjp



事務局使用欄

　　平成19年度日本生殖医学会

生殖医療コーディネーター認定申込書

平成　年　月　日
社団法人　日本生殖医学会

理事長岡村均殿

氏名（ふりがな）

印

生年月日 （西暦）

年 月 日

現住所 〒
一

勤務施設名

同所在地 〒
一

TEL：

FAX：

Email：

日本生殖医学会会員番号

（入会年度 ）

日本看護協会

不妊看護認定看護師

認定番号

No．

（取得 年 月 日）
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平成18年4月1日付け　生殖医療コーディネーター登録者

　浅野明恵　　石岡伸子　　伊保内美穂大芦幸子　　大石友美

　岡崎友香　　尾形優子　　尾形留美　　奥井　静　　奥島美香

　加來久美　　加藤佳代子金丸道子　　川上聡子　　熊谷　恵

　小池弘子　　定本幸子　　篠原宏枝　　杉本寿子　　高橋恵美子

　徳永季子　永島百合子長沼順子　西田久美子橋村富子

　長谷充子　　長谷川陽子福井孝子　福田貴美子松本豊美

　丸山由美　　宮前まゆみ山下直美　　吉川典子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50音順　敬称略）



　30（30）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日生殖医会誌　52巻1・2号

　　　　　　　　　平成19年度日本生殖医学会学術奨励賞について

選考規定に準ずる論文を対象に，平成19年度日本生殖医学会学術奨励賞の推薦を受付けます．

推薦資格は，本学会理事，評議員，大学教授，学会誌レフリーに限ります．

推薦は，次々頁の所定の書式をご利用下さい．

予備選考委員会および選考委員会で推薦された論文の中から3編の授賞論文を決定します．授賞論文の筆

頭著者には賞状と副賞として日本オルガノンより奨励金50万円を各々に授与します．

ご不明な点は，学会事務局へお問い合わせください．

〔推薦書締切日〕　平成19年6月20日（水）必着

〔推薦書送付先および問い合わせ先〕

　　　　　　　　社団法人日本生殖医学会事務局

　　　　　　　　〒102－0083　東京都千代田区麹町4－2－6

　　　　　　　　　　　　　　第2泉商事ビル5階

　　　　　　　　TEL：03－3288－7266　FAX：03－5275－1192

　　　　　　　　E－mail：info＠jsrm．orjp



平成19年4月20日
31（31）

　　　　　　　　　　　　　日本生殖医学会学術奨励賞選考規定

1．対象論文　　①前年度本学会誌（Reproductive　Medicine　and　Biology）掲載原著論文．

　　　　　　　②前年度上記以外（国内外を問わず）に掲載された原著論文．但しその内容の大部分また

　　　　　　　　は全てが生殖医学会に発表されており，その抄録を添付する．また，学会発表と雑誌掲

　　　　　　　　載の時期の前後は問わない．但し，地方部会は除く．

　　　　　　　③年令は45歳以下のもの．

　　　　　　　④予備選考委員会の開催日現在，日本生殖医学会の会員であるもの．

2，推薦方法 自薦または他薦

他薦は本学会の理事，代議員，大学教授（会員），学会誌レフリーが推薦する，

3．選考方法　　予備選考委員会で予め推薦論文より候補論文を選考し，この候補論文の中から選考委員会

　　　　　　　が授賞論文を決定する．

　　　　　　　①予備選考委員会は学術委員長を委員長とし，編集委員会委員長，学術・編集担当幹事，

　　　　　　　　幹事長を以て構成する．

　　　　　　　②予備選考委員会で3部門より各々数編の授賞候補論文を選出する．

　　　　　　　③選考委員会では理事長を委員長とし，副理事長，学術・編集担当理事を以て構成し，幹

　　　　　　　　事長は選考委員会に陪席し事務事項を担当する．

　　　　　　　④専門分野に分けて審査を行う．

4，賞

5．公表

本学会より賞状を授与する．また副賞として，日本生殖医学会オルガノン学術奨励賞賞状

および学術奨励金50万円を授与する．

総会において授与し，総会後に発刊する号にて受賞論文および氏名を公表する．

平成14年10月3日改定

平成16年9月2日改定

平成17年8月30日改定

平成18年4月1日改定



　　　　　　　　　　　　日本生殖医学会学術奨励賞推薦書

日本生殖医学会理事長　殿

　下記の論文を日本生殖医学会学術奨励賞に推薦いたします．

　〈論文名〉

RMB　Vol．51ssue

雑誌名 第 巻

頁（平成18年

号　　　　～

月）

頁（平成　　年　　月）

（生殖医学会以外の雑誌に掲載されている場合）

〈筆頭著者名〉

〈筆頭著者生年月日〉

　　　　　　　年

〈推薦理由〉

月 日

平成　　年　　月　　日

　　推薦者所属・現職

　　　　　　　氏名 口E



平成19年4月20日
35（35）

第8回RMB（生殖医学・生物学）研究会シンポジウム

プログラム

日　時：平成19年7月7日（土）14：00～16：55

会　場：持田製薬株式会社「ルークホール」

　　　　東京都新宿区四谷1－7

世話人：RMB編集委員

　　　　代表世話人　今井　　裕

　　　　第8回当番世話人　玉舎　輝彦

会費：LOOO円
共　催：持田製薬株式会社

14：00～14：05 開会挨拶　今井　　裕（京都大学大学院農学研究科応用生物科学専攻生殖生物学）

Session　A 座長　吉村　泰典（慶雁義塾大学医学部産婦人科）

14：05～14：40 ①杉野　法広（山口大学大学院医学系研究科産科婦人科学）

　「黄体の血管新生機構」

14：40～14：45休憩

14：45～15：20 ②峯岸　　敬（群馬大学大学院医学系研究科生殖再生分化学）

　「ゴナドトロピンレセプターの調節機構」

15：20～15：35休憩

Session　B　　　座長　玉舎　輝彦（岐阜大学医学部医学研究科女性生殖器学）

15：35～16：10③生水真紀夫（千葉大学大学院医学研究院生殖機能病態学）

　　　　　　　　「婦人科内分泌腫瘍のアロマターゼ発現調節機構」

16：10～16：15休憩

16：15～16：50 ④今井　篤志（岐阜大学大学院医学研究科女性生殖器学）

　「化療中の性腺保護」

16：50～16：55　閉会挨拶

シンポジウム終了後に交流会を行います．是非ご参加ください．

生殖医療指導医の皆様へ

　本シンポジウムに参加した場合，日本生殖医学会生殖医療指導医更新ポイント10点を加算いたします．

当日は受付にてIDカードをご提示ください．

　　　RMB（生殖医学・生物学）研究会
共催
　　　持田製薬株式会社

●



36（36）

地方部会講演抄録

日生殖医会誌52巻1・2号

　　　　　日本不妊学会北海道地方部会
第48回
　　　　　総会・学術講演会

場所：北海道大学大学院獣医学研究科繁殖学教室

日時：平成18年3月4日（土）午後1時より

1．肥満タイプと非肥満タイプの多嚢胞性卵巣症候群

　の違いについて

　　　　○馬場　剛，遠藤俊明，本間寛之，逸見博文

　　　　　北島義盛西川聡石岡伸一，林卓宏
　　　　　真名瀬賢吾，藤井美穂，齋藤　豪

　　　　　　　　　　　　　　　　（札幌医科大産婦人科）

　　　　　金谷美加　　　　（美加レディースクリニック）

　　　　　木谷保　　（エナレディースクリニック）

　今回当科，及び関連病院を受診した患者の中から120名

のPCOS症例を抽出し，40名のBMI〈22の非PCOS症例

をコントロールとして血中ホルモン値，インスリン抵抗性

の指標であるHOMA」R，脂肪で産生される糖・脂質代謝

における善玉サイトカインである血中adiponectinを比較

検討した．PCOS症例のうち1／3が肥満群（BMI＞25），2／3

が非肥満群（BMI＜22）であった．　PCOSではtestoster－

one，　androstenedione，　DHEASの全てがコントロールよ

り有意に高かった．肥満群と非肥満群のPCOSで比較する

とtestosteroneのみが肥満群で高い傾向があった．HOMA．

IR＞1．73のインスリン抵抗性は肥満群で約80％，非肥満群

では約40％であった．肥満群ではHOMAJR，　BMIは互

いに相関し，adiponectinとは負の相関が認められた．非肥

満群ではHOMAJRとBMIには相関が認められたが，　adi－

ponectinはいずれとも相関関係はなかった．今回のデータ

から肥満群と非肥満群のPCOSの異なる性格を明らかに

したい．

2．排卵誘発におけるレトロゾールの有用性

　　　　○蝦名沙織，岩城雅範，菊地麻衣，東川博子

　　　　　山川圭介，岩城留美子　　　　（岩城産婦人科）

　（緒言）レトロゾールはクロミフェンに変わる次世代の経

口排卵誘発剤として注目されている．今回我々は一般不妊

治療およびARTにおいてレトロゾールを排卵誘発剤とし

て使用した結果を報告する，（症例）一般不妊治療111名，人

工授精61名，ART　61名，（結果）妊娠率は一般不妊治療

235％，人工授精21．4％，ART　3＆3％．流産率はそれぞれ

25％，26％，33％，であった．副作用は頭痛が1名に認めら

れた．児に異常は認められない．（考察）レトロゾールは月経

2ないし3日目より服用し8日目を超えることはない．レ

トロゾールの半減期は2日と短いためその後の妊娠に影響

を及ぼさない．クロミフェンは1カ月近く血中に存在する

ためむしろレトロゾールが安全と思われる．カナダのレ

ポートにも触れ報告したい．

3．ARTにおけるE、についての1考察

　　　　○菊地麻衣，岩城雅範，蝦名沙織，東川博子

　　　　　山川圭介，岩城留美子　　　　（岩城産婦人科）

　（緒言）antagoni話agonistを用いた場合の採卵後のE、

の補充についてあるいは凍結胚移植のE、の補充について

は未だはっきりとした基準はない．今回興味あるデータを

得たのでここに報告する．（症例）HMGantagonisトagonist

法によるIVF　ICSIの12名，およびCRYO・ETの2名．す

べて妊娠成立．IVF　ICSIによる新鮮胚移植のE2は25。5μg／

m1から144．7μg／mlであった．　HCGおよびE，の使用はな

い．CRYO－ETの2名は妊娠反応陽性になった時点よりE，

の投与はしていないが妊娠継続分娩に至った．（考察）

antagonist－agonist法ではE、の補充を多いほうが良いとい

う報告もあるが，かえって過剰なE、は悪影響を及ぼすとの

報告もある．CRYO－ETにて妊娠反応陽性の確認後のE、

の補充なしでも妊娠継続できることを考えるとどの程度の

E2を目標とすべきか再考を要すると思われた．

4．検卵操作環境の再考察

　　　　○大谷亜衣，田中恵美，平山奈美，八木亜希子

　　　　　渡部浩之，森若　治，神谷博文

　　　　　　　　　　　　　（神谷レディースクリニック）

　【目的】検卵操作環境に関して再確認するために，検卵時

の卵子洗浄用4well（NUNC）中の自家製培養液（P－1）につ

いて，従来のオイル無しと有りの2通りの方法で温度・浸

透圧・pHを測定し比較した．【方法】①ヒータープレート

上に置かれたオイル無しの4well中の培養液温度・浸透

圧・pHを経時的に測定した．②培養腋へのオイルの有無

による差を同様に測定した．【結果】①温度は約10分まで

徐々に下降した後，上昇した．浸透圧には経時的な変化は見

られず，pHは上昇した．②オイル有りの方が無いものに比

べて温度の回復が早かった．浸透圧はオイルの有無により

経時的変化は見られず，pHはオイル有りの方が無いもの

よりpHの上昇を抑えられた．【結論】検卵操作時の培養液

の温度とpHの変動を最小限に抑えるためには，培養液へ

のオイルカバーが有効であると思われる．

5．当院における胚盤胞移植の評価方法と成績

　　　　〇八木亜希子，田中恵美，平山奈美，大谷亜衣

　　　　　渡部浩之，森若　治，神谷博文

　　　　　　　　　　　　　（神谷レディースクリニック）

　【目的】近年，多胎妊娠の減少と高い妊娠率を得るために，

多くの施設で胚盤胞移植が施行されている．当院では，2005

年6月より，Gardnerらの分類を参考とした独自の評価方

法を用い，胚盤胞移植を実施している，今回，その評価方法

と成績について検討を行った．【方法】2005年6月から12
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月までに，培養5日目で単一新鮮胚盤胞移植を実施した40

歳未満37症例38周期を対象とした．全例前日に，移植予定

胚にlaser　assisted　hatching（LAH）を施行した．【結果】胚

移植あたりの妊娠率は，融合桑実胚0％，初期胚盤胞0％，

完全胚盤胞400％，拡張胚盤胞100％，！艀化中胚盤胞250％

だった．【結論】胚盤胞移植において，胞胚腔の拡がりの程度

が妊娠率に影響を及ぼすことがわかった．艀化中胚盤胞の

妊娠率が低いのは，LAHを施行したことで人工的な艀化中

胚盤胞が含まれているためと予想された．

6．男性不妊症に対する精巣内精子採取術一卵細胞質

　内精子注入法（TESE－ICSI）についての検討

　　　　○佐久川直子，佐藤　恒，宮本敏伸，堀川道晴

　　　　　千石一雄　　　　　　　（旭川医科大産婦人科）

　〈目的〉近年，男性不妊治療としてTESBICSIの普及はめ

ざましいものがある．今回，当院におけるTESE・ICSI症例

の解析から，内分泌所見および精巣病理所見と受精・妊娠

率の相関を明らかにすることを目的に検討した．〈対象と方

法＞200α7～20057の5年間にopen法によるTESEを施行

した23症例（無精子症は非閉塞性14例，閉塞性3例の計

17例，乏精子症3例，精子無力症1例，射精障害2例），28

周期を対象とした．さらにTESEにて採取し凍結保存した

精子によるICSIを加えた40周期についての成績を解析し

た．〈結果＞TESE施行例の精子採取率は679％（19／28）で

あり，閉塞性無精子症，精子無力症，射精障害で採取率は

100％であったが，非閉塞性無精子症では533％（8／15），

乏精子症では60％（3／5）であった．また精子が採取された

症例のFSH値は平均＆6±7．2mlU／mlで非採取群224±

軌4mIU／mlと比べ有意に低値を示したがLH値，　testoster－

one値には差は認められなかった．病理学的検査を施行し

た22症例の精子採取率はhypospermatogenesis85．8％
（12／14），maturation　arrest　O％（0／1），　Sertoli　cell　only　tu－

bules（SCO）2＆6％（2／7）であった．またICSIを施行し

た新鮮精子群19周期，凍結融解精子群21周期における受

精率は各々515％，543％，分割率は696％，76％，妊娠率

は263％，96％であった．〈結論〉精子採取率はFSH値と

病理組織型に相関が認められた．新鮮精子群と凍結融解精

子群で受精率，分割率については有意な差は認めなかった

が，妊娠率については新鮮精子群で高い傾向がみられ，凍結

障害が胚の生存性に関与する可能性が示唆された．

7．8年6カ月の凍結期間を経て妊娠・分娩した症

　例一凍結期間が胚に与える影響一

　　　　○逸見博文，東口篤司，金澤朋扇

　　　　　　　　　　　　　　　（斗南病院生殖内分泌科）

　　　　　高階俊光，斎藤　学　　　　　　（同産婦人科）

　【目的】今回，8年6カ月の凍結期間を経て妊娠・分娩し

た症例を経験したので，凍結期間の胚への影響について報

告する．【方法】凍結胚移植を開始した1995年から2005年

の間に，DaylからDay3の間にSlow　coolingによって凍

結し，Day2あるいはDay3で胚移植した1310症例，2，190
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周期，6，131胚を対象とし，凍結期間を0－1年，1－2年，3－

4年，4－5年，5年以上の6群に分け，妊娠率（化学的妊娠

を含む），流産率を検討した．【結果】0－1年群では1，907周期

中364周期が妊娠（19．1％），101周期が流産（278％），1－

2年群では160周期中30周期が妊娠（18。8％），12周期が流

産（400％），5年以上では7周期中3周期が妊娠（429％），

1周期が流産（333％）となった，【結論】凍結期間は胚の質，

妊娠率に少なくとも8－9年は影響しないと考えられた．

8．マウス前胞状卵胞の体外培養とガラス化保存

　　　　○岸　昌生，永野昌志，檜垣彰吾，片桐成二

　　　　　高橋芳幸　　　（北海道大大学院獣医学研究科）

　マウスニ次卵胞の体外培養条件とガラス化保存法を検討

した．FCS，　BSAが卵胞の体外発育に及ぼす影響とBSA

添加培地におけるヒポキサンチン（HPXT）の有無が発育卵

胞由来卵子の成熟に及ぼす影響を調べた結果，卵胞はBSA

添加HPXT無添加培地で培養すると発育率も卵子成熟率

も高かった（53および49％）．また，この培地で発育した卵

胞に由来する卵子の成熟培養時における02濃度（5および

20％）の影響を調べたところ，20％02下で培養した卵子は

約2時間早くMII期に達した．さらに，6Mエチレングリ

コール（EG）＋05または10Mスクロース（Suc）を用いて

ガラス化保存した二次卵胞の発育と卵子の成熟を調べた結

果，2MEGに5分間浸漬した後，6MEG＋05M　Sucに30
秒間浸漬してガラス化保存すると，最も高い卵胞発育率と

卵子成熟率（40および25％）が得られたが，これらの値は

非ガラス化卵胞（60および49％）よりも低かった．

g．フローサイトメーターによるXY分離精子を用い

　たウシ体外受精成績

　　　　○中楯真朗，堂地　修，小山久一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酪農学園大）

　　　　　早川宏之，高橋健一　（ジェネティクス北海道）

　【目的】フローサイトメーターによるXY分離精子（分離

精子）を用いて体外受精し，精子のXY分離処理が胚発生成

績に及ぼす影響を検討した．【方法】分離精子と未分離精子

を用い，精子処理法と精子濃度が胚発生に及ぼす影響を検

討した．実験1では遠沈法により精子処理し，精子濃度は

200万／mlとした．実験2はパーコール法を用い，精子濃度

は500万／mlとした．【結果】実験1．分離精子の受精率

（22．0％，64．1％），卵割率（73％，64β％），胚盤胞発生率

（1D％，325％）は未分離精子に比べ有意に低かった．実験

2．卵割率は分離精子が未分離精子に比べ有意に低かったが

（41．1％，565％），胚盤胞発生率に差はなかった（21．1％，

23．7％）．【結論】XY分離精子用いた体外受精後の胚発生成

績は低いが，パーコール法で精子洗浄することにより発生

成績が向上した．
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10．精子濃度の違いがクライオトップを用いた超急

　　速ガラス化後のウシ成熟卵子の胚発生に及ぼす

　　影響

　　　　○足立　樹，堂地　修，小山久一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酪農学園大）

　【目的】精子濃度の違いがクライオトップを用いてガラス

化したウシ成熟卵子の体外受精後の胚発生に及ぼす影響を

検討した．【方法】ウシ成熟卵子をクライオトップを用いて

ガラス化した．ガラス化溶液は20％CS＋TCM－199に15％

エチレングリコール＋15％ジメチルスルポキシド＋0．5M

ショ糖を添加して用いた．加温後，生存性を調べた．また，

精子濃度500および750万／ml（ガラス化区）を用い，受精

率および発生成績を比較した．対照区はガラス化せずに精

子濃度500万／mlで体外受精した．【結果】成熟卵子の生存

率は910％だった．受精率はガラス化区が対照区に比べ低

かった（p＜005）．卵割率は，精子濃度750万／mlが500

万／mlに比べ高かった（p〈005）．胚発生率はガラス化区が

対照区に比べ低かったが（p＜α05），750万／mlは500万／

mlより高い傾向を示した（p＜0．1）．

特別講演

ヒトの卵子および胚の凍結保存

　　　　○桑山正成　　　　　（加藤レディスクリニック）

　はじめに

　1972年Whittinghamにより報告されたマウス初期胚の

緩慢凍結保存法は，約10年後，Trounson＆Mohrによりヒ

トIVFプログラムに導入された．この手法は，移植余剰胚

の再利用を主目的とし，さらにヒト胚では試験ができない

ため，プロトコールの最適化が十分に行われないまま，広く

世界中へ技術普及していった．

　一方，低温生物学分野では，1985年Rall＆Fahyによっ

て，非氷晶化凍結保存法という画期的な胚の凍結保存が成

功していた．凍結時の固層状態から，ガラス化保存と名づけ

られたこの新しい凍結保存法は，その後実用化に向け，冷

却手法の改善等，目覚ましい技術的改良がなされてきた．そ

して現在では，凍結一融解後に細胞活力の損耗がほとんど

ない，極めて有効なヒト卵子・胚の超急速冷却ガラス化保

存法（Kuwayamaεfα1，2005）として完成され，臨床現場に

おいて素晴らしい成果が得られるようになった．

　本講演では，ヒトの卵子および胚の凍結保存として，超急

速冷却法を用いたガラス化保存法について概説する．

　1．凍結保存する卵子および胚の最適ステージ

　卵子：欧米諸国では，卵子提供プログラムにおける卵子

バンク設立のため，卵子ガラス化保存のアプローチがはじ

まっている．わが国では，主にガン患者に対する治療後の妊

孕能維持を目的とした卵子セルフバンクのための卵子保存

が実施されている．使用時の利便性および受精後の胚発生

能の高さから，凍結保存する卵子のステージは成熟卵子，す

なわち第2成熟分裂中期が最適である．

日生殖医会誌52巻1・2号

　胚：胚を無駄なく，効率的に利用するためには，融解後に

用いるステージに即して凍結保存を行わなくてはならな

い．胚移植は現在，体外受精後2～3日に初期分割胚を複数

個移植する従来の標準的な方法から，同法での問題点で

あった多胎妊娠を防止し，かつ高い妊娠率が得られる胚盤

胞移植法が主流になりつつある．体外受精プログラムの凍

結保存において最も重要な胚のステージは胚盤胞期であ

る．

　2．ガラス化保存法のメカニズム

　細胞を生きたまま冷凍，すなわち，細胞が低温曝露により

形成された氷晶によって物理的に破壊されることなく凍結

保存されるためには，保存時，細胞内がガラス化状態（非氷

晶化の固体）となる必要性がある．この非氷晶化状態は，氷

晶形成抑制剤（＝凍結保護物質：CPA）が約50％以上細胞

内に存在した場合，CPAが水分子同士の水素結合を阻害す

ることによって形成される．

　（1）ガラス化保存法

　卵子，胚細胞内に10～15％（v／v）濃度のCPAを浸透さ

せておく．次にCPAを50％以上以上含むガラス化液へ投

入し，溶液間の浸透圧差により細胞内CPAを濃縮する．そ

の後液体窒素投入による急速冷却により，細胞内外を完全

にガラス化して保存する手法．

　細胞内CPAの高濃縮は，細胞の脱水により行われる．胚

のグレードやステージによって，細胞膜透過性，すなわち脱

水され易さに差があるため，卵子，胚ごとに，必要な平衡時

間が異なる．

　緩慢凍結法では，異なるステージ，グレードの胚をいっ

しょに，プログラムフリーザーですべて同じ緩慢冷却条件

で行ってしまうことに加え，細胞内の良好なCPA濃縮状

態，すなわち脱水による細胞の収縮度合を観察確認するこ

ともできない．このため緩慢凍結法では，脱水不足あるいは

過剰な脱水による凍結不全などの発生を避けられず，融解

後の高い生存率が得られない．

　これに対し，ガラス化保存法は，胚ごとに最適の脱水，希

釈条件で処理を行うことができる．加えて，ガラス化液の浸

透圧は約4500mmosmolと緩慢凍結法の場の半分以下であ

り，浸透圧による胚への物理的障害が格段に低い．

　さらに，緩慢凍結法では凍結処理過程に合計2時間をも

必要とするが，ガラス化保存法での作業時間はその5分の

1であり，高価なプログラムフリーザーを用いないので，設

備投資が不要である．ガラス化保存法はまた，機械のエラー

による凍結失敗のリスクもないことから，臨床ルーティン

技術として適していると考えられる．

　3．卵子，胚に最適なガラス化保存法：超急速冷却ガラス

化保存法

　ガラス化保存法の臨床利用の際　まず注意しなくてはな

らないことは，その手法が一つでないことである．これまで

30種類以上のガラス化保存法が報告されており，その手法

により，保存後の生存率はさまざまである．

　臨床に用いる手法は，低濃度のガラス化液を用いた超急

速冷却法を選定しなくては，高い生存率が得られない．
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　4．超急速冷却ガラス化保存法：Cryotop法プロトコー

ル

　凍結保存

　1）平衡液45mlを室温に加温後，35mmディッシュへ全

　　量あけ，液表面の中心へ，前培地の持ち込みを最小限

　　にするよう留意しながら胚を導入する．胚をそのまま

　　放置し，形態学的に完全な回復を待つ．所要時間（5～

　　15分間）は個々の胚の活力等により異なる．

　2）同様の方法でディッシュに準備したガラス化液の表

　　面に置く．

　3）5秒間の放置後，パスツールピペットにより胚をガラ

　　ス化液中へ投入する．浮上してきた胚を再び溶液中へ

　　投入する（3回反復）．

　4）最小量のガラス化液とともにピックアップし，クライ

　　オトップ先端のシート上へ載せる．

　5）直ちに，先端部を滅菌した液体窒素中へ投入して急速

　　冷却，保存する．

　（2）（5）の所要時間は合計45～60秒間となるようにする．

　7）カバーキャップを被せ，液体窒素中で長期保存する．

　・ガラス化保存胚の融解

　1）液体窒素中でカバーキャップを外し，シート部を

　　37℃の融解液中へ急速に投入する．

　2）1分後，胚を希釈液の底面へ移し，3分間静置する．

　3）胚を洗浄液の底面へ移し，5分間静置する（洗浄1）．

　4）胚を洗浄液の表面へ移し，5分間静置する（洗浄2）．

　5）融解後処置

　・胚盤胞：胚盤胞連続培養後期培地を用い，3時間の回

　　復培養を行う．回復中，胚が収縮している間にAs－

　　sisted　Hatching処理を行う．回復培養後胞胚腔の再

　　形成により胚生存を確認してから胚移植を行う．

　・卵子：10％SSS添加のP1を用いた2時間の回復培養

　　後ICSIにより媒精を行う．

　5．成績と考察

　従来，凍結保存が困難と言われてきたヒト卵子において

も，現在では，Cryotop法を用いることにより，保存後90％

以上の高い生存率が得られるようになった．また，生存卵子

のICSI後の正常受精率は90％以上と，非凍結卵子の成績

と比較して遜色がなく，さらに分割率においても凍結保存

による低下は認められない．ガラス化保存卵子由来胚にお

いて，これまで移植を行った29症例のうち12例（413％）

に妊娠成立，すでに10例の分娩から11人の正常な挙児が

得られている．

　Cryotop法による胚盤胞のガラス化保存一融解後の生存

率は，胚盤胞の発生日および形態的評価によるグレードに

関わらず，99％（n＝1，175）と極めて高率であった．ガラス

化保存胚盤胞の移植後の妊娠率は，胚盤胞の発生日および

形態的評価によるグレードにより異なり，21β％から

725％までの範囲に分布するが，その平均妊娠率は40．3％

と，1胚移植による妊娠率としては十分に高く良好な値で

ある．

　このように，超急速冷却法を用いたガラス化保存法を用

いることにより，胚盤胞の1胚移植が，多胎を防止し，かつ

高い妊娠率が得られる，臨床上極めて有用な治療法として，

体外受精治療現場において利用されている．

　おわりに

　卵子および胚盤胞に対するガラス化保存法の臨床的有効

性を結果に示したが，前核期卵子や4－8細胞期胚において

も，この超急速冷却ガラス化保存法により，胚盤胞同様

100％近い融解後の生存率が報告されており，その有効性

が証明されている．施設の臨床方針により，このステージで

の胚凍結保存が必要である場合には，本講演で紹介したガ

ラス化保存プロトコールをそのまま前核期卵子，あるいは

4－8細胞期胚に応用することも可能である、

　プログラムフリーザーを用いた従来の緩慢凍結法により

安定して90％の胚生存率が得られている施設においても，

融解後ほぼ100％生存するガラス化保存法との場合を比べ

ると，凍結手法の選択の違いで，患者の貴重な胚を凍結回次

ごとに10％も余分に死滅させていると考えれば，倫理的に

も，臨床における胚／卵子の凍結保存では，ガラス化保存法

を用いることが望ましいと考えられる．

日本生殖医学会中部支部学術集会

●

●

●

日時：平成18年6月3日（土）午後2時より

場所：名古屋大学医学部第4講義室

L当院における顕微鏡下精路再建術と㎜SA；その

　間題点

　　　　○日比初紀，大堀　賢　（協立総合病院泌尿器科）

　　　　　羽柴良樹，浅田義正

　　　　　　　　　　　　　（浅田レディースクリニック）

　【目的】閉塞性無精子症は治療可能な状態であるにも拘わ

らず，顕微鏡下精路再建術が行われる施設はごく限られて

おり，ARTの普及に伴いその手術症例は年々減少してきて

いる．一・方精子採取術は，手技の簡便性よりTESEが広く

行われるようになってきた．しかし精路再建術が出来ない

場合の精子採取術は，MESAが望ましいと考え1992年よ

り施行してきた．当院における精路再建術とMESAを比較

し，その問題点を明らかにしたい．【対象及び方法】2002

年7月より2005年10月までに協立総合病院で行われた顕

微鏡下精路再建術20例（精管精管吻合術13例，精巣上体精

管吻合術7例）とMESA14例を対象とした．精路再建術に

おいては希望によりバックアップとしての術中精子回収を

行い，凍結保存を行った．精路閉塞の原因は精管結紮術後

12例，先天性精管欠損6例，医原性4例，精路再建術失敗

2例，精巣上体炎2例，原因不明8例であった．【結果】精管

精管吻合術13例中7例（53．8％），精巣上体精管吻合術7例

中3例（42B％）に術後精子の出現を得た．一方MESA
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では全例運動精子が採取可能であった．【結語】閉塞性無精

子症は治療可能な状態であるが，治療はカップルの希望に

よるため必ずしも精路再建術が選択される訳ではない．し

かし十分な情報が伝えられないままTESEが行われてい

るケースもあると思われる．閉塞性無精子症は泌尿器科医

が関わるべき状態で，精子採取術の際は常に精路再建の可

能性を念頭におくべきであると考える．

2．非閉塞性無精子症患者に対するTESEとMD－TESE

　の採精成績の比較

　　　　○佐々木昌一，梅本幸裕，金子朋功

　　　　　窪田泰江，郡健二郎

　　　　　　（名古屋市立大大学院　腎・泌尿器科学分野）

　　　　　牧野亜衣子，佐藤　剛，杉浦真弓

　　　　　　（名古屋市立大大学院　生殖・発生医学分野）

　【目的】近年の採精技術の進歩により，従来は治療不可能

と考えられていた非閉塞性無精子症（NOA）患者からも採

精が可能になってきた．当院におけるNOA患者に対する

精巣生検によるTESE（以下TESE）とMicrodissection－

TESE（以下MD－TESE）の採精成績を比較検討した．【対象

と方法】対象は2000年1月から2006年4月に当科で

NOAと診断し，精巣内精子採取術を施行された25例

（333±62歳）で，手術方法の内訳は2003年4月以前の

TESEI1例とその後のMD－TESE14例である．採精の可否

と①手術時年齢，②血清LH，③血清FSH，④血清テストス

テロン，⑤血清プロラクチン，⑥精巣容積について検討し

た．t検定にてp＜005を有意差ありとした．【結果】採精率

はTESE63．6％，　MD－TESE57．1％であった．　MD－TESE

群はTESEに比べて②③⑤が有意に高値であった．採精の

可否と①から⑤に有意差は見られなかったが，⑥について

はTESEでは，採精の可能であったものが有意に大きかっ

たが，MD－TESEでは差がなかった．また採精可能であった

症例の⑥を比較すると，MD－TESEはTESEより有意に小

さかった．採精可能であった⑥はTESEIBml，　MD－TESE

＆7mlであった．【結論】MD－TESEは通常の精巣生検では採

精できないきわめて萎縮した精巣からも採精が可能で，

NOAのきわめて有用な治療法であると考えられた．

3．人工授精で妊娠成立した逆行性射精の1例

　　　　○服部幸雄，佐藤　剛，牧野亜衣子

　　　　　杉浦真弓，佐々木昌一＊，郡健二郎＊

　　（名古屋市立大　生殖・発生医学　腎・泌尿器科学つ

　逆行性射精は，射精時の膀胱頸部にある内括約筋閉鎖不

全により精液が膀胱内へ逆流するために生じる無精子症ま

たは乏精子症で，自然妊娠が期待しにくく，ART，特に顕

微授精を必要とした報告が多い．今回我々は膀胱内精子を

用いた人工授精で妊娠成立した逆行性射精の1例を経験し

たので報告する．症例は夫30歳妻28歳の夫婦．夫は出生後

すぐに尿道下裂に対して整復術を施行されている．約5年

間の不妊期間があり挙児希望を主訴に当科受診された．夫

は射精感はあるが精液の射出を認められていなかった．当

日生殖医会誌52巻1・2号

院泌尿器科で精査され，逆行性尿道造影にて尿道に狭窄を

認めず，射精後の尿に精子を認めたことから逆行性射精と

診断された．尿中の精子を評価するため，検査前2日間重曹

6gを内服，更に検査当日朝に重曹6gを内服し，生理食塩水

で膀胱内を洗浄した後，培養液（m－HTF）50mlを膀胱内に

注入，マスターベーション法にて射精した後排尿にて膀胱

内液を回収した．膀胱内液中には運動精子を十分に認めた

ことから，膀胱内液中の精子による妊娠が可能であると判

断した．妻には異常所見が認められなかったことから，過排

卵刺激を行わず，まず自然周期での人工授精を試みること

とした．妻の月経周期16日に主席卵胞径14mm子宮内膜

厚8．1mmとなったことから，月経周期18日より夫の重曹

内服を開始し，月経周期20日に，検査時と同様の方法で，

重層内服，膀胱内を洗浄後にm－HTF50mlを膀胱内に注入，

その後射精排尿にて膀胱内液を回収した．回収された膀胱

内液中の精子を3回洗浄した後，30分間のswim　upを行

い，上清を遠心し精子濃度1，300万／ml運動率100％の調

整液02m1を得たことから，人工授精施行が可能と判断し，

同調整液を子宮腔内へ注入した．人工授精施行20日後に妊

娠反応陽性，29日後に胎児心拍陽性を確認し，現在妊娠継

続中である．

4．当院におけるAIHの年代推移に関する臨床的検討

　　　　○黒土升蔵，岩瀬　明，鈴木恭輔

　　　　　真鍋修一，下村裕司，後藤真紀

　　　　　原田統子，吉川史隆　　　（名古屋大産婦人科）

　【目的】当院では，ステップアップ方式により，適応のあ

る症例についてはできる限り人工授精（AIH）を試行し，妊

娠に至らない症例についてのみIVF／ICSIを実施してい

る．治療方針や各治療法の施行回数については，EBMに則

り治療成績等のデータに基づき決定している．近年，晩婚化

等の社会状況の変化により，不妊症患者の年齢や不妊因子

などの患者背景が変化していることが指摘されている．そ

れに伴い治療内容が変遷していくことは十分考えうること

であり，治療方針の決定のため治療成績を今一度再評価す

る必要があると思われる．【方法ll992～98年のAIH症例

94名（以後，A群とする）と2004～2006年の症例52名

（以後，B群とする）に着目し，患者背景，不妊因子，治療

成績を比較し，AIH症例の臨床的な時代的変遷について検

討した．【結果】患者年齢において，B群が高い傾向を示した

（319±418歳vs．3生4±1．94歳）．不妊因子においてはA，

B群とも内分泌因子を有する患者が最も多かった（52／94

名v＆30／52名）．人工授精時の子宮内膜厚および排卵まで

の日数については，両群間に有意差を認めなかった（子宮内

膜：8．98±2．76mm　vs．α04±133mm，排卵までの日数：

15．8±3．2日vs．16．1±4．4日）．臨床妊娠率（chemical　abor－

tionを除く）は患者あたり，　A群21／94名（223％）vs．　B

群14／52名（269％）であり，周期あたりA群21／392周期

（54％）vs．　B群17／234周期（72％）であった．生産率は，

患者あたりA群12／94名（1a8％）vs．　B群12／52名

（230％），周期あたりA群12／392周期（3．1％）vs．　B群12／
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234周期（52％）であり，有意差を認めなかった．患者一人

あたりのAIH試行回数はA群42±30回，　B群53±40

回で有意差を認めなかったが，妊娠に至るまでの試行回数

はA群29±20回，B群19±m回でB群において有意に
短縮（P＝α028）していた．【結語】患者の平均年齢は，近年

高齢化しているものの，一定の治療成績を維持し，妊娠にい

たるまでの試行回数は短縮していることがわかった．正確

な排卵の推定，AIH手技の習熟等が一因と考えられた．

よって，一定回数AIHを試行しても妊娠に至らない場合

は，速やかにIVFへ移行することが肝要と思われた．

5．二種類の培養液の比較

　　　　○村松裕崇，石井美都，平林由佳

　　　　　俵　史子　　（竹内病院　トヨタ不妊センター）

　　　　　金山尚裕　　　　　　（浜松医科大　産婦人科）

　【目的】当院では受精確認後から2種類の培養液を選択し

て胚培養を行っている．今回，当院で使用しているBlast

Assist　System（Medicult社）とGIIIシリーズ（Vitrolife

社）の使用による培養結果を比較検討した．【方法】2005

年5月から2006年3月の間に当院にてIVFまたはICSI

による胚移植施行および胚盤胞まで培養した患者，267症

例290周期を対象とした．検討1）IVF又はICSIを施行し

得られた受精卵をBlast　Assist　System（BI群）又はGIII

シリーズ（GI群）を単独で使用し培養した．分割率，　Day

2，Day3での良好胚率，胚盤胞発生率，妊娠率について比

較検討した．検討2）同一周期で受精卵が4個以上得られた

場合は無作為にBlast　Assist　System（BII群）とGIIIシ

リーズ（GII群）に分け，両培養液を使用し培養した．分割

率，Day2，　Day3での良好胚率，胚盤胞発生率について比較

検討した．【結果】検討1）BI群，　GI群での分割率はそれぞ

れ944％，9仕1％，良好胚率はDay2で4a5％，4a4％，　Dya

3で287％，31B％，胚盤胞発生率は5m％，42、4％，妊娠率

は初期胚移植で25．8％，316％，胚盤胞移植で469％，463％

であった．胚盤胞発生率においてBI群で有意に高かった．

（P＜0．05）その他の項目において有意差は認められなかっ

た．検討2）BII群，　GII群での分割率はそれぞれ977％，

952％，良好胚率はDay2で434％，48．4％，　Dya3では

26．6％，312％，胚盤胞発生率は53β％，446％であった．

どの項目においても有意差は認められなかった．【結論】

Blast　Assist　Systemを使用することで胚盤胞発生率が高

くなり，良好胚を得られる可能性が高いことが示唆された．

しかし症例によってはGIIIシリーズを使用することで良

好胚を得る症例もあることから今後は症例に応じた培養液

の選択を検討していきたい．

6．難治性同一症例での遺伝子組み換え卵胞刺激ホル

　モン（rFSH）と尿由来ゴナドトロピン（hMG）との

　比較

○俵　史子，佐橋愛子，大石　恵

　村松裕崇，石井美都，平林由佳

　　　　　　　（竹内病院　トヨタ不妊センター）
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　　　　　金山尚裕　　　　　　（浜松医科大　産婦人科）

　【目的】2005年8月より国内で使用可能となった遺伝子

組換え卵胞刺激ホルモン（rFSH）（フォリトロピンβ，商品

名フォリスチム）の，ART反復不成功例における効果を検

討した．【方法】過去にhMGを使用しIVF又はICSIが不成

功に終った症例のうち，その後rFSHで再度治療を行なっ

た症例について，同一症例での前後2回の治療成績につい

て比較した．2005年9月より2006年3月の間にrFSHを

使用した症例（rFSH群）の中で，過去に同様のプロトコー

ル下でhMGを用いた治療を受けていたもの（hMG群）が

67症例77周期あった．GnRHアンタゴニストを使用した

調節卵巣刺激周期22周期とクロミフェンとhMG／rFSH

を使用したクロミフェン周期，55周期に分け検討した．【結

果】治療平均年齢は，調節卵巣刺激周期では347歳　クロ

ミフェンでは38．3歳平均採卵回数はそれぞれ5回，57

回であった．両プロトコール間における，hMG／rFSH使用

量，採卵2日前の血中E2値，16mm以上．の発育卵胞数，成

熟卵数受精率，胚盤胞発生率について比較したところ，結

果は，調節卵巣刺激周期ではhMG群でそれぞれ1，8001U，

1，926pg／ml，45個，6．1個，73B％，497％であり，　rFSH

群では1，7401U，1，593pg／ml，5．1個，57個，74，9％，446％

であった．また自然周期ではhMG群でそれぞれ2971U，

937pg／ml，23個，2．7個，88％，46％であり，　rFSH群で

は3001U，838pg／ml，23個，22個，85％，39％であった．

同一プロトコール間でのそれぞれの項目について有意差は

なかった．rFSH群での妊娠反応陽性率は34％（17／50例），

臨床的妊娠率20％（10／50例），流産率20％（2／10例）であっ

た．【考察】今回の結果では，難治症例におけるrFSHの明ら

かな効果は証明されなかった．しかし同一症例で比較して

いるため，rFSH群での採卵回数はhMG群の時よりも1回

以上多くなっており，年齢も増加している．採卵回数が増え

るとともにhMG／rFSH総投与量は増加し，年齢とともに

卵胞数成熟卵数は減少するといわれているが，今回は

hMG群とrFSH群の間差が見られなかった．今回の結果よ

りrFSHを使用することで，　hMG反復治療例においても十

分な採卵数を維持でき，妊娠の可能性が期待できると考え

られた．難治症例での排卵誘発の選択肢として，rFSHは検

討すべき薬剤と思われた．

7．IVF反復不成功例に対するクロミフェン周期採卵

　の有効性について

　　　　○佐々木美緒，長嶋有希子，永井利佳

　　　　　服部久美子，内藤真弓，清水　望

　　　　　北坂浩也，吉村友邦，糸井史陽

　　　　　田村総子，園原めぐみ，立木　都

　　　　　羽柴良樹，浅田義正

　　　　　　　　　　　　　（浅田レディースクリニック）

　【目的】当院では，体外受精（以下IVF）の卵巣刺激で低

反応であった症例に対してクロミフェン周期採卵を施行し

てきた．最近ではPCOや，　IVF反復不成功例に対してもク

ロミフェン周期採卵の適応を広げている．そこで今回，IVF
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反復不成功例，特にPCOを不妊原因とする症例に対して

のクロミフェン周期採卵の有効性について検討した．【対象

と方法】2005年1月～2006年2月に当院でIVFを4回以

上施行した後クロミフェン周期採卵に移行した156周期

（以下A群）とIVFを続行した148周期（以下B群）対象

とした．①対象のうち，新鮮胚移植をしたA群65周期と，

B群126周期の臨床妊娠率と流産率を比較した．②A群で

新鮮胚移植をした65周期において，不妊原因がPCO（以下

PCO群）の28周期とPCO以外（以下非PCO群）の37
周期の臨床妊娠率と流産率を比較した．【結果】①臨床妊娠

率はA群1＆5％，B群246％，流産率はA群417％，　B

群222％であった．A，　B間の臨床妊娠率に有意差は見ら

れなかった．②臨床妊娠率はPCO群32．1％，非PCO群

8．1％，流産率はPCO群333％，非PCO群6a7％であった．

PCO，非PCOの臨床妊娠率に有意差（P＜α05）を認めた．

【考察】IVF反復不成功例に対して，クロミフェン周期採卵

よりもIVFを続行した周期にやや高い妊娠率が得られた

が，有意差は見られなかった．しかし，クロミフェン周期採

卵に移行したうちPCO群に対しては非PCO群と比較し

て有意に高い妊娠率が得られた．このことより，IVF反復

不成功のPCO症例に対してクロミフェン周期採卵に移行

することは有効な手段のひとつであることが示唆された．

今後さらに症例数を増やし検討したい．

8．当院における39歳以上のART治療成績

　　　　○長嶋有希子，永井利佳，服部久美子

　　　　　内藤真弓，佐々木美緒，清水　望

　　　　　北坂浩也，吉村友邦，糸井史陽

　　　　　田村総子，園原めぐみ，立木　都

　　　　　羽柴良樹，浅田義正

　　　　　　　　　　　　　（浅田レディースクリニック）

　【目的】近年，高齢の不妊患者が増加しつつある．卵巣刺

激法，二段階移植，サプリメントの使用など，さまざまな工

夫がなされているが，良好な妊娠予後が得られない現状で

ある．そこで，顕著に妊娠率が下がる傾向にある39歳以上

を対象とし，当院でのART治療成績を検討した．【対象と

方法】2005年1月から12月までに新鮮胚移植または融解

胚移植を施行した39歳以上（39から47歳）178周期を対象

とした．移植を施行した周期を，1歳ごとに分けてそれぞれ

移植あたりの臨床妊娠率・妊娠継続率，臨床妊娠あたりの

流産率を求めた．【結果】移植あたりの臨床妊娠率は39歳

21％（11／52），40歳17％（8／46），41歳25％（7／28），42

歳11％（2／19），43歳9％（1／ll），44歳8％（1／12），45

歳0％（0／6），46歳0％（0／2），47歳0％（0／2）と45歳以

上はいずれも0％であった．移植あたりの妊娠継続率は39

歳8％　　（4／52），　40歳7％　　（3／46），　41歳14％　　（4／28），　42

歳5％（1／19），43歳以上ではいずれも0％であった．臨床

妊娠あたりの流産率は39歳64％（7／11），40歳63％（5／8），

41歳43％（3／7），42歳50％（1／2），43歳100％（1／1），44

歳100％（1／1）であった．39歳以上全178周期の治療成績

は，移植あたりの臨床妊娠率17％（30／178），移植あたりの
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妊娠継続率7％（12／178），臨床妊娠あたりの流産率60％

（18／30）であった．【考察】妊娠可能な年齢は44歳であるが，

良好な妊娠予後が得られるのは42歳までであった．ART

において年齢は最も重要視される部分のひとつであるが，

それを再度認識する結果が得られた．高齢不妊患者が増加

しているため，今後の治療方針を再度検討する必要がある．

9．c－IVFとICSIの有効性について

　　　　○吉村友邦，長嶋有希子，永井利佳

　　　　　服部久美子，内藤真弓，北坂浩也

　　　　　清水　望，佐々木美緒，糸井史陽

　　　　　田村総子，園原めぐみ，立木　都

　　　　　羽柴良樹，浅田義正

　　　　　　　　　　　　　（浅田レディースクリニック）

　【目的】不妊治療患者の約4～16％に受精障害が認められ

ると報告されているため，当院では，体外受精（以下IVF）

初回の症例において，conventiona11VF（以下c－IVF）と

ICSIを併行する，いわゆるSplitを原則としてきた．そこで

今回我々はSplitによる治療の有効性について検討した．

【対象と方法】2005年11月から2006年3月までのIVF

初回50症例を対象とし，次の2項目について検討した．①

当院におけるc－IVF受精率平均以上の受精率が得られた

群（以下A群）と得られなかった群（以下B群）に分け，

両群間でc－IVF受精率とICSI受精率を比較検討した．②

AB両群間においてcJVFに用いた精子のswim　up後の

所見を比較検討した．【結果】①c－IVF受精率は平均637％，

A群866％（26症例），B群3＆8％（24症例）であるのに対

し，ICSIの受精率はA群7＆8％，　B群775％であった．②

swim　up後の平均運動精子濃度・平均運動率はそれぞれ，

A群79×106／ml・984％，　B群＆7　x　106／ml・962％であっ

た．【考察】一般的にcJVFを行うにあたり，総精子数運

動精子数などを指標とすることが多い．しかし，A群とB

群のcJVFに使用した精子の所見に差がみとめられな

かったことから，精子所見による受精率向上の判断は難し

いことが示唆された．またcJVFの受精率は同一症例でも

変動が大きく，毎回安定した受精率が得られるわけではな

い．ICSIにおいては精子所見に左右されることなく安定し

た成績が得られるため，IVF初回でもc－IVFのみを施行す

るのではなく，患者の希望も考慮しながら，ICSIとの併用

であるSplitによる治療が有効であると示唆された．

10．不妊治療による双胎の周産期成績

　　　　○江口智子，安藤智子

　　　　　　　　　　　（名古屋第一赤十字病院産婦人科）

　【目的】生殖医療の普及により平成15年の本邦における

双胎の分娩千対比は1L1にまで上昇している．今回当院に

おける双胎妊娠の周産期成績につき，妊娠の契機により比

較検討した．【対象】当院に総合周産期母子医療センターが

開設された平成10年より7年間の周産期データを分析し

た．この間当院では胚移植を行っていない．総分娩件数は

6，330，内訳は単胎5，897，双胎403，品胎以上30であった．双

●

●

●

●

■

●

■

●



●

●

●

●

●

●

●

●

平成19年4月20日

胎のうち，胚移植による双胎が145（IVF96，　ICSI38，融解

胚移植ll，以下A群），胚移植以外の不妊治療による双胎

が71（以下B群），自然妊娠による双胎が187（以下C群）

であった．各群につき，早期産率，周産期死亡率などを比較

した．【結果】①母体分娩時平均年齢はA群329歳B群

306歳C群29．8歳であった．②平均分娩週数早期産率，

平均出生児体重，低出生体重児の占める率は3群間に差が

みられなかったが，帝切率，母体搬送分娩の占める頻度は

A群で高率であった．③周産期死亡率（後期新生児死亡，

乳児死亡を含む）はA群48％。，B群49％。，　C群45％。であっ

た．ちなみに同時期の単胎では22％。であった．④二絨毛膜

性双胎（頻度）はA群131（90％，以下A’群），B群60

（85％，以下B’群），C群74（40％，以下C’群）であった．

このそれぞれの群の比較では，周産期死亡率がC’群27輪

に対し，A’群50％。，　B’群58％。となったが，早期産率等に

は差がみられなかった．【結論】自然妊娠と不妊治療による

妊娠の周産期成績は，帝切率，母体搬送率を除いて差がみら

れなかった．しかし，二絨毛膜性双胎での比較では，不妊治

療による双胎で周産期死亡率が高率となった．

11．習慣流産と高アンドロゲン血症

　　　　○水野智子，日江井香代子，操　暁子

　　　　　野中万祐子，古井辰郎，今井篤志

　　　　　玉舎輝彦

　　　　　　（岐阜大医学部附属病院　成育医療・女性科）

　妊娠中に多毛傾向を示す妊婦をみることは少なくない．

また，血中アンドロゲンの高値が流早産に合併することも

知られている．今回，我々は妊娠により多毛を伴うの高アン

ドロゲン血症を認めた頸管無力症の3例と正常な妊娠・分

娩経過をたどったコントロール群との比較を報告する．コ

ントロール群として岐阜大学附属病院関連クリニックにお

いて，インフォームドコンセントを得た患者の，妊娠初期

（6～11週），中期（24～31週），後期（34～37週）の健診の

採血時に血中総テストステロン値（ECLIA法）を測定した．

N＝34，各平均値は以下のごとくであった．年齢＝29£±

352，平均分娩時妊娠週数＝3＆9±1．54，BMI＝2α9±3DO，

この群において妊娠36週以前の早産症例，入院管理が必要

な切迫早産・頸管無力症症例はなかった．一方，頸管無力症

群は3症例・5妊娠で，初診時平均年齢27～31歳．BMI

25．9～3＆8，画像上PCO様卵巣所見を認めた．各症例とも，

妊娠早期より子宮頸管の熟化を認め，早産または厳重な入

院管理を要した．妊娠の進行に伴い増強する高度の多毛に

加え，男性レベルに達する高アンドロゲン血症を示した．な

お，3症例とも非妊時から多毛は認められた．【考察】各種ホ

ルモン測定および画像診断より，母体卵巣由来の高アンド

ロゲン血症およびアンドロステンジオンの高値が生じ早産

が惹起された可能性が示唆される．多毛を示す妊婦におい

ては妊娠早期より流早産のリスクが高い可能性を考慮する

必要があると考えられる．

43（43）

12．診断に苦慮した子宮内及び腹腔妊娠の1例

　　　　○大林幸彦1，澤口啓造2，新美　眞’

　　　　　木下伸吾1，野口靖之1，若槻明彦’

　　　　　　　　　　（愛知医大1，さわぐちクリニック2）

　今回，我々は，HM（｝HCG周期による排卵誘発後にOHSS

を発症し，子宮内に双胎妊娠を確認するも急性腹症のため

開腹腹腔妊娠と診断された症例を経験したので報告する．

［症例］31歳　1妊1産．［既往歴］平成13年CPDにて帝王

切開で出産（自然妊娠）．［現病歴］前医にて平成16年7月よ

り続発性不妊症のため前医受診．HMG－HCG療法後，　OHSS

のため当院紹介となる．入院時所見：子宮内のGSは不明

瞭で両側卵巣は約10cmに腫大．胸・腹水を認めた．　WBC

15β00／μlHb16．6g／dl　Ht4＆0％Plt593万Fib571mg／

dl　Alb35g／dl　Na／K／Cl135／5．6／97mEq／1．補液とドーパ

ミンで治療開始した．その後子宮内にGS　2個と児心拍を確

認し，検査所見も改善したため12月24日（9週6日）退院

となった．翌朝，急激な下腹痛にて救急搬送され，急性腹症

にて開腹術となった．腹腔内には約2000mlの出血を認め

たが両付属器に出血点は認めず，S状結腸腸管壁に凝血塊

と出血点を認め同部を切除した．術後病理検査にて絨毛成

分を認め，腹腔妊娠と診断された．術後，子宮内の胎児は胎

内死亡に至り，子宮内容清掃術を行った．［考察］本症例は，

HMG－HCG療法後に発症し双胎妊娠に合併した稀な内外同

時妊娠である．本症例における腹腔妊娠の初発症状は，腹痛

であったがOHSSによる卵巣腫大があり診断に苦慮した．

近年，体外受精胚移植後に子宮内外同時妊娠を発症した報

告は少なくなく，ARTにより得られた妊娠では，子宮内外

同時妊娠を伴っている可能性も考慮し妊娠初期の管理にあ

たる必要があると考えられた．

13．不妊症例に対する腹腔鏡下筋腫核出術の意義

　　　　○辰巳佳史，大沢政巳，佐藤真知子

　　　　　伊藤知華子，都築知代，上條浩子

　　　　　山田礼子，浅井正子＊，成田収

　　　　　　（成田育成会　成田病院レディスクリニック

　　　　　　　　　　　　　　　　　　セントソフィア＊）

　（目的）晩婚化の傾向が進み，子宮筋腫を合併する不妊症

例によく遭遇する．子宮筋腫と妊孕性に関しては明らかな

エビデンスがないが，子宮筋腫が子宮内腔を圧迫している

症例でなくても一定期間妊娠に至らない場合は筋腫核出術

を行われることが多い．開腹術に比較し術後の癒着が少な

く妊孕性の温存に有利な腹腔鏡下筋腫核出術を行い術後の

妊娠予後について検討した．（対象）平成14年4月から平成

17年9月までに当院で施行した腹腔鏡下筋腫核出術48例

のうち6カ月以上フォローが可能であった不妊症患者24

名を対象とし，術後妊娠率，合併症などを検討した．（成績）

術後妊娠は24症例中13例（54％）あり自然妊娠が6例，

AIH妊娠1例，　IVF妊娠6例であった．手術から妊娠まで

の期間は105±7．8カ月であった．手術までの不妊期間は妊

娠群で322±127カ月，非妊群で370±3生4カ月，平均年齢
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は妊娠群で325±3．5歳非妊群で3463±32歳最大筋

腫径は妊娠群で2＆4±133mm非妊群で3a1±170mm，内

膜症合併頻度は妊娠群で615％，非妊群で5∠t5％であっ

た．子宮筋腫のみで他の不妊因子ない群は5症例あり，その

うち3例が術後平均46カ月で妊娠した．（結論）子宮筋腫

以外に不妊原因が明らかでない症例に対して腹腔鏡下筋腫

核出術が有効である症例が存在することから，ある一定期

間の外来治療で妊娠に至らない筋腫合併不妊症に対して

は，骨盤内の精査も兼ねて積極的に腹腔鏡下筋腫核出術を

行う意義があると思われた．

14．当院で経験した子宮内腔癒着症（i皿trauterine　ad－

　　hesion；IUA）の治療成績について

　　　　○塚田和彦，長谷川清志，小澤尚美

　　　　　鈴木崇浩，西尾永司，西山幸江

　　　　　加藤利奈，廣田　穣，宇田川康博

　　　　　　　　　　　　　　（藤田保健衛生大産婦人科）

　【目的】子宮内腔癒着症（intrauterine　adhesion；IUA）は

子宮内容清掃術や子宮内感染症などにより惹起され，無月

経や過小月経などの症状を呈し，子宮性不妊症や流産の原

因となる疾患である．今回我々は，1997年3月より2005

年10月までに経験した13例の子宮内腔癒着症についてそ

の治療成績を検討したので報告する．【対象】症例の年齢は

33歳（29～39歳），全例が挙児希望を有しており，経血量は

無月経1例，過小月経11例，正常月経が1例であった．既

往歴は子宮内清掃術8例，帝王切開2例，筋腫核出術1例，

癒着胎盤1例であった．治療前のAFSのadhesion　score

は2～12点（平均＆2点）であり，scoreによるstageは，

stageI　l例，　stageH　7例，　stagellI　5例であった．治療はcu－

rettageのみ1例，　TCR11例（腹腔鏡併用3例）を実施した．

治療後はIUDを挿入し症例に応じてカウフマン療法を行

い経過をみた．【結果】治療により経血量が増加した症例は

7例（53．8％）であった．治療後のAdhesion　scoreは0～10

点（平均46点）で10例（769％）に改善をみた．13症例

中Down　stageできたのは7症例であった．術後経過観察

が1年以上可能であった11症例の内7例（6＆6％）に妊娠

が成立した．down　stageできた7例のうち妊娠が成立した

のは5例（714％）であった．妊娠例の内3例は正期産にて

生児を得たが，4例は流産となった．【考察】子宮内腔癒着症

の治療においては術前のstageは術後妊娠には関連はみら

れなかったが，TCRによるdown　stageが妊娠に寄与する

ものと思われた．また，今後の問題点として術後再癒着や流

産，癒着胎盤などが考えられた．

第43回　日本不妊学会北陸支部学術総会

日時：平成18年6月ll日（日）14：30～

会場：金沢ニューグランドホテル

日生殖医会誌52巻1・2号

特別講演

生殖補助医療の倫理

　　　　勝又義直　　　　　　　　　　（科学警察研究所）

　生殖補助医療は，早くから行われていた人工授精の時代

から戸籍上の父と生物学的な父が違ってくる問題（AID）を

抱えていた．しかしながら，この問題はあまり議論されない

まま医療現場にまかされ，日本産科婦人科学会がAIDにつ

いての会告を出したのは1997年になってからであった．

1978年には英国で体外受精・胚移植が行われ，以後は母も

戸籍上の母と生物学的母が違うことが起こりうることと

なった．母については，日本では出産した女性が法的な母と

なるとされているので，法的な母の問題も加わって，さらに

複雑になってくる可能性があった．すなわち，代理懐胎まで

考えると，母は卵子を提供した戸籍上の母ドナーとして卵

子のみを提供した母（極端な場合は中絶胎児の卵子の提

供），生物学上の代理母，出産のみを請け負う代理母などい

ろいろな種類の母が生ずることになる．この問題について

日本産科婦人科学会は，いくつかの会告で考え方を明らか

にしている．それによると，従来からのAIDは認めている

が，体外受精・胚移植など採卵手技を用いる場合は戸籍上

の夫婦のみを対象にし，また代理母は一切認めていない．日

本では出産した女性が母とされるため，母親が定めづらく

なることを避けるためとしており，子どもの福祉への配慮

を強調している．AIDを認めることで父の位置付けが不安

定になることはまでは認めるが，母の位置付けが不安定に

なることは認めないわけである．ただ，日本産科婦人科学会

は任意団体であり，違反する医師がいてもせいぜい除名で

きるくらいで，実施そのものは阻止できない．実際に，会告

に従わない医師の例も散見されている．また，代理母でなけ

れば子ができない夫婦が米国など外国で代理母によって子

を得て帰国する例もある．日本ではそのような子どもの戸

籍についての裁判が起こっており，このような問題にたい

し，法整備が必要との動きもあるが，まだ検討段階にとど

まっている．そのほか，不妊治療には，出生前診断，着床前

診断減数手術，男女の産み分けなど，胚や胎児の選別や中

絶の問題も避けることはできない．これらの問題について

も日本産科婦人科学会は会告により考えを明らかにしてい

るが，減数手術は認めておらず，男女の別も原則として告げ

ないなど慎重な立場を取っている．出生前診断や着床前診

断も慎重な手続きを定めているが，診断に基づいた中絶の

問題については立場を明確にはしていない．欧米の激しい

論争に比べ，日本では中絶に関する論争が少ないことが特

徴的であるが，十分な検討の上で，法整備も含め社会として

の立場を明確にしていくことが望まれる．

1．当院　患者様のタイプ別意識調査　～不妊治療症

　例を中心に～

○兼盛淑子，辻敏徳鈴木康夫
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　　　　　鈴木雅夫　　　　　（鈴木レディスホスピタル）

　【目的】厚生労働省より発表された出生率は1．25と過去

最低を更新し，石川県内の出生率も1．31と前年の135と低

下の歯止めが利かないのが現状である．不妊治療の技術の

進歩は不妊患者さんにとって福音であるが，不妊治療が

カップルのQOLや人間関係に与える影響を我々は真剣に

考えていく必要がある．そこで，今回我々は不妊治療患者さ

んの意識調査を行い，その結果や背景から様々な考察を

行った．【対象と方法】対象は女性，年齢不問で，対象を3

タイプに分け，それぞれ3タイプ別の意識調査を作製し，匿

名意識調査を2週間実施した．タイプ1は自然妊娠対象者

で平均年齢2％歳回収率は35／45（78％），タイプ2は不

妊治療を経て妊娠に至った対象者で平均年齢328歳，回収

率は24／33（73％），タイプ3は不妊治療中対象者で平均年

齢32．0歳回収率は26／35（71％）であった．【結果】3タイ

プの対象者全てが2人以上の子供を希望した．結果は，タイ

プ2の不妊治療を経て妊娠対象者とタイプ3の不妊治療中

対象者の不妊治療における精神的ダメージは大きく，特に

現在治療中であるタイプ3対象者の訴えは必至であった．

【考察】不妊患者を取り巻く環境は複雑であり，地域社会，

家族が与える影響も大きいと推察された．また「パートナー

の付き添いを希望しますか？」と尋ねた項目では，タイプ

3の不妊治療中対象者の7割が否定した結果からも，当事

者である患者がく不妊治療〉に対して一人で抱え込んでし

まう現状が推察された．今後の取り組みとして，患者さんの

精神的なサポートを確立する必要性があり，最初の1次カ

ウンセリングに当たる我々が，できるだけ患者さんの訴え

を聞く為に話しやすい態度，環境作りをし，患者さんの心の

負担を減らし治療を受けて頂くことが望ましいと改めて痛

感した．

2．ウシ卵管膨大部近傍の直腸温度と繁殖性について

　　　　○泉　徳和　　　　　　　　（石川県立大動物繁殖）

　　　　　北　満夫　　　　　（石川県畜産総合センター）

　［目的］受精の場である卵管膨大部の温度と不妊との関係

はヒト，ウシを含めたほ乳動物では知られていない．本研究

の目的は，ウシの卵管膨大部近傍の直腸深部（膨大部と略）

温度などを測定し，これらの温度測定値と不妊の関係を明

らかにすることにある．［材料と方法］石川県農林業公社辰

口放牧場に預託されたホルスタイン種未経産牛のうち正常

な繁殖性の2頭を対照区に，三回以上人工授精後不受胎の

不妊牛3頭を試験区とした．発情周期の0日を基点に，体躯

表層温度7カ所を赤外線放射温度計（オプテックス株，大津

市）で，体躯深部温度（直腸，膣および膨大部）を熱電対温

度計（バイオリサーチセンター株，名古屋市）で測定した．

［結果と考察］対照区，試験区のそれぞれの直腸温度に対し

て左膨大部（‥070，α65）と右膨大部（r＝0．72，0．70）の

温度間に，また左右の膨大部温度（Fα86，086）間にそれ

ぞれ高い相関が得られた（P＜001）．環境温度としての牛舎

温度に対して対照区，試験区ともに鼻鏡（τ＝054，0．42），

耳内側（r＝0．54，0．64），腰背部（r＝0．62，054）などの表
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層温度間にそれぞれ高い相関が得られ（P＜001），環境温度

がこれら体躯表層温度に影響を及ぼしていることが示され

た．発情0日を基点とした膨大部温度の平均値は左右とも

に発情1日目の試験区は対照区よりも低値であったが，両

者間に有意差は認められなかった（左膨大部の発情1日

目；df＝4，　t＝1．12，　p＝0331右膨大部の1日目；df＝4，

t＝168，p＝0．17）．受精や初期胚の発育，死滅には温度条件

が強く影響すると言われている．今回，例数が少なく，有意

差は認められなかったが，対照区に対して試験区（不妊牛）

の発情1日目の膨大部温度の低さが不妊の一因であること

を否定できなかった．

3．無精子症に対するMicrodissection　TESE（精巣精子

　抽出術）の成績：

　　　　○松井　太

　　　　　（大阪府立母子保健総合医療センター泌尿器科）

　　　　　杉本和宏，山本健郎，前田雄司

　　　　　高　栄哲，並木幹夫　　　　（金沢大泌尿器科）

　　　　　鈴木康夫　　　　　（鈴木レディスホスピタル）

　　　　　西修　 （西ウイミンズクリニック）

　対象は，2002年7月より2006年1月までにMicrodis－

section　TESEを施行した非閉塞性無精子症患者19例（の

べ25例）．平均値は年齢342歳，精巣容積11βm，FSH　24．7

mlU／ml，　LH　77mlU／ml，　PRL　l20ng／ml，　T　3914ng／dl，

E2259pg／mlであった．47，　XXY　2例，　Y染色体構造異常

2例認めた．Y染色体微小欠失は，　AZFb＋c欠失3例，

AZFc欠失1例認めた．　Johnsen’sscoreは平均30±1．7で

あった．結果は，精子回収率は84％（21／25例）・受精率は

76％（19／25例）であった．クラインフェルター症候群患者

においても2例中1例に精子回収が可能であった．精子回

収の予測因子について年齢，精巣組織所見，精巣容積，血清

ホルモン値について検討したが有意差は認めなかった．重

度の造精機能障害であるSertoli　cell　only症候群やクライ

ンフェルター症候群においてはMicrodissection　TESEは

有用であると考えられた．

4．HEF（国際勃起機能スコア）を用いた男性不妊症患

　者の性機能に関する検討

　　　　○渡部明彦，森井章裕，明石拓也

　　　　　水野一郎，布施秀樹

　　　　（富山大大学院医学薬学研究部腎泌尿器科学講座）

　【目的】当科を受診した男性不妊症患者に対しIIEFを用

いて性機能評価を行うと同時に，性機能と各種血中ホルモ

ン値との関連および性行為回数について検討した．【対象・

方法】2002年5月～2006年4月に当科不妊症外来を受診し

た男性不妊症患者123例で高プロラクチン血症を呈した3

例，性腺機能不全症2例，染色体異常を有する5例を除く

ll3例を対象とした．初診時にIIEFを用いて問診し，内分

泌学的検査として血中LH，　FSH，総テストステロン，遊離

テストステロンおよびプロラクチン値を測定した．【結果】

当科不妊症患者と白井らによる健常者の報告との比較をし
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たところ，当科不妊症患者ではHEF合計スコアが有意に

低下していた．各ドメインの比較では勃起機能，性交満足度，

性的要求で有意にスコアが低下していた．性交満足度ドメ

インとFT値，および質問項目15（勃起維持自信に関する

質問項目）とFT値に正の相関が認められた．諸家の報告と

比較すると，当科男性不妊症患者の性行為回数2回以下／月

の割合いは41．6％であり，正常既婚男性とのあいだに差は

ほとんど認められず，男性不妊症患者の性行為回数は決し

て少ないものではなかった．性行為回数と年齢，パートナー

年齢，不妊期間に負の相関が認められ，患者年齢32歳以上，

不妊期間40カ月以上の群では有意に性行為回数が減少し

ていた．【まとめ】男性不妊症患者では健常者に比較し，性機

能が低下していたが，性行為回数は健常者と比較しほぼ同

等であり，決して少なくはなかった．男性不妊症患者の性機

能と血中ホルモン値についてはIIEFの一部のドメイン，

質問項目がFTと関連していたが，今後さらに症例を積み

重ね検討していく必要があると思われる．

5．8回目の採卵，ICSIにて妊娠し生児を得た症例

　　　　○鈴木康夫，兼盛淑子，辻　敏徳

　　　　　鈴木雅夫　　　　　（鈴木レディスホスピタル）

　【緒言】不妊治療の発達によって多くの妊娠例が得られる

ようになったが，ARTを用いても難治性不妊症例に遭遇す

る機会は少なくはない．今回8回目の採卵，ICSIにて妊娠

に至り出産，生児を得ることができた症例を経験したので

報告した．【症例】A氏（S40年生），妊娠歴；OGOP，結婚；

HlO年（33歳），既往歴；Hll年（34歳）右卵巣腫瘍→cys・

tectomy，子宮筋腫→myomectomy，当院初診：H14年8月

（37歳），BBT，　HSG；異常なし，ヒューナー，精液所見不

良よりAIH　5回の後H15年6月よりART施行．初回IVF

（Long法）で不良卵のみの為次回以降ICSI施行．排卵誘発

法の変更，一部二段階胚移植やAHA（Assisted　Hatching）

行うも妊娠に至らず．そこで7回の採卵を経てHl7年1

月Hysteroscope行い子宮内膜curettage施行．また不育症

検査で血液凝固系，内分泌系，夫婦染色体検査に異常認めず，

免疫学的検査で自己免疫（抗核抗体，抗リン脂質抗体）異常

なし，MLC（リンパ球混合培養）でBE（抑制効果）が一

458％と著明に低下していたため免疫療法（夫リンパ球輸

血）施行．その後BE再検にて8α75％と好転確認後H17

年6月，8回目の採卵→ICSIにて妊娠成立．妊娠5週で追加

免疫を行いH18年2月，妊娠36週で2490g女児を正常分

娩で得た．【考察】（1）免疫療法（夫リンパ球輸血）かつ／また

は子宮内膜curettageが効果的であったと考えられた．

（2）免疫療法は自己免疫異常なくMLCにてBE低下例に

ついては積極的に用いてよいと思われるが感染や放射線処

理がない場合のGVHD等の危険性から夫リンパ球の代替

として同等の効果を示すといわれるOK432も考慮すべき

と思われる．（3）子宮内膜curettageは着床を阻止する局所

因子の除去や内膜再生の可能性が期待されるが術後内膜の

菲薄化や癒着を招く恐れもあり注意が必要と思われる．

（4）ART反復不成功例にはインフォームド・コンセントを

日生殖医会誌52巻1・2号

行ったうえで不育症に準じた治療も時に必要であると思わ

れる．

6．長期間の凍結保存後に融解胚移植を行ない，生児

　　を得た症例

　　　　○北村修一，豊北美穂，橋爪淳子

　　　　　西　美佐，向橋貴美子，新　博美

　　　　　安田明子，藤波隆一，道倉康仁

　　　　　　　　　　　　　（永遠幸レディスクリニック）

　現在，ARTを実施していく上で，卵子・胚の凍結保存お

よび解凍移植は，必要不可欠の技術である．しかし，その保

存期間の限度や安全性については明らかではない．今回，

我々は長期間の凍結保存後に生児を得た3症例を経験した

ので報告する．（症例1）男性因子のためART施行．平成7

年（36歳）に，刺激周期で採卵し，14個の分割卵を得た．

第1回目は採卵した同じ周期に，4個の胚移植をして妊娠

成立．翌年，第1子を出産．第2回目は平成10年に凍結胚

を4個解凍し，3個移植．妊娠成立し，第2子出産．第3回

目は平成16年．凍結融解胚を2個移植し，妊娠に到るも流

産，平成17年に残った2個を移植して，妊娠成立．実に10

年間の凍結保存後，生児を得ることができた．（症例2）やは

り男性因子のためART施行．平成8年（31歳）に，刺激周

期で採卵し，13個の分割卵を得た．第1回目は同じ周期に

3個移植（残り10個を凍結）し，妊娠成立．第1子を出産．

第2回目は平成10年に3個解凍して移植．妊娠成立して第

2子を出産．第3回目は平成16年（凍結後，8年間経過）に

2個解凍し移植．妊娠成立し，第3子を出産．（症例3）男性

因子のためART施行．平成9年3月（32歳）に，刺激周期

で採卵し，13個の分割卵を得た．同じ周期に3個移植（残

り10個を凍結保存）するも妊娠は成立しなかった．第2回

目は同年9月に4個解凍して3個移植．妊娠成立し第1子

出産．第3回目は平成15年，2個を融解胚移植し妊娠．第

2子出産．凍結保存は6年半であった．（結語）最長，10

年間の凍結保存後に移植し生児を得た症例を経験した．長

期凍結保存に対する信頼性，安全性に対する根拠となると

考えられた．

7．再凍結胚盤胞の移植の有用性

　　　　○大久保毅，前多亜紀子，山崎裕行

　　　　　　　　　　　（永遠幸レディスクリニック金沢）

　　　　　北村修一，道倉康仁

　　　　　　　　　　　　　（永遠幸レディスクリニック）

　【目的】凍結胚移植周期において個数制限および患者希望

などの理由により移植に供しなかった余剰胚を胚盤胞まで

培養し，再凍結して再び融解した胚を移植したのちに妊娠

および出産に至った症例についての臨床経過を報告する．

【対象】2004年1月から2005年12月までにおいて再凍結

胚盤胞のみを移植した周期4例（1胚移植3例，2胚移植1

例）を対象とした．また患者年齢は39歳38歳28歳お

よび34歳であった．【方法】凍結胚移植周期においてやむを

得ず移植出来なかった余剰胚を胚盤胞まで培養し，cryo
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top（北里メディカルサプライ）を用いたガラス化法により

再凍結保存した，別周期において再凍結胚を融解して生存

しているものに限り移植を行った．【結果】再凍結胚のみ移

植した4例のうち1例（2胚移植，38歳患者）に妊娠を認め

健児出産にまで至った．また融解した再凍結胚6個のうち

全てに一部変性が見られ，そのうち1つは変性の度合いが

強く移植は行わなかった．【考察】凍結胚移植における過程

で患者事由などにより移植出来なかった再凍結胚のみを移

植した結果4例中1例で妊娠に至ったため再凍結胚を移植

することでも妊娠の可能性があることが示唆された．余剰

胚を残さぬような凍結胚移植周期が最善ではあるが，今回

の症例のようにやむを得ず生じた余剰胚は廃棄することな

く再凍結することにも一考の余地があると思われる．

8．自然周期採卵・胚移植（SFSET）1，301症例の検討

　　　　○瀬川智也，宮内　修河内谷敏

　　　　　竹原祐志，寺元章吉，加藤　修

　　　　　　　　　　　　　　（加藤レディスクリニック）

　【目的】体外受精における排卵誘発剤の多用は，不妊患者

に対して身体的及び経済的な負担が大きいだけではなく，

過剰な卵巣腫大や多胎妊娠のriskも増加する．またそれに

伴う余剰胚凍結に関しては倫理的な問題も多く含んでいる．

今回我々は，当院初回IVF治療不妊患者に対して自然周期

採卵・胚移植法（Single　Follicle－Single　Embryo　Transfer，

SF－SET）を行い，その成績および有効性を検討した．【方法】

2004年1月～2005年12月に当院で初回IVF－ETを施行し

た自然周期1，301例（361±42歳）とクロミフェンーhMG

（CC－hMG）周期2461例（36．7±生3歳）を比較検討した．

患者への説明と同意を得た後，全症例において主席卵胞径

が18－20mmに達したところでGn－RH　agonist　600＿gを点

鼻投与して内因性LHサージを誘導した後，採卵・媒精し

た．採卵後2日目に分割胚を1個のみ移植した．【成績】CC

－hMG周期と比較したところ，採卵率は自然周期の方が低

かった（597％vs　730％，　p＜α001）．一方，採卵可能周期

あたりの受精卵および分割胚獲得率は両周期とも同様な値

を示した（7＆8％vs　813％，670％vs　68．9％）．逆に移植あ

たりの臨床的妊娠率は自然周期の方が高かった（38、6％vs

32．8％，p＝003）．一方，自然周期において採卵2日前のLH

値が94mIU／ml以下の場合，成熟卵採卵率67．7％，分割胚

獲得率5a1％，排卵済みによる採卵キャンセル率43％と

良好な成績が得られたが，逆にLH値が115mlU／ml以上

の場合，それぞれ36．3％，30．0％，48．8％と良好な成績は得

られなかった．また，年齢別の妊娠率では，39歳以下の群

で430％であったのに対して40歳以上の群では137％と

差が認められた（p〈α001）．【結論】自然周期採卵・胚移植

法（SFSET）は血中LH値や年齢等の条件が満たされれば，

排卵周期のある不妊患者に対して有効な治療法であること

が示された．今後，更にデータを解析して，より確実に採卵

が行なえる最適な条件を開発する必要があると思われる．

●
第134回　日本生殖医学会関東地方部会

れた．

●

●

●

日時：平成18年6月24日（土）午後13：30～18：05

場所　高崎シティギャラリー

1．体外受精施行後または予定患者における自然妊娠

　（AIHを含む）例の検討

　　　　○小原満雄，田中貴代美，滝沢由紀子，

　　　　　木村健二，戸松邦也，神岡　潔

　　　　　　　　　　　　　　　　　（神岡産婦人科医院）

　当院における2001年から2006年5月までの一回の採卵

周期当たりART妊娠率は年度あたり38％～56％で，患者

当たりでは643％（72／112）が妊娠した，これは不妊治療妊

娠患者全体に対して約20％を占めるようになっており，不

妊治療でのARTの役割は大きいものになってきている．

しかし，体外受精を施行後や予定していた患者で自然妊娠

する例も時に認められ（9／114，79％），患者への情報提供

やART適応への慎重な配慮も必要かと考えられる．自然

妊娠例ではICSIで過去に妊娠・分娩した重症乏精子症例

の2例，IVFで妊娠せずその後AIHでの妊娠1例やIVF

待機中に自然妊娠1例を経験した．また，卵管性不妊で

IVFで妊娠・分娩後に自然妊娠するも子宮外妊娠となっ

た2例が存在し，患者への十分な情報提供が必要と考えら

2．体外受精治療におけるkaufmann療法の有用性に

　ついて

　　　　○北村誠司，松村泰子，矢澤聡美，恵中千晶

　　　　　松岡江里奈，高橋典子，鈴木雅美，高橋　純

　　　　　杉本　到，杉山　武

　　　　　　　　　（荻窪病院産婦人科生殖医療センター）

　（目的）体外受精において良好卵を獲得するために近年頻

用されているkaufmann療法の有用性について検討するこ

と．（背景）初期卵胞発育には120日以上を要するといわれ

ており，良好卵獲得のために体外受精前の1～3周期の

Kaufmann療法が適用されることが多いように見受けられ

る．そこで同一患者においてKaufmann療法（以下K療法）

を用いるか否かで体外受精内容および結果に差異が生じる

かを検討した．（症例）41歳，不妊期間4年，卵管因子．2005

年12月から2006年4月にクロミフェン周期で4回体外受

精を施行．患者さんの希望で体外受精前周期にK療法非実

施で2回，残りの2回はK療法（月経周期3日目からプレ

マリン1T／日を7日間，10日目からソフィアAIT／日を

10日間）実施とした．K療法非実施周期では採卵不可と受

精卵獲得不可であり，K療法実施周期では良好胚を1個ず

つ獲得した，（対象）2005年4月から2006年3月迄の1年

間に当院生殖医療センターで体外受精前にkaufmann療法
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を行っていない周期（17周期）とkaufmann療法を行った

周期（19周期）を有する17症例．（方法）同一排卵誘発法を

適用した同一症例での採卵数，受精率，形態学的良好胚の割

合（良好胚数／胚数）の増加の有無と妊娠の有無を調べた．

（結果）K療法を行った周期とK療法を行っていない周期

を比べると採卵数の増加率は125±α51で，有意な増加は

認められなかった．受精率の増加率は075±040と減少し

ていた．形態学的良好胚の割合は平均で一25％と減少して

いた．K療法（一）で妊娠せず，　K療法（＋）で妊娠したの

は2症例2周期のみであった．（結論）今回の検討では，体外

受精治療におけるkaufmann療法の明瞭な有用性を示すこ

とが出来なかった．

3．当院における多胎妊娠およびSingle　Embryo

　Transfer（SET）に関する臨床検討

　　　　○宮内　修，瀬川智也，加藤恵一，河内谷敏

　　　　　内田律子，勝股克成，末吉智博，渡邊芳明

　　　　　奥野　隆，小林　保，竹原祐志，貝嶋弘恒

　　　　　寺元章吉，加藤　修

　　　　　　　　　　　　　　（加藤レディスクリニック）

　目的：体外受精後妊娠による多胎は早産と周産期医療の

負担増加につながる．今回我々は，single　embryo　transfer

（SET）の多胎防止効果と妊娠率をdouble　embryo　transfer

（DET）と比較し検討した．方法：2004年1月から2005

年12月までに当院で初回胚移植を行った38才以下の不妊

患者．クロミフェンHMGを投与しGnRHaにより卵を成

熟させて採卵した．1個以上の良好胚を含む2ないし3個

の分割胚を得られた843例を対象．採卵周期day2～3に新

鮮胚移植を行い，余剰胚は胚盤胞まで培養後に凍結保存し，

非妊娠例に対し凍結胚移植した．elective　SET群（391例）

DET群（452例）で平均年齢，不妊期間，不妊原因に有意

差なし．結果：新鮮胚移植の妊娠率は，eSET群412％に対

しDET群429％と有意差なし，凍結周期を加えた累積妊

娠率では535％に対し478％とeSET群が高かった．多胎

妊娠率は063％に対し125％と有意差を認めた．当院全体

の分割胚移植ではSET率は2001年から2005年の間に約

50％から約99％に増加し，妊娠率は低下せずに多胎妊娠

率は約15％から約05％に減少した．結論：eSETはDET

と同様の高い妊娠率を期待でき，同時に多胎防止効果があ

る．

4．自然周期単一排卵における体外受精胚移植（SF－

　SET）の有効性について

　　　　○瀬川智也，宮内　修，河内谷敏，竹原祐志

　　　　　加藤　修

　　　　　　　　　　　　　　（加藤レディスクリニック）

　【目的】当院初回IVF治療不妊患者に対して自然周期採

卵・胚移植法（Single　Follicle－Single　Embryo　Transfer，

SF－SET）を行い，その成績および有効性を検討した．【方法】

2004年1月～2005年12月に当院で初回IVF－ETを施行し

た自然周期1301例（361±42才）とクロミフェンーhMG

日生殖医会誌　52巻1・2号

（CC－hMG）周期2461例（367±43才）を比較検討した．【成

績】CC・hMG周期と比較したところ，採卵率は自然周期の

方が低かった（597％vs　73．0％，　p＜α001）．一方，受精卵

および分割胚獲得率は両周期とも同様な値を示した
（78．8％vs　8L3％，670％vs　6＆9％）．また移植あたりの臨床

的妊娠率は自然周期の方が高かった（3＆6％vs　32B％，　p＝

α03）．一方，自然周期において採卵2日前のLH値が9．4

mlU／ml以下の場合，成熟卵採卵率677％，分割胚獲得率

56．1％，排卵済みによる採卵キャンセル率43％と良好な成

績が得られたが，逆にLH値が115mIU／ml以上の場合，そ

れぞれ363％，3α0％，48B％と良好な成績は得られなかっ

た．また，年齢別の妊娠率では，39才以下の群で430％で

あったのに対して40才以上の群では137％と差が認めら

れた（p＜α001）．【結論】自然周期採卵・胚移植法（SF－SET）

は血中LH値や年齢等の条件が満たされれば，排卵周期の

ある不妊患者に対して有効な治療法であることが示され
た．

5．自治医大ART治療10年の変遷から

　　　　○高見澤聡，島田和彦，白石康子，菊池久美子

　　　　　平野由紀，鈴木達也，柴原浩章，鈴木光明

　　　　　　　　　　　　（自治医科大医学部産科婦人科）

　自治医科大学では1995年5月に不妊センターを開設，

ARTを開始して今年で11年が経過した．この間，99年に

IVF・GIFT中心のARTからIVF・ICSI中心のARTに
切り替え，同時にARTプロトコールを見直して，多胎妊娠

およびOHSSの発症予防に努めてきた．結果，この前後で

妊娠率を下げることなく（31．5→343％），多胎妊娠（353

→17．9％）およびOHSS（23．1→3．4％）の発症を低減でき，

現在（2005年，多胎妊娠：105％，OHSS：3．2％）に至って

いる．近年，40歳以上の高齢患者の増加に伴い，ARTにお

いても40歳以上の患者割合が増加（30％）してきている．

同患者でのART成績は不良（妊娠率く10％）であり，今後

は高齢患者でのART成績の向上が課題となっている．

6．内視鏡により子宮内膜癌を早期診断し，MPA療法

　後に妊娠に至った1例

　　　　○松見泰宇1，田島康夫2，大貫裕子1，中林　稔1

　　　　　堀谷まどか1，水口國雄2，西井　修1

　　（1帝京大医学部付属溝口病院産婦人科，2同　病理部）

【Key　Word】

不妊，子宮鏡，子宮鏡下手術，子宮内膜癌，MPA療法，妊

孕性温存

　症例は37才，続発性不妊近医での子宮卵管造影検査に

て左卵管閉塞を認めたため，子宮鏡下選択的卵管通色素検

査を施行する目的に平成16年1月当科受診．近医での超音

波断層法では径7cmの子宮筋腫を認めるも子宮内膜の肥

厚など子宮内隆起病変を示唆する所見は認められていな

かった．子宮鏡にて径6mmの子宮内膜ポリープと考えら

れる子宮内隆起病変を認めたため，診断的腹腔鏡及び子宮

鏡下内膜ポリープ切除術施行．子宮鏡及び診断的腹腔鏡で

■

●

●

●

●

●

■

●



1

●

●

●

●

Q

●

平成19年4月20日

は左卵管の疎通性は認めなかった．子宮内膜ポリープと考

えられた腫瘤はendometrioid　carcinoma　G1であった．6

ヶ月間のMPA療法施行後の生検では，局所に異型腺管を

認めるのみとなり，（病理診断；atypical　endometrial　hy・

perplasia，　complex）．腹腔鏡補助下子宮筋腫核出術施行

後，クロミッド周期にて妊娠成立，妊娠経過良好である．

7．当科における過去2年間の子宮外妊娠症例の検討

　　　　○大貫裕子，松見泰宇，堀谷まどか，中林　稔

　　　　　村田照夫，西井　修

　　　　　　　　　（帝京大医学部附属溝口病院産婦人科）

　今回，平成16年1月から17年12月までの2年間に当科

で経験した子宮外妊娠26例の患者背景，着床部位などにつ

いて検討した．26例の内訳は，卵管妊娠21例（子宮内外同

時妊娠を1例含む），間質部妊娠2例，腹膜妊娠2例，着床

部位不明が1例であった．自然妊娠は12例，不妊治療後の

妊娠は14例（IVF・ETを6例含む）で，　IVF－ET症例は，一

般的に頻度の低い部位に着床していた．また，IVFET　6

例中5例は男性不妊での適応で，全例クラミジア抗体は陰

性，HSG上も明らかな卵管障害を認めなかった．これらの

ことからIVF－ETの手技そのものが子宮外妊娠を起こす原

因となる可能性が示唆された．治療は，卵管破裂のため開腹

手術を施行した1例と待機療法を選択した1例を除き，ほ

ぼ全例に腹腔鏡下手術を施行した．腹腔鏡下卵管線状切開

術後の存続絨毛症1例と腹腔鏡下に着床部位の同定が困難

であり，術後MRIにより間質部妊娠を診断した1例は，術

後にMTX療法を施行した．

9．卵巣嚢腫茎捻転と温存の可能性に関する検討

　　　　○田村みどり，井埜まり絵森川香子，土井めぐみ

　　　　　斉藤寿一郎，井槌慎一郎，石塚文平

　　　　　　　　　　　　　（聖マリアンナ医大産婦人科）

　2005年12月までの5年間に，当院と関連病院とで卵

巣・傍卵巣嚢腫の捻転による手術症例中45歳未満の52例

を対象にした．平均年齢は29歳，嚢腫摘出が48％，卵巣摘

出が52％に施行．組織型は成熟奇形腫が49％，粘液性嚢胞

腺腫16％漿液性嚢胞腺腫10％，傍卵巣嚢腫10％，以下不明

なもの，その他であった．捻転の方向は左で時計回り／反時

計回りが67％／33％，右で56％／44％と差がなかった．回転

数は平均693°（45－1800）°であった．発症から手術までの時

間と，（長時間が経過したものは不明確なため，10日未満の

例のみ解析）出血壊死の頻度に相関があり，壊死が起きた

21例では平均61時間，壊死のない18例では15時間で有

意差があり，発症24時間未満では壊死が7／21例，24時間

以上で14／18例と比率に有意差があり，24時間以内の手術

が重要であると確認された．

10．卵巣過剰刺激症候群（OHSS）を腹水濾過濃縮再静

　　注法で管理した2例

○黒田恵司，島貫洋人，北野孝満，小林優子

　熊切　順，菊地　盤北出真理武内裕之

49（49）

　　　　　　　　　　　　　（順天堂大医学部産科婦人科）

　卵巣過剰刺激症候群（OHSS）は，排卵誘発により発生す

る医原性疾患である．OHSSの病態は卵巣腫大に伴う血管

透過性克進によるthird　spaceへの血漿成分の移行（腹水貯

留等）と，その結果の血液濃縮である．その治療法に腹水濾

過濃縮再静注法（CART：Cell・free　and　Concentrated　As・

cites　Reinfusion　Therapy）があり，有効であった最重症

OHSS　2例を報告する．【症例1】31歳．1経妊0経産．　CC－

FSHJVFで妊娠するが，　OHSSで入院．腹水穿刺2回施行

するも軽快せず，その後CARTを3回施行し軽快その後

妊娠継続．【症例2】27歳．未経産婦．排卵障害があり通院

結婚後，CC－hM（三ICで妊娠．その後OHSSで入院CART

を施行し直ちに軽快するも，その後流産．【結語】OHSSにそ

の病態からもCARTは有効だが高価であり，使用に検討が

必要である．

12．不妊治療におけるホリスティック・ケア～経絡

　　臓器機能（AMDの測定所見によるケアの処方

　　　　○定方美恵子，石田真由美，佐山光子

　　　　　　　　　　（新潟大医学部保健学科看護学専攻）

　　　　　下條　茂　　　　　　（ナチュラルメディカル）

　不妊治療中の女性のホリスティックなケアに向けて，中

医学の観点から経絡臓器機能（略称AMI）に注目し，パイ

ロット研究としてAMIによる測定を行った．［対象］整体

治療院通院中の不妊治療中の女性2名．［研究方法］①中医

学から見た症状と女性特有の愁訴症状（100項目）の自記式

質問紙による体質評価，②AMIによる井穴28カ所の分極

前電流値測定．［分析方法］症状による中医学体質とAMI

による測定所見の照合．［結果］2事例の体質評価とAMI

測定で関連を認めたのは，「腎虚」「水滞」の体質と「腎経」「膀

胱経」分極前電流値低下，「気虚」の体質と「心経」分極前電

流値低下，「脾陽不足」の体質と「脾経」分極前電流値低下で

あった．「お血」の体質，「小腸経」分極前電流値低下について

は症状と経絡機能の関連はなかった．経絡機能測定は心と

身体の症状を反映する可能性が高いと推察されたが，事例

の蓄積が課題である．

13．長期凍結保存胚の取り扱いについての検討

　　一患者の意識調査をふまえて一

　　　　○佐藤節子，横田美賀子，横田英巳，横田佳昌

　　　　　　　　　　　　　　　　　（横田産婦人科医院）

　【目的】胚の凍結保存はART治療には欠かせない技術の

ひとつである．しかし年々保存数が増え管理上の諸問題が

生じてきている．患者は保存胚の対応について保存継続か

破棄かの難しい決断に迫られる．そこで更新対象者に意識

調査を実施し長期凍結保存胚の取り扱いについて検討し

た．【対象と方法】保存後3年経過した46名を対象とし，更

新希望の有無，年齢，子供の有無など，破棄する場合の胚の

取り扱いについて調査した．【結果】アンケート回収率

6軌6％で継続保存希望432％，破棄希望432％，返信なし

136％であった．保存希望するが移植予定ないが47％あっ
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た．破棄希望（17名）の理由に，子供ができた12，体調不良

3，高齢1，凍結胚移植による出産児に不安1名だった．平均

年齢（妻／夫）は保存希望365／369歳，破棄希望355／37．4

歳，子供の有無により保存／破棄の希望では子供0人のとき

0／1，1人で11／3，2人で4／12，3人で0／1名であった．ま

た，破棄する場合胚を研究や再生医療に使ってもよいと考

えるのは約40％であったが，他の不妊カップルに提供して

もよいとの意見は約10％であった、【考察】保存／破棄の判

断は子供の有無，年齢などの要因では決められないように

思われた．保存希望しても約47％は移植予定がなく破棄す

るという決断に抵抗があることや，破棄する場合でも不妊

カップルに提供することは希望しないことが判明した．凍

結余剰胚の取り扱いには更新時の対応方法や保存期限の設

定の見直しが必要と思われた．

14．喫煙習慣が卵質・妊娠率に及ぼす影響一体外受

　　精例での検討一

　　　　○佐藤芳昭，小峰佳奈子，山崎圭往里，

　　　　　土居有紀子，阿久津正

　　　　　　　　　　（ソフイア　レデイス　クリニック）

　不妊治療の進歩で多くの不妊患者が，ARTなどの恩恵を

受けて妊娠に成功しているが，最近の複雑な世相から生活

習慣病ともいえる多くの因子が，妊娠成立を妨げている面

も少なくない．今回はその中で喫煙が体外受精成績に及ぼ

す影響について検討した．対象は2005年1月より12月の

間で採卵をした372例について採卵施術前に看護師が直接

面接方式で夫婦の喫煙習慣について聞き取り調査を行い，

アンケートに記入を行い，採卵時，妊娠判明以後に成績をま

とめた．成績：女性側より見て喫煙ありの群は18％の妊娠

率であり，禁煙6ヶ月未満群では28％，喫煙暦なし，また

は禁煙6ヶ月以上の群の妊娠率は37％であり有意に妊娠

率には差が見られた．採卵数や良好卵（M2卵）も喫煙群に

悪い傾向が存在した．男性の喫煙群は喫煙男性に重症乏精

子症が多く，それに伴いICSIとなる症例が64％に見られ

妊娠率も女性同様喫煙群に低下を見た．以上より不妊症の

カップルには厳重な禁煙指導が必要である．

15．ヒト培養穎粒膜細胞におけるEGFRリガンドーア

　　ンフィレグリンmRNAの発現について

　　　　○根岸広明，長井陽子，池田千秋

　　　　　　　　　　（ウィメンズ・クリニック大泉学園）

　　　　　佐藤晶子，熊迫陽子，宇津宮隆史

　　　　　　　　　　　　　　　（セント・ルカ産婦人科）

　「ヒト卵巣でARの果たす役割を追求する一環としてヒ

ト穎粒膜細胞（GC）を用いてAR　mRNAの発現とARの機

能的役割を検討した．「方法」未熟卵胞から腹腔鏡にて採取

したGC（以下，未熟GC），　long　protocolによる過排卵刺

激一hCG投与にて採卵した際の卵胞液中から採取したGC

（以下，成熟GC），過排卵刺激で卵胞が十分大きくなった時

点でhCG投与を行わずに採取したGC（以下，　IVM時GC）

をそれぞれ培養に供した．培養終了後mRNAを単離し，半

日生殖医会誌　52巻1・2号

定量的RT－PCRを行った．「結果」成熟GCでは培養前から

既にAR　mRNAは発現していたが，　IVM時GCでは認め

られなかった，未熟GCではFSH（200mlU／ml）添加48

時間の後，hCGを添加1時間後よりAR　mRNAは発現し

た．未熟GCにhCGの添加がなくてもadenylyl　cyclase　ac・

tivatorであるforskolin（50　uM）の添加でAR　mRNAの発

現が認められた．また，ARの添加で濃度依存的にプロゲス

テロン（P4）の産生が克進した．「結論」GCではLHRの発

現に続いてAR　mRNAの発現が認められた、また，

forskolinの添加によりLHRの発現がなくてもAR　mRNA

の発現が認められた．培養液中のP4濃度はARの添加に

より濃度依存的に上昇した．ARはGCの機能分化を誘導

している可能性が示唆された．

16．マウス卵子紡錘体Time－1apse観察の試み

　　　　○荒木泰行1｝，吉澤　緑2｝，荒木康久1）

　　　　　　　　　　　　　（1〕高度生殖医療技術研究所，

　　　　　　　　　　　2）宇都宮大農学部生物生産科学科）

　目的）マウス初期発生過程における第2極体放出および

第1分割時の紡錘体の時間的動向をTime－lapse撮影によ

り試みた．材料と方法）B6D2F1系統の成熟雌マウスに過排

卵処理後，卵管膨大部より卵子を採取し，同系統の成熟雄マ

ウスの精巣上体尾部より採取した精子を用いて顕微授精を

施行した．WillCo－dishx（Glass　bottom　dish）上にHFF99

（扶桑薬品工業）＋α5％ヒトアルブミンの培養液ドロップ

を作製し，ミネラルオイルで被覆した．精子注入された卵子

は培養液に導入し，ディッシュを38℃設定のホットプレー

ト上に配置した自作のカバーを被せて3種混合ガス

（5％CO2＋5％02＋90％N，）を50ml／minの流量で供給しな

がら培養を行った．紡錘体の観察はOosightTMImaging

System（CRI　Inc．）を用いて，静止画を10秒ごとに撮影し

た．撮影された静止画を動画に変換した．結果）第2極体を

放出時および第1分割時の紡錘体動向を動画として観察す

ることが可能であった．

17．精巣腫瘍治療後における不妊治療

　　　　○森川泰如，西井昌弘，中里晴樹，柴田康博

　　　　　鈴木和浩　　　　　　　　　（群馬大泌尿器科）

　　　　　伊藤理廣，峯岸　敬　　　　（群馬大産婦人科）

（キーワード：精巣腫瘍　不妊）

　1993年から2005年までの12年間に群馬大学泌尿器科

で精巣腫瘍の診断のもと加療された153例を対象とし，治

療後の妊孕性・不妊治療について検討した．平均年齢は

33．7歳．患側は右が70例左が80例異時性発生の両側3例．

組織型はSeminoma　Non－Seminomaともに78例だった．

（結果）挙児希望のあった21例に対し19例の配偶者が妊娠

に至り，うち17例に挙児を得ることができた．自然妊娠は

13例でTESE／MESA施行は4例，体外受精の1例は他院

で治療されており，詳細は不明．治療前精液保存は15例に

施行したが，実際に使用したのは1例のみで，ICSI施行に

より挙児が得られた．（結語）生殖補助技術により，治療後で
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あっても高率に挙児を得ることが可能となっている．

シンポジウム：「卵巣刺激の最近の知見」

PCOSに対するインスリン抵抗性改善薬の排卵誘発効

果

　　　　○柴原浩章　　　（自治医科大医学部産科婦人科）

　PCOSは月経不順や排卵障害をきたす女性において比較

的頻度が高く，当科に通院する不妊女性全体の約7％に存

在する．その病態の中心はアンドロゲン過剰であるが，イン

スリン抵抗性症候群（IRS）による高インスリン血症は，

種々の機序によりアンドロゲン産生を促進する．HOMA

指数173以上を基準とすると，当科におけるPCOS不妊女

性の80％以上にIRSが存在した．IRSの治療薬であるビグ

アナイド（メトホルミン）は米国FDAのカテゴリーB（妊

産婦への投与による危険性の証拠なし）であり，すでに欧米

ではPCOS女性への排卵誘発効果がsystematic　reviewで

も認知されている．当科のPCOS不妊女性に対するICに

基づくCC＋メトホルミンによる排卵誘発率は，　CC単独に

よるそれを有意に凌ぐ結果であった（対周期80％vs　55％，

P＝0002）．副作用として消化器症状（悪心，便秘など）に

よる投与中止が約10％に存在した．現時点までの継続投与

者24名のうち16名に妊娠が成立した．欧米ではPCOS

女性の妊娠後にメトホルミンを継続投与した結果，流産率

およびGDM発症率の改善効果が報告されている．一方当

科ではPCOS女性の妊娠後の自然経過で流産率・GDM発

症率の増加をともに認めていないことから，今後の検討課

題と考える。

1

、
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第43回　日本生殖医学会中国四国支部学術講演会

会期：平成18年8月26日（土）

会場：宇部全日空ホテル

特別講演

ゴナドトロピンの作用機序

　　　　○峯岸　敬

　　　　（群馬大大学院医学系研究科器官代謝制御学講座

　　　　　　　　　　　　　　　　　　生殖再生分化学）

　ゴナドトロピンが女性では卵胞発育，排卵，その後の黄体

形成に中心的な働きをしていることは周知の事実でありま

す．一方，多数の卵胞が原始卵胞から発育する間に選択を受

けて，各月経周期に1つの卵が排卵される単一排卵の機序

は不明です．我々は，ゴナドトロピンのレセプターの研究を

通して，卵胞発育におけるゴナドトロピン作用を検討して

いるので，今回は，その実験結果と解説について報告します．

　卵胞発育の初期におけるゴナドトロピン非依存性の成長

には，卵と穎粒膜細胞の相互作用が重要であり，卵からのシ

グナルにより穎粒膜細胞におけるFSHレセプター（FSH－

R）の発現が調節されていると考えられます．具体的には，

FS旺Rの誘導に強く作用するアクチビン，　GDF－9などの

TGFβスーパーファミリーの働きが重要と考えます．

　ゴナドトロピン依存性の段階にはいると，ゴナドトロピ

ンは，局所因子と共同的にレセプター発現を増強するよう

に作用します．同時にゴナドトロピンの作用は，局所因子の

分泌様式にも変化をもたらし，例えば，FSHの作用によっ

て，アクチビンは減少し，インヒビンが増加します．さらに

アクチビンの結合蛋白であるフォリスタチンの産生が増加

し，アクチビンの効果は急速に抑制されインヒビン優位に

なります．インヒビンは，下垂体からのFSHの分泌を抑制

し，局所では，減少したFSHに反応するためにFSH－Rの発

現量の重要性が増すと考えられます．一方ゴナドトロピン

の作用により，エストロジェンの分泌は増加し，排卵前には

エストロジェンは，LH分泌を誘導すると共に，穎粒膜細胞

のLH－R発現を上昇させ，排卵に適した状況をつくります．

　卵巣の局所因子は，新規の物質が発見されたことで研究

が進んでいます．今回は我々の研究室で検討を行った物質

を中心に，ゴナドトロピンとレセプター発現の制御が単一

排卵機構に関わる可能性について報告します，

ワークショップ

1．クロミフェン抵抗性の多嚢胞性卵巣症候群患者に

　対するクロミフェンーメトホルミン併用療法の有用

　性の検討

　　　　○水口雅博，松崎利也，岩佐　武

　　　　　清水扶美，田中尚子，苛原　稔

　　　　　　　　　　　　　　　（徳島大大学院女性医学）

　目的：クロミフェン単独で排卵しない多嚢胞性卵巣症候

群（PCOS）患者に対して，メトホルミンを併用した排卵誘

発を行いその有用性を検討した．方法：クロミフェン100

mgによる排卵誘発で2周期以上排卵を認めない不妊

PCOS患者6例を対象とし，クロミフェン増療法（増量法）

とクロミフェンーメトホルミン併用療法（Met法）を1周期

ずつcrossover法で行った．増量法では月経周期の5日目

からクロミフェン150mgを5日間内服し，　Met法ではクロ

ミフェンに加えてメトホルミン750mgを卵胞が成熟する

まで内服した．本研究は倫理委員会の承認の下，書面による

同意を得て行った．成績：6例中5例が肥満症例で，その内

3例ではインスリン抵抗性が存在していた．増量法5周期

中1周期が排卵し妊娠はなかったが，Met法では6周期中

5周期（833％）が排卵し，2周期で単胎妊娠が成立した．

Met法で卵胞成熟に要した日数は13。5±3．1日（平均±標準

誤差）で，排卵した全周期が単一卵胞発育であった．Met

法はインスリン抵抗性のない者にも奏功し，周期中のFIRI，

HOMA－IR指数は一定の変動を示さなかった．結論：クロ

ミフェン抵抗性のPCOS症例に対して，クロミフェン増量

法では排卵率が低く，メトホルミンの併用で高率に排卵が

起きた．日本のPCOS患者にもメトホルミンが有用である
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可能性が示唆された．

2．着床障害に対する胚盤胞移植の有用性

　　　　○高崎彰久，畠中祥子，嶋村勝典

　　　　　森岡均　 （済生会下関総合病院産婦人科）

　　　　　濱崎　正，平松伸子

　　　　　　　　　　　（済生会下関総合病院中央検査科）

　　　　　田村博史，杉野法広

　　　　　　　　（山口大大学院医学系研究科産科婦人科）

　【目的】着床障害に対する胚盤胞移植の有用性を検討した．

【方法】着床障害例（79症例142周期）のうち胚盤胞移植を

行った群（BLI群；35症例51周期）と反復して2日目移

植を行った群（D21群；44症例91周期）の成績を比較した．

また，同時期の着床障害のない体外受精例（D2－2群；427

症例650周期）および非着床障害例に対する胚盤胞移植群

（BL－2群；28症例33周期）を参考とした．【成績】BL－1群の

着床率は12996でD2－2群の着床率と同程度の良好な成績

であったが，D2－1群では7．1％と低い着床率であった．一方，

BL－2群において着床率は36．2％と非常に良好な成績を示

した．妊娠率に関しても着床率と同様の傾向を示した．BL

－1群において移植胚数別の妊娠率を検討すると，1個37％，

2個25％，3個20％で，双胎率は2個33％，3個100％で

あった．品胎およびmonozygotic　twinは認めなかった．年

齢別のではBL－1群では30－34歳では40％と高い妊娠率

が得られたが加齢とともに妊娠率は低下した．これに対し，

D2－1群では30－34歳でも5％と低い妊娠率で加齢による

変化も認めなかった．また，BL2群では加齢による変化は

認められず，35歳以上でも90％を超える良好な妊娠率を

認めた．【結論】着床障害例に対し胚盤胞移植は有用である

と考えられた．しかし，高齢者の着床障害に対しては有効性

は認められなかった．また，移植胚数は着床障害であっても

胚盤胞移植であれば2個以下できれば1個が望ましいと考

えられた．

3．広島大学病院におけるMESAおよびTESE－ICSIの

　臨床成績

　　　　〇三田耕司1，原　鐵晃2，伊藤啓二朗2

　　　　　工藤美樹2，松原昭郎1，碓井　亜1

　　　　（1広島大大学院医歯薬学総合研究科腎泌尿器科，

　　　　　2広島大大学院医歯薬学総合研究科産科婦人科）

　【目的】広島大学病院におけるMESAおよびTESE－ICSI

の臨床成績を報告する．【対象】1995年から2005年までに

当院で無精子症と診断されMESAあるいはTESEで精子

回収を試みた25例．【結果】年齢は25歳から54歳（平均

35．9歳），血中FSH値は22mlU／mlから5＆8mIU／ml（平均

16．9mIU／m1）．25例中16例はMESAで採精が可能であり，

MESAで採精が困難であった9例のうち4例はTESEで

採精が可能であった．採精が可能であった20例中1例は配

偶者からの採卵が得られず，19症例47周期についてICSI

を施行した．全47周期あたり12周期（255％）に妊娠が成

立し（MESA：11周期／41周期（268％），　TESE：1周期／6

日生殖医会誌　52巻1・2号

周期（167％）），移植あたりの検討では35周期あたり12

周期（343％）（MESA：11周期／32周期（3生4％），　TESE：

1例／3周期（333％）），症例あたりの検討では，19例中10

例（526％）（MESA：9例／15例（60％），　TESE：1例／4

例（25％））に妊娠が成立した．【まとめ】MESAおよび

TESE－ICSIは無精子症患者の治療として有効であるが，今

後Microdissection　TESEなどの採精方法を含めた更なる

検討が必要と思われた．

4．子宮内膜症合併不妊の取り扱い

　　　　○大畠順恵，岩部富夫，原田　省

　　　　　寺川直樹　　　　（鳥取大医学部産科婦人科学）

　痔痛と不妊を主症状とする子宮内膜症は生殖年齢女性の

およそ10％と高頻度に存在し，リプロダクティブヘルスを

損なう疾患として社会的にも関心を集めている．当科の検

討では，一般不妊症検査で異常がなく，不妊原因検索のため

腹腔鏡検査が行われた症例の50％に子宮内膜症が存在し

た．この比較的不妊期間の長い不妊症患者における高い発

生率からも，内膜症と不妊との関連が強く示唆される．しか

し，その因果関係が明らかでないことから本症の治療方針

について未だ定見は得られていない．進行期内膜症患者で

は卵巣刺激に対する反応も悪く，poor　responderとなって

治療困難となる症例もあり，日常臨床で苦慮することも多

い．そこで，子宮内膜症合併不妊について現在までに報告さ

れている最新のエビデンスを紹介し，本症の治療の治療指

針について解説する．

一般演題

LSheehan症候群の1例

　　　　○折出亜希，金崎春彦，山上育子

　　　　　真鍋　敦，宮崎康二

　　　　　　　　　　　　　　（島根大医学部産科婦人科）

　［はじめに］Sheehan症候群は分娩時直後の大出血による

下垂体の壊死と梗塞により，下垂体前葉機能が，時には後葉

機能までもが障害される疾患であり，Sheehanによって報

告された．今回我々は，常位胎盤剥離に伴う大量出血後約

4カ月後頃より発症したSheehan症候群の一例を経験した

ので報告する．［症例］33歳，1経妊1経産．妊娠33週頃よ

りIUGRと診断されていた．妊娠34週2日），誘因なく突然

大量の性器出血（測定不能）が出現，胎児心拍を確認できず，

腹部板状硬であり，常位胎盤早期剥離の疑いで当院へ救急

母体搬送となり緊急帝王切開術を施行，1，326gの女児を死

産した．開腹時子宮は青黒く変色してCouvelaire徴候を呈

し，胎盤後血腫を認めた．術中出血量は羊水込みで約1，500

mlであった．術後はDIC状態を呈したが治療により改善

し，手術後12日目に退院とした．その後，術後から続く食

欲不振のため4カ月で体重が12kg減少し，全身倦怠感易

疲労感が強く，乳房は萎縮し恥毛はほぼ消失した．ホルモン

基礎値は，下垂体前葉系のホルモン値が総じて低下してお

り，それに伴いエストロゲン，コルチコイド，甲状腺ホルモ

ンの低下が認められた．LH－RH負荷試験TRH負荷試験

‘
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CRH＋CRH負荷試験でも反応性の低下を認め，　Sheehan

症候群と診断した．挙児希望があり現在Hydrocortisone　15

mg／day，　Dried　thyroid　25μg／dayの内服を行い，　hMG製

剤にて卵胞刺激を行っている．

2．初経前に卵巣茎捻転を認めた1例

　　　　○宇賀神奈月，山田るりこ，川島将彰

　　　　　小栗啓義林和俊前田長正

　　　　　深谷孝夫

　　　　　　　　　　　（高知大医学部産科婦人科学教室）

　（緒言）初経前の13歳の女児に卵巣茎捻転を認め，やむを

得ず卵巣摘出に至った1例を経験したので報告する．茎捻

転をおこした卵巣は形態学的に多嚢胞卵巣が疑われた．（症

例）患児は身長162cm，体重72kg，　BMI　274，初経は未発来

であった．下腹部痛および嘔吐を認め近医小児科を受診し，

腹部超音波検査にて下腹部に嚢胞性腫瘤を認めた．婦人科

疾患が疑われ，同日当院に緊急搬送となった．腹部触診にて

膀高に及ぶ腫瘤を触知し，MRIにて直径15cm，9cm大の

嚢胞性病変を認め，またnecklace　signを呈する＆7　x　3．1cm

大の左卵巣様腫瘤を認めた．緊急開腹手術を施行し，左右傍

卵巣嚢胞および左卵巣茎捻転を確認した．茎捻転した左卵

巣は暗紫色となり，捻転解除後も同様であったため術中に

家族とも相談の上，卵巣摘出を行った．また左右傍卵巣嚢胞

は嚢胞のみ摘出し両側卵管は温存できた．月経は未発来で

あったがホルモン検査および画像検査から将来多嚢胞性卵

巣症候群に移行する症例と考えられた．病理診断では卵巣

内に拡張した卵胞を認め出血，浮腫性病変が強い組織で

あった．（考察）今回我々は初経前に傍卵巣嚢胞とともに茎

捻転を起こした卵巣をやむを得ず摘出した症例を経験した．

小児における急性腹症では急性虫垂炎，急性胃腸炎，胃十二

指腸潰瘍などが頻度の高い疾患であるが，腫大した卵巣茎

捻転も鑑別疾患の一つとして考慮する必要がある．

3．子宮内腔異常に伴った胎盤ポリープに対して妊孕

　性温存のためTCRを施行した2症例

　　　　○清水恵子D，野口聡一），佐々木愛子’）

　　　　　鎌田泰彦D，安達美和1），Hao　Lin1）

　　　　　平松裕司D，中塚幹也2）

　　　　　　　　　　　　　（’）岡山大医学部産科婦人科，

　　　　　　　　　　　　　　2）岡山大医学部保健学科）

　子宮奇形や既往子宮手術の癩痕などの子宮内腔の異常は

癒着胎盤の原因となり胎盤ポリープの発生も見られる．今

回，私達は，妊孕性温存を希望し，経頸管的子宮鏡下切除術

（TCR）を行った子宮内腔変形に伴った胎盤ポリープの2

症例を経験したので報告する．［症例1］37歳0妊0産妊

娠9週胎児死亡のため他院にて子宮内容除去術を施行した

が，性器出血が続くため当科を受診した．経膣超音波検査に

て中隔子宮の左側内腔にポリープ様の高輝度腫瘤を認め血

流も検出された．妊孕性温存を希望したため，放射線科によ

る血管塞栓術が可能な状態でTCRを施行した．ポリープ

の焼灼切除と同時に子宮中隔も切除した．術後8カ月で，再
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度，自然妊娠し順調に経過した．［症例2］30歳．6妊2産．

既往妊娠は，妊娠初期流産3回，妊娠16週で胎児死亡，妊

娠37週，36週で常位胎盤早期剥離のため緊急帝王切開術

（2回目は胎児死亡）．今回，妊娠7週に前医を受診，経膣超

音波検査にて帝王切開癩痕部に胎嚢が見られたため，当院

へ紹介となった．癩痕部の子宮壁は2．4mmと菲薄化，胎嚢

は最大径22mmであった．胎芽心拍は78／minであり，翌日，

胎芽死亡となった．開腹手術回避，妊孕性温存の希望から，

MTX療法を施行し胎嚢が自然排出，月経の再開も認めた．

しかし，絨毛の一部は排出されず，超音波検査でも癩痕部に

血流を伴うポリープとして観察されたため，TCRを施行し

ポリープを焼灼切除した．

4．Y染色体構造異常を認めた無精子症の2例につい

　ての検討

　　　　○坪井　啓，石井和史，久住倫宏

　　　　　渡部昌実，公文裕巳

　　　　（岡山大大学院医歯薬学総合研究科泌尿器病態学）

　　　　　永井敦　（川崎医科大医学部泌尿器科）

　今回我々は染色体構造異常を認めた無精子症患者2例を

経験したので報告する．症例1：33歳，平成14年6月に結

婚．近医婦人科を受診時に無精子症を指摘され，平成15

年2月に当科紹介となった．当科初診時，両側精巣容量8

ml，精液検査では無精子症を認めた．内分泌検査ではテス

トステロン19589ng／dl，　FSH　219mIU／m1，　LH　4493mlU

／mlであった．染色体検査では染色体長腕（q）q112を切断

点とする同腕二動原体染色体とDAZ遺伝子欠失を認めた．

現在，治療は未確定である．症例2：35歳，平成17年6月

に結婚．挙児希望で近医婦人科を受診し，精液検査で無精子

症を指摘された．初診時，精巣容量は右精巣20ml，左精巣

22ml，内分泌検査ではテストステロン686ng／dl，　FSH　90

mIU／ml，　LH　92mIU／mlであった．染色体検査では症例1

と同様に同腕二動原体染色体を認めたが，DAZ遺伝子の

欠失は認めなかった．精巣生検を行ったところ，Johnson’

sscore　5（maturation　arrest）であり，精巣内精子回収は困

難と判断し，現在，未治療である．近年，Y染色体構造異常

においてもTESE・ICSIによって妊娠の可能性がある．しか

し，児に同様の染色体異常が遺伝される可能性があり，倫理

的側面に十分留意し治療する必要がある．

5．クラインフェルター症候群に対する顕微鏡下精巣

　内精子採取術の臨床的検討

　　　　○公平直樹，國枝太史，植月祐次

　　　　　斉藤亮一，青山輝義，井上幸治

　　　　　寺井章人　　　　　　（倉敷中央病院泌尿器科）

　【目的】クラインフェルター症候群の患者であっても精巣

内に精子の存在が確認できれば，それを採取し卵細胞内精

子注入法によって妊娠・出産が期待できることが広く知ら

れている．そのため精子採取率を向上することを目的とし

顕微鏡下精巣内精子採取術（microdissection　TESE；MD－

TESE）の技術が多くの施設で導入されるようになった．わ
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れわれもこの技術を導入し無精子症を主訴に受診され，ク

ラインフェルター症候群と診断された患者に対して上記手

術をすすめている．【対象と方法】クラインフェルター症候

群と診断されMD－TESEを施行した症例の16例を対象と

した．顕微鏡下に精細管を採取．同手術室内で精子の有無を

確認．もし片側で検出できない場合は対側も同様に精細管

を採取して検査した．術後も精細管を細断し，精子の有無を

再度検査するようにしている．【結果と考察】精子が回収で

きたのは40％であった．精子が回収できた群とできなかっ

た群では，LH，　FSH，年齢，精巣体積などに有意差はみと

められなかった．また精子が存在した場合は片方の精巣生

検で確認できた．すなわち片方の精巣生検で精子が確認で

きなかった場合に対側の精巣生検を追加しても精子が採取

できた症例はなかった．

6．配偶者間人工授精（AIH）の成績に影響を与える因

　子について

　　　　○谷口　憲，田村博史，西藤真紀子

　　　　　三輪一知郎，中川達史，松岡亜希

　　　　　村上明弘，縄田修吾，武田　理

　　　　　杉野法広

　　　　　　　　（山口大大学院医学系研究科産科婦人科）

　【目的】AIHの成績に影響を与える因子について検討し

た．【方法】当院不妊外来にてAIHを施行した162症例，560

周期を対象とし，AIHの成績と，精液所見，精子調製法，

排卵誘発法，季節との関連性を検討した．また，至適AIH

回数を累積妊娠率により検討した．【結果】周期，および症例

あたりの妊娠率はそれぞれ＆0％，28％であった．妊娠周期，

非妊娠周期において明らかな精液所見の違いは認めなかっ

た．しかし，総運動精子数1，000万未満の周期では，有意に

妊娠率は低かった．各種精子調製法，排卵誘発法においては，

妊娠率に有意差を認めなかった．累積妊娠率の検討では，

AIH　3回で71．1％，6回で978％であった．また，季節によ

る精液所見への影響は認めなかったが，妊娠率においては，

春，6．1％，夏，75％，秋，50％，冬，132％であり，冬に

妊娠率が高値であった．【結論】総運動精子数lOOO万未満

を反復する症例においては，AIHでは満足いく妊娠率は得

られないと考えられた．AIHは，6回以上の継続では効果は

期待できず，体外受精などへのステップアップが必要と思

われた．また，精液所見は，四季を通じて変化は認めないも

のの，季節によりAIHの成績に影響を与える因子が存在す

る可能性が示唆された．

7．無精子症に対するTESE－ICSI一胚盤胞移植成績の検

　討

　　　　○桑原　章，須藤文子，山崎幹雄

　　　　　牛越賢治郎，檜尾健二，苛原　稔

　　　　　　　　　　　　　　　（徳島大大学院女性医学）

　【目的】当院におけるTESBICSIの成績を検討した．【対

象】2003～2005年の3年間に採卵を行った317周期
（IVF：114，射出精子ICSI：173，　TESEJCSI：30）を対象
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とした．凍結融解周期，GnRH　agonist　longプロトコル以外

の刺激周期は除外した．胚移植は胚盤胞期（Day56）に最

大2個を移植した」結果】夫の原因は精管結紮後1例，47，

XXYl例，他は原因不明の無精子症であった．妻の平均年

齢はIVF，　ICSIに比べてTESEJCSIで有意に若かった

（343歳，347歳，31．2歳）．平均採卵数は3群間で有意差は

無かった（9．4個，軌9個，11D個）．受精率はそれぞれ60．1％，

5仕7％，2＆4％とTESE群で有意に低いが，胞胚到達率は

3群間で差は無かった．採卵あたり妊娠率はそれぞれ

3肪％，254％，290％，移植あたり妊娠率は45．5％，31．7％，

50．0％であった．TESE－ICSI症例を新鮮精子と保存精子で

比較すると，受精率は新鮮周期で49．1％，保存周期で2生6％

（P＜OC1）であったが，胞胚形成率に差は無かった．【考察】

TESE－ICSIの受精率は他の群と比較し低いが，受精後の成

績（胞胚形成率，移植当たり妊娠率）は同等の成績が得られ

た．一方，新鮮精子周期では保存精子周期より高い受精率が

得られた．保存精子を用いたTESEJCSIで受精卵が得られ

がたい時は再TESEを行うことも考慮される．

8．Conventional　WFにおける前培養時間の初期胚発

　生に及ぼす影響

　　　　○湯本啓太郎，上野ゆき穂，志村陶子

　　　　　奥田　梓，竹下千恵，若槻有香

　　　　　岩田京子，錦織恭子，加藤一雄

　　　　　見尾保幸

　　　　　　　　　（ミオ・ファティリティ・クリニック

　　　　　　　　　　　　　リプロダクティブセンター）

　【目的】Conventional　IVF（cIVF）において，採卵から媒

精までの前培養時間がその後の胚発生に及ぼす影響につい

て検討した．【方法】平成18年1月より5月までに当院にて

cIVFを行った症例のうち，　MII卵数が5個以上であった

43症例を対象とした．GnRHアナログまたはGnRHアンタ

ゴニスト併用調節卵巣刺激を行い，主卵胞径が約20mm

に達した時点でhCG　10，000単位を投与し35時間後に採卵

を実施した．採取したMII卵を無作為に前培養4時間群

（n＝253）と7時間群（n＝226）に分けて媒精し，その後の

2PN受精率，多精子受精率，非受精率，分割率，良好胚率

について両群間で比較検討した．【結果】2PN受精率，良好

胚率は，4時間群（それぞれ751％，650％）が7時間群

（615％，539％）に比して明らかに良好であった（それぞれ

p＜001）．多精子受精率は4時間群（7．1％）が7時間群

（173％）に比して有意に低率であった．（p＜001）．分割率お

よび非受精率は両群で差を認めなかった（4時間群：98．3％

および138％，7時間群：948％および177％）．【考察】卵

子の前培養時間はその後の胚発生に影響を及ぼす重大な因

子になり得ると考えられ，Conventional　IVFにおける至適

前培養時間は4時間程度であることが示された．

g．ARTにおけるFSH自己注射の有効性と安全性に関

　する検討

○須藤文子，桑原　章，山崎幹雄
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　　　　　岩佐　武，牛越賢治郎，檜尾健二

　　　　　松崎利也，苛原　稔

　　　　　　　　　　　　　　　（徳島大大学院女性医学）

　【目的】ARTを目的とした調節卵巣刺激法ではFSH投与

のために連日通院が必要となる．今回我々は，FSH製剤を

自宅へ持ち帰る自己注射方法による治療の有効性，安全性

と患者負担に関して検証した．【方法】ARTのためGn　RHa

long法で調節卵巣刺激を行う症例8例を，ランダムに通院

注射と自己注射の2群に分けて治療を行った．FSH製剤は

リコンビナントFSH（フォリスチム，オルガノン）を用い

た．自己注射群では，患者自身が30G針付注射器を用いて

皮下投与し，注射部位の局所反応の評価を行い，周期終了後

にアンケート調査を行った，【結果】通院3周期，自己注射

5周期の全周期において採卵が可能で，両群間でhCG投与

日血中FSH値，　E2値，採卵数に差は無かった．妊娠例は通

院群で1例，自己注射群で2例認めた．FSH投与日数は通

院注射で9－10日，自己注射で9－ll日であった．一方，　hCG

投与日までの通院日数は通院注射で9－11日必要であった

のに対し自己注射では2－3日と短縮していた．中等度

OHSSに該当する卵巣腫大が通院で3例，自己注射で2例

認めたが症状は軽微であり入院管理を要する症例は無かっ

た．アンケート調査では自己注射の手技が難しかったと答

えた症例が2症例あったが，5症例とも満足度は高く，将来

的な自己注射の導入に賛成であった．【考察】リコンビナン

トFSH製剤自己皮下注射法は安全性が高く，治療効果にお

いても通院投与と同等であった．通院日数が減り患者負担

の負担軽減がはかられ，有用な治療法となる可能性がある．

10．選択的単一胚盤胞移植を実施後の多胎率と妊娠

　　率の変化に関する検討

　　　　○原　鐵晃，伊藤啓二朗，田中教文

　　　　　大亀真一，工藤美樹

　　　　　　　（広島大医歯薬総合研究科展開医科学専攻

　　　　　　　　　　　病態制御医科学講座（産婦人科））

　【目的】ARTによる多胎妊娠を減少させるには単一胚移

植が適応となるが，妊娠率を低下させない条件の設定が重

要である．また，選択的単一胚盤胞移植（elective　single

embryo　transfer：eSET）にすべての患者が同意するわけ

ではない．そこでsSETにより実際に多胎妊娠が減少した

か検討した．【方法】当院ではeSETの条件を35歳以下で，

グレード3AA以上の胚盤胞が2個以上得られた場合とし

た（昨年，当学会で発表）．平成16年1月から平成18年3

月までに新鮮もしくは凍結融解胚盤胞移植を行った157

例に対し，胚盤胞1個移植79例（新鮮胚62例，凍結胚17

例），2個移植78例（新鮮胚49例，凍結胚29例）を行った．

このうち29例がeSETの条件を満たし，患者の同意を得ら

れた18症例に対してeSETを行い，同意を得られず2個移

植を行った11例と，妊娠率および多胎率を比較した．【成

績】eSET群は，12例（667％）が妊娠し，全例単胎妊娠

（多胎率0％）であった．eSETの同意が得られず2個移植を

行った11症例は9例（81．8％）が妊娠に至ったが，うち4
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例（444％）は2絨毛膜性双胎であった．IVF－ET全体の成

績においても，eSET採用前と比較すると，妊娠率を下げる

ことなく（39．1％v＆376％），多胎率を半減することが可能

であった（240％vs．119％）【考察】適応あるひと全員から

eSETの同意が得られれば，全体の多胎率も5％となり有

意（p＜005）に多胎率が減少したと考えられる．施設毎に

条件を設定し，eSETの適応を厳密に守れば全体の妊娠率

を低下させることなく多胎率を減少させうると考えられた．

11．PPARγリガンドは子宮内膜症細胞の増殖を抑制

　　する

　　　　○大浜陽子，池田綾子，田頭由紀子

　　　　　渡辺彩子，庄司孝子，竹中泰子

　　　　　大畠順恵，光成匡博，吉田壮一

　　　　　片桐千恵子，岩部富夫，原田　省

　　　　　寺川直樹　　　　　（鳥取大医学部産科婦人科）

　【目的】TNFαは転写因子NFkBを介してIL－8を産生誘

導することにより，子宮内膜症細胞の増殖を促進すること

を報告してきた．本研究では，PPARγのリガンドであるピ

オグリタゾンが子宮内膜症間質細胞のIL－8産生と増殖に

及ぼす影響を検討した．【方法】手術患者の同意を得て採取

した卵巣チョコレート嚢胞から分離培養した子宮内膜症間

質細胞を対象とした．間質細胞におけるPPARγの遺伝子

発現をRT－PCRで，蛋白発現を免疫染色で検索した．間質

細胞にTNFαとピオグリタゾンを添加し，24時間後の培

養上清中のIL－8産生量をELISAで測定し，細胞増殖能を

Brdu取り込みにより評価した．ピオグリタゾンのNF－kB

活性化への影響をリン酸化1－kBのWestern　blottingによ

り検討した．【結果】子宮内膜症間質細胞においてPPARγ

の遺伝子発現が観察され，蛋白発現は核内に優位に認めら

れた．TNFαの添加はIL8の産生を優位に促進した．ピオ

グリタゾンの添加は，IL名産生と細胞増殖能を濃度依存性

に抑制した．ピオグリタゾンの添加はTNFαによるリン酸

化1－kBの発現に影響を及ぼさなかった．【考察】ピオグリタ

ゾンはTNFαによるIL8産生誘導を減弱することで内膜

症間質細胞の増殖を抑制することが示された．PPARγリガ

ンドが子宮内膜症治療薬となる可能性が示唆された．

12．当科における黄体化未破裂卵胞（LUF）症候群につ

　　いての検討

　　　　○末岡幸太郎，木塚文恵，伊藤　淳

　　　　　平林　啓，沼　文隆，伊東武久

　　　　　　　（社会保険総合病院徳山中央病院産婦人科）

　【目的】当科における黄体化未破裂卵胞（LUF）症候群に

ついて後方視的に検討し，今後の治療の一助とすること．

【方法と対象】平成14年1月1日から平成17年12月31

日まで当科を初診した不妊症患者295人のうち，LUFと診

断された周期を有する30人（102％）を対象とし，その治

療，既往歴等について後方視的に検討した．なおLUFの診

断は超音波にて卵胞径の増大が持続し，ダグラス窩にエ

コーフリースペースを認めないが，血中プロゲステロン値
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の上昇あるいは基礎体温の上昇を認めるものとした．【結

果】排卵の有無を確認できた223周期のうち82周期

（3仕8％）でLUFと診断された．自然周期で33周期（402％）

と最も多く，また排卵誘発のためのHCG投与の有無で比

較すると，HCG投与有りでの周期でLUFとなる確率は

117周期中39周期（333％）で，無しの周期で106周期中

43周期（406％）であった．さらにHCG投与無しでLUF

を認めた症例が，HCG投与により排卵する確率は6丘6±

284％であった．HCG投与によっても排卵せずにLUFと

なった症例は2例で，ともにチョコレート嚢腫の術後であ

りそのうち1例は再発をきたした症例であった．【結論】

LUFは自然周期で最も多かったが，　HCG投与で改善が認

められる傾向であった．ただしHCG投与でもLUFとなる

症例があり，特にチョコレート嚢腫術後の症例は注意を要

する．

13．不妊患者における黄体周囲血流と黄体機能との

　　関係

　　　　○嶋村勝典，高崎彰久，畠中祥子

　　　　　森岡　均　　　（済生会下関総合病院産婦人科）

　　　　　谷口　憲，三輪一知郎，田村博史

　　　　　杉野法広

　　　　　　　　（山口大大学院医学系研究科産科婦人科）

　【目的】不妊患者における黄体周囲血流と黄体機能との関

係を検討した，【方法】不妊患者64例を対象に，尿中LH

サージを認めたかHCG投与日をLO日とし，この時の卵胞

周囲血管のresistance　index（RI）値を測定．また，排卵直

後，黄体期初期，黄体期中期，黄体期後期各々の黄体周囲血

管のRI値を測定し，黄体期中期の血中progesterone（P4）

値も測定した．【結果】黄体期中期の黄体周囲血管RI値とP

4値の間に有』意な負の相関（R＝－071，p＜001）を認めた．

黄体機能正常症例（P4≧10ng／ml，　n＝49）ではRI値は，

LO日（055±α06）に比し排卵直後に049±α05と有意に

（p＜α05）低下し，黄体期初期，中期では046±α06，046±

005とさらに（P＜α01）低下した．黄体期後期になるとRI

値はα55±α06まで上昇した．黄体機能不全症例（P4＜10

ng／ml，　n＝10）では，黄体期初期までは黄体機能正常症例

と同様のRI値の変化を示したが，黄体期中期のRI値は

054±0．05と黄体機能正常症例に比し有意に（p＜001）高値

であった．LUFの症例（n＝5）では黄体期初期よりRI値は

α53±0刀6と黄体機能正常症例に比し有意に（p＜0．05）高値

であった．【考察】黄体周囲血管の血流は黄体機能と密接な

関連があることが示唆された．黄体機能の評価をする上で，

黄体周囲血管のRI値の測定は簡易にでき，有用であると

考える．また，黄体期中期の黄体周囲の血流障害が黄体機能

不全の原因の1つである可能性が示唆された．

14，難聴・嗅覚異常を合併した原発性無月経の1例

○浅田裕美，山縣芳明，村田　晋

　鳥居麻由美，竹谷俊明，住江正大

　江本智子，滝口修司，中田雅彦

日生殖医会誌52巻1・2号

　　　　　杉野法広

　　　　　　　　（山口大大学院医学系研究科産科婦人科）

　難聴と嗅覚障害を合併した原発性無月経の1例を経験し

た．症例は18歳女性で，初経を認めないため当科を受診し

た．先天性難聴を指摘されており，嗅覚障害も自覚していた．

母親には先天性難聴，嗅覚障害と遅発月経を，父親にも先天

性難聴を認めていた．身長158cm，体重43kgで，明らかな

外表奇形は認めなかったが，乳房・恥毛発育は不良であっ

た．子宮は発育不良を呈し，両側卵巣は比較的小さいものの

卵胞様像が確認できた．染色体検査では正常女性核型で

あった．血中エストラジオール（E2）値は252～416pg／m1

と低値で，無月経の程度は第2度であった．LH三RHテスト

ではFSH・LH基礎値はともに基準範囲内で，　FSHは正常

反応，LHは過剰反応を示した．　HMGテストでは卵胞発育

および血中E2値の上昇を認めた．抗核抗体・副甲状腺ホ

ルモン値が軽度高値を示す以外，その他の血液検査上に異

常は認めなかった．両側の高度感音性難聴と高度嗅覚障害

を認めたが，頭蓋内に占拠性病変は認めなかった．本症例は

難聴を合併し，家族歴から遺伝性が示唆されるため，不完全

型XX純粋型性腺形成不全症のうち家族性発生で難聴を合

併するPerrault症候群が最も疑われる．

15．診断に苦慮した原発性無月経の1例

　　　　○中村康彦讃井裕美，田村功

　　　　　古谷信三，佐世正勝，上田一之

　　　　　　　　　（山口県立総合医療センター産婦人科）

　【目的】Hypergonadotropic　hypogonadismを呈し，診断

に苦慮した原発性無月経の症例を経験したので報告する．

【症例】症例は25歳の既婚女性．原発性無月経にて19歳時

に消腿性出血を誘発した既往がある．身長：152cm，体重：

43Kg、乳房発育：Tanner　HI，恥毛発育：Tanner　IVであっ

た．血中LH，　FSH，　PRL，エストラジオール（E），テスト

ステロン値は142mlU／ml，11mlU／mL　98ng／ml，544

pg／ml，19ng／dlであった．経膣超音波検査では，両側卵巣

にPCOSを疑わせるような小卵胞を認めた．染色体検査は

46，XXと正常女性核型を示した．クロミッド100mg／day

x5日間の投与では，卵胞経：13x10mm，　E：130pg／mI

までの卵胞発育で卵巣の反応は停止した．hMG1501U　x7

日間の投与では，卵胞発育無く，E：729→754pg／mlの増

加しか認めなかった．次にhMG　300×6日間の投与を行っ

たところ，多数の卵胞発育を認め，OHSS様の卵巣腫大，排

卵前E：3735pg／ml，プロゲステロン値（P）：α7ng／ml，黄

体期のピークE：6935pg／ml，　P：144ng／mlを呈した．

【考察】FSH受容体異常の可能性が推察された．今後は

hMG投与量を調整しつつ，挙児希望に応えたい．

16．流産既往を有するプロテインS欠乏症患者に対

　　するヘパリン療法

○谷脇加奈，荒田和也，池田綾子

　田頭由紀子，渡邉彩子，大濱陽子

　庄司孝子，大畠順恵，光成匡博
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　　　　　谷口文紀，片桐千恵子，岩部富夫

　　　　　原田　省，寺川直樹

　　　　　　　　　　　　　　（鳥取大医学部産科婦人科）

　不育症の原因は多岐にわたり，未だ治療法が確立されて

いない．近年，抗リン脂質抗体症候群や血液凝固異常の不育

症患者に対してヘパリン療法の有用性が報告されている．

今回，血中プロテインS欠乏症による血液凝固異常で流産

を来たした症例に対して，抗凝固療法が有効であったので

報告する．今回経験した2症例は習慣流産のスクリーニン

グ検査で抗リン脂質抗体は陰性であり，PTおよびAPTT

は正常範囲であったが，血中プロテインS値の低下を認め

た．両症例とも充分なインフォームドコンセントを行った

うえで，妊娠反応の確認後早期からアスピリンとヘパリン

併用による抗凝固療法を開始した．症例1は3回の自然流

産既往であり，妊娠初期にプロテインS値は19％と著明

に減少していた．第一子は妊娠37週で，第二子も妊娠38

週で正常経膣分娩した．産後の骨塩量測定で，骨塩量は若干

減少しており外来で経過観察中である．症例2は自然流産

1回の続発不妊症で，妊娠初期にプロテインS値が23％で

あり，抗凝固療法を開始した．現在，妊娠18週で経過良好

である．ヘパリン療法は，抗凝固作用により子宮動脈の血流

改善すること，また，ヘパリンの補体活性制御の報告もある

ことから妊娠予後を改善する可能性が示唆された．今回，プ

ロテインS欠乏症例に対してヘパリン療法が妊娠継続に

有効であった2例を報告した．
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1．当科でのARTにおける多胎妊娠の現状について

　　　　○伊藤恭子，福田　淳，河村和弘

　　　　　熊谷　仁，児玉英也，田中俊誠

　　　　　　　　　　　　　　　（秋田大医学部産婦人科）

　多胎妊娠は生殖補助医療において避けるべき重大な合併

症の一つである．当科においても，多胎防止のため，SET

（single　embryo　transfer）を検討中であるが，2個移植をお

こなっているのが現状である．今回われわれは，単胎・双胎

における，早産率・出生体重・帝王切開率・胎児異常につ

いて検討した．〔方法〕2002年1月～2005年12月までに，

当科でのIVF－ETにおいて，妊娠が成立し，当科において出

産した57症例でおいて，単胎（n＝43）・双胎（n＝14）そ

れぞれの，早産率・出生体重・帝王切開率・胎児異常につ

いて検討した．〔結果〕早産率は，単胎で23％，双胎で

7M％であった．低出生体重時の割合は単胎で16．6％，双胎

では4仕4％であった．また，双胎における1，000g未満の超

低出生体重時の割合は25％であった．帝王切開率は単胎で

1＆6％，双胎では7M％と高い割合であった．胎児異常は単

胎が1例（多指症）のみであったのに対して，双胎では3例

（CP　1例，　PVL　1例，　PVL・頭蓋内出血1例）であった．〔考

察〕双胎妊娠はかなりのハイリスクであり，当科において

もeSETを積極的に導入すべきであると思われた．

2．ARTにおける多胎妊娠防止の試み

○相澤純子，佐々木恵子，鈴木明香

　菅原可奈子，太田百恵，熊谷志麻

　中條友紀子，西中千佳子，宇都博文

　菅藤　哲，京野廣一

　　　　　　　　　（レディースクリニック京野

　　　京野リプロダクションリサーチセンター）

　目的：2002年より3期にわたり多胎妊娠減少を試みた．

方法：2001年をコントロールC群とし，1段階（2002年1

月より）では40歳未満の3個胚移植，2段階（2003年7月

より）では38歳未満，胚移植回数2回以下をすべて2個胚

移植，3段階（2005年1月より）では35歳以下，胚移植回

数2回以下はすべて1個移植とした．この効果を新鮮胚・

凍結胚移植に分けて着床率・妊娠率・多胎妊娠率より検討

した．成績：新鮮群；各段階において3個移植率は5軌5％

から406％，12B％，3、8％に低下し，2個移植率は27．1％か

ら377％，662％と上昇，3段階では525％とやや下降し

た．1個移植率は134％から21．7％，210％とほぼ横ばい，

3段階で4a6％と上昇した．着床率・妊娠率はC群

194％・3＆3％に対し各段階で2α8％・335％，227％・

36．1％，2仕6％・354％と横ばいであった．多胎妊娠率はC

群30．1％に対し，333％，197％，198％と2段階で有意に

低下した（P＜0．Ol）．凍結群；各段階において3個移植率は

524％から472％，165％，19％に低下し，2個移植率は

355％から3＆8％，627％と上昇，3段階では493％と下降

した．1個移植率は各段階で121％から14．0％，208％，

4＆8％と上昇した．着床率・妊娠率はC群133％・2“％

に対し1＆7％・337％，230％・337％，356％・442％と3

段階で有意に上昇した（各々P〈001・α05）．多胎妊娠率は

C群212％に対し，30．5％，326％，221％と3段階目で低

下傾向を示した．結論：35歳未満，治療回数2回では1個

胚移植で十分である．凍結胚移植ではガラス化法の確立に

よりさらに1個移植の適応拡大が可能である．

3．最適な採卵針の検討

　　　　○宇都博文，熊谷志麻，西中千佳子

　　　　　相澤純子，中條友紀子，佐々木恵子

　　　　　鈴木明香，京野廣一

　　　　　　　（医療法人社団レディースクリニック京野

　　　　　　　京野リプロダクションリサーチセンター）

　【目的】採卵の合併症のうち腹腔内出血は，まれではある

が重大な合併症の一つである．当院では最近10年間で

3，500回の採卵に対し，入院管理を必要とした腹腔内出血を
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3例経験した．これまで18ゲージ（G）の採卵針を用いてき

たが，出血の危険を減らすためにより細い採卵針が良いと

考え，その他の因子を含め最適な採卵針を検討した．【方

法】当院で無作為前方視試験を行った．すべての患者（n＝

81）にインフォームド・コンセントを行った．採卵時に15

mm以上の卵胞を3つ以上有する患者を対象とした．10

mm以上の穿刺卵胞における，採卵数・採卵率（採卵数／穿

刺卵胞数；％）・成熟卵率（成熟卵／採卵数；％）・受精率

（％）・day　3の良好胚率（％）・出血量（ml）・採卵時間（分）

を検討した．出血量は採卵1時間前，採卵2時間後のヘマト

クリットの測定によって間接的に評価した．【結果】19・

20・21Gの採卵針を用いた患者数は，各々28・28・25名で

あった．採卵数は各々（8．0±50，＆1士5．2，7．3±26），出血

量は（145の±70．1，1423±51．6，13α4±533），成熟卵率は

（742，75。8，80β），受精率は（7a6，83．L　74．8），　day　3

の良好胚率は（41．7，391，32．6）であった．いずれも3つ

の採卵針の間に有意差はなかった．採卵率は19Gより21

Gが有意に低かった（62、5％vs　4＆0％，　p＝0002）．採卵時

間は19G・20Gに比べ21Gが有意に長かった（19G，20G，

21G＝40±17，53±2β，79±3．1；21Gvsl9G，21Gvs20

G，p＝（1001）．【結論】出血の危険を減らし，かつ適切な採

卵時間と採卵率を得るためには19G・20Gが推奨される．

4．不妊学級において患者より得られた質問の検討

　　　　○大宮由紀，加茂野倫子，神山和枝

　　　　　橋爪千穂，鈴木妙子，千葉洋子

　　　　　境ひろみ，高橋千春，菊池裕幸

　　　　　青野展也，吉田仁秋

　　　　　　　　　　　　　（吉田レディースクリニック）

　【目的】不妊治療中の患者は治療に関してどのような情

報を求めているかを分析し，今後の不妊学級の内容に反映

させるべく，患者より得られた質問内容の検討を行った．

【方法】2001年3月～2006年3月の間に，治療開始間もな

い患者を対象とした不妊学級において，自由記入形式，無記

名での質問を患者より回収し，内容別に集計を行い検討し

た．【結果】103名から，計203個の質問を得た．これらを分

類すると「生活習慣，日常生活」に関する質問が29個

（14．3％）と最も多く，次いで『治療費』に関する質問が19

個（95％），「副作用」についてが16個（79％），「ホルモン分

泌異常」についてが14個（住9％），「ストレス，精神面」に

ついてが13個（6．4％）であった．その他として「治療内容」，

「排卵障害⊥「腹腔鏡検査・手術⊥「子宮内膜症」などの質問

が続いた．【考察】自分の普段の生活と不妊の関係を心配し

「生活習慣，日常生活」について知りたいと思っている患者

の割合が予想以上に多いことがわかった．今回の検討の結

果，質問全体の約4割は不妊学級の中で説明している内容

であったが，残りの質問には今までの不妊学級では患者の

要望に応えられていないことが明らかとなった．そのうち

複数の質問者がいた内容については今後不妊学級に取り入

れる必要があると思われた．患者は治療内容以外にも広範

囲にわたった情報を求めているため，医療者側も幅広い知

日生殖医会誌　52巻1・2号

識を習得し，患者の要望を満たすような不妊学級の形を

作っていくことが重要であると思われた．

5．挙児希望者のホルモン負荷試験について

　　　　○吉崎　陽，小見英夫，昆　理子

　　　　　杉山　徹

　　　　　　　　　　　　　　　　（岩手医科大産婦人科）

　「目的」当科におけるホルモン負荷試験の結果をまとめ，

ホルモン負荷試験によって，妊娠の可能性を予測できるか

どうか検討した．「方法」対象は平成12年3月から平成17

年5月に不妊外来を受診した患者のうち，ホルモン負荷試

験を受けた437人で，年齢：20～44歳（中央値：32歳，平

均：322歳），妊娠率：122／437例（279％）であった．ホル

モン負荷試験の方法は，検査の時期が月経周期第3から5

日目の午前8時30分から10時，採血間隔がホルモン負荷

前，負荷後15分，負荷後30分，検査項目はLH，　FSH，

PRLである．　LHRH　IOOμg，　TRH　500μgを使用した．「結

果」負荷前のFSH測定は424例に行った．　FSH（424例）0－

5mIU／mL　l　13例（267％），5－10mlU／mL　268例（632％），

10－20mIU／mL　29例（6．8％），20mIU／mL以上14例

（33％），∠FSH30（負荷後30分の変化率）は423例につい

て検討し，正常と考えられる15～25は277例（655％）で

あった．∠1LH30は419例で検討し，正常と考えられる5～

10がll1例（2丘5％）であった．∠］FSH30（L5～25）かつ

∠】LH（5～10）は99例（236％）であった．妊娠率は負荷

前のFSHで分類するとそれぞれ0－5mIU／mL　35／113例

（31．0％），5－10mIU／mL　66／268例（246％），10－20mlU／

mL，　l　l／29例（379％），20mlU／mL以上5／14例（357％）

であった．∠lFSH30（423例）の違いによる妊娠率は1．5

未満30／111例（270％），15～2576／277例（2ア4％），2．5

超11／35例（31．4％）∠］LH30（419例）の違いによる妊娠

率は5未満78／274例（2＆4％），5～1024／ll1例（21．6％），

10超13／34例（3＆2％），正常と考えられる∠IFSH30（1，5～

25）かつ∠LH（5～10）の妊娠率は21／99例（212％）であっ

た．またLH／FSHを420例で検討した．1未満：302例

（71．9％），1以上：118例（2＆1％）であった．妊娠率は1未

満：81／302例（263％），1以上：34／118例（28B％）であっ

た．LH／FSH　l　l以上でFSH正常反応・LH過剰反応を示す

教科書的なPCO所見を示す患者は0例（0％）であった．

高PRLの頻度を426人について検討するとPRLの異常を

示す患者は316人（742％）で，その妊娠率は81／316人

（256％）であった．「結論」ホルモン負荷試験を受けた患者

の妊娠率は122／437例（27．9％）であった．LHおよびFSH

の反応が正常と考えられる症例は99例（23．6％）で，妊娠

例は21／99例（212％）であった．PRLの分泌の異常を示す

患者は316人（742％）で，分泌の動態による妊娠率に差を

認めなかった．いずれの検討においても年齢分布に有意差

がなかった．「まとめ」当科におけるホルモン負荷試験の結

果について検討した．不妊の原因，治療内容の検討が行われ

ていないため，結論を述べることは不可能であった．異常値

を示しているにもかかわらず，妊娠率に大きな差がない理
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由として，異常値に対して治療が十分に行われている可能

性があった　さらに症例数と項目を増やして検討する必要

がある．

6．ControUed　ovarian　stimu』tion（COS）における

　GnRH　agonist　long　pmtoco1の有用性に関する検

　討

　　　　○伊藤明子，熊耳敦子，高山智子

　　　　　菅沼亮太，林章太郎，小宮ひろみ

　　　　　片寄治男，佐藤　章

　　　　　　　　　　（福島県立医科大産科婦人科学講座）

　［背景］COSでは，　GnRH　agonist（a）投与による下垂体

へのdown　regulationを利用し，内因性LH上昇による予

期せぬ排卵を抑制，採卵時期を制御できる．また，投与法に

よりflare　up現象を利用した過排卵が期待でき，症例にあ

わせたCOSを可能にする．しかし，　GnRHaの長期曝露は，

卵巣願粒膜細胞のアポトーシス誘導などARTに不利な効

果も指摘されており，今後COSの中心はGnRH　antagonist

に移行する可能性がある．［目的］GnRHa　long　protocol投

与の有効性を，投与量により比較検討し後方視的に調査す

る．［方法］2004年1月から2005年12月まで当科でIVF

及びICSIのためGnRHa　long　protocolによるCOSが実施

された303症例，440周期を対象にした．GnRHa投与量に

関しA群；600μ／日　B群；900μ／日　C群；600μ／日で開

始後，900μ／日に増量した群に分けた。検討項目はFSH，

LH，　E2基礎値GnRHa投与後LH及びE2値35歳以下
の症例での採卵数受精率，妊娠率，キャンセル周期でのホ

ルモン値，機能性卵巣嚢腫や鼻炎など阻害因子につき検討

した．［結果］3群で年齢，基礎ホルモン値に有意差を認めな

かった．A，　B群ではLH，　E2ともほとんどが基準値に低

下した．C群ではGnRHa増量後基準値に低下した症例が

あった．基準値を満たさない場合のCOSキャンセル率は，

A群＆6％，B群115％，　C群3仕4％であった．機能性卵巣

嚢腫を3α4－500％，鼻炎を56－3α4％に認めた．［まとめ］ど

の群でもART臨床成績に有意差なく，600μ／日の投与開始

は経済的にも有用と思われた．キャンセル周期のうち，

GnRHa増量が必要な症例，機能性卵巣嚢腫及び鼻炎を併発

した症例では，GnRH　antagonist投与が勧められると考え

られた．

7．GnRH　agonist　nareを利用したOHSS発症予防の

　検討

　　　　○吉田仁秋1｝，青野展也1），大宮由紀D

　　　　　加茂野倫子1），高橋千春1），菊地裕幸’｝

　　　　　荒木康久2｝

（1）吉田レディースクリニック，2高度生殖医療技術研究所）

　［目的］最近では重症卵巣過剰刺激症候群（OHSS）の報

告は稀少となったものの，今なおART治療上OHSSは無

視出来ない．hMG－GnRH　antagonist（antagonist）を用いて

卵巣刺激を行いhCGに代わってGnRH　agonist（ago－

nist）によるnareを利用した場合，　OHSS発症を予防し，

59（59）

かつ新鮮胚移植が可能か否かについて検討した．［対象と方

法］hMG－antagonist－agonist　nare法を行った6症例12周

期を対象とした．卵胞径が14mmに達した時点からan－

tagonistを開始し，18mmに達した時点でagonistを鼻腔

内に投与し，35時間後に採卵した．［結果］6症例のうち3症

例がhCG投与によりOHSS重症化予防のため全胚凍結と

なった．同3症例のhCG投与を行った周期のE2値は
4561～6000pg／ml，採卵数は18～30個であった．同3症例

は次回治療時にhCGに代わり，　hMG・antagonist－agonist

flare法を利用した結果，平均採卵数は24個から17個に減

少し，E2値は平均5205pg／mlから3181pg／mlに低下した

（P＜005）．Flare群では3症例ともOHSSは回避iされ，か

つ新鮮胚移植が全例で可能であり，うち2例は新鮮胚移植

で妊娠が成立した．6症例totalでのhCG投与群対nare

群の平均成熟卵率は77．3％対5＆4％，受精率は692％対

69．0％で有意差は無かった．［結論］OHSSを回避させるこ

とはART治療上，極めて重要な治療指針である．　E2値の

上昇が確認されて多数の卵胞が発育すると予想される場

合，flareを利用して内因性LHによる排卵を惹起し採卵を

実施することでOHSSを誘起することなく，新鮮胚移植が

可能であり妊娠が期待される．OHSS予防の観点から本治

療は臨床上有用であることが再確認された．

8．異所性子宮内膜におけるStemid　Receptor　Coacti－

　vator－1（SRC－1）の発現様式の検討

　　　　○熊耳敦子，伊藤明子，高山智子

　　　　　片寄治男，小宮ひろみ，佐藤　章

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福島県立医科大）

　【目的】SRC・1はSteroid　receptorに結合し転写活性化

を促進する物質である．子宮内膜症において局所の

aromatase活性が高いこと，またEstrogen　receptor（ER）

が発現していることはすでに報告されている．我々は免疫

染色法を用いて，卵巣性子宮内膜症，子宮内膜症を有する患

者の正所性子宮内膜では月経周期とは無関係にSRC－1の

強発現を認め，且つ卵巣性子宮内膜症では他のSRCsに比

べSRC－1が優i位に発現していることを報告してきた．本研

究では子宮腺筋症を検討対象に含め，異所性子宮内膜にお

けるSRC－1の発現様式を検討することを目的とした．【方

法】検体は同意を取得後，手術摘出標本から採取した．これ

まで検討の対象としてきた1群：正常子宮内膜6例，II

群：卵巣性子宮内膜症18例，III群：子宮内膜症病変を有

する患者の正所性子宮内膜4例に加え，IV群：子宮腺筋症

3例に対し，抗SRC－1抗体，抗TIF2抗体，抗SRC－3抗体を

用い，免疫染色法を施行した．【成績】免疫染色法により1

群とIII群，すなわち正所性子宮内膜においては月経周期

に関係なく，SRC－1に比較し，　TIF2，　SRC－3が優位に発現

していた．一方，II群とIV群，すなわち異所性子宮内膜で

はSRC－1がTIF2，　SRC3に比較して優位に発現している

傾向を示した．【結論】卵巣性子宮内膜症と同様に，異所性

子宮内膜である子宮腺筋症についても，SRC－1が他の

SRCsに比較し優位に発現していた．
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9．顕微鏡下精巣内精子採取（MD－TESE）21例（2006

　年1月～8月）の経験

　　　　○菅藤　哲1），前原郁夫D，宇都博文2）

　　　　　京野廣一2），福崎　篤1）

　　　　　　　　　　　　（D東北厚生年金病院泌尿器科，

　　　　　　　　　　　　　2）レディースクリニック京野）

　顕微鏡下精巣内精子採取術（MD－TESE）を21例に施行

し，精子を14例，延長精子細胞を4例で回収し，各々顕微

授精を施行した．症例の内訳は無精子症15例，脊髄損傷3

例，ED　2例，精子無力症1例であった．無精子症15例中

8例で精子を回収，4例で延長精子細胞を回収し，顕微授精

を行った．精子回収症例群と非回収症例群との間にFSH

値，精巣容積の有意差は認めなかった．精子回収症例にはク

ラインフェルター症候群1例，FSH　401U／mL，精巣容積5

mLの症例も含まれていた．その一方FSH，精巣容積共に正

常であるにも拘らず精子回収できなかった症例が2例あっ

た．これらの症例の病理結果は精子細胞以降分化が進まな

いMaturation　Arrestであった．また延長精子細胞でICSI

を施行した4例中1例で受精，卵割を認めた．FSH，精巣容

積が正常でも非閉塞性無精子症である可能性は少なくな

く，精路再建を考慮する場合の精巣生検は必須であると考

えられた．また精巣生検を行うのであれば，将来必要に成り

うるICSIに備えて精子凍結保存を同時に行うのが望まし

いと考えられた．

10．ヒト精子核の質的評価と体外胚発生の関係

　　　　○高山智子，伊藤明子，熊耳敦子

　　　　　両角和人，小宮ひろみ，片寄治男

　　　　　佐藤　章

　　　　　　　　　（公立大学法人福島県立医科大医学部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産科婦人科学）

　【目的】ヒト射出精子核蛋白内のジスルフィド結合（SS

結合）の多寡およびDNA断片化は，精子受精能やICSI

後胚盤胞形成率に影響を与えることが指摘されている．こ

れら二つの指標間の相関と体外胚発生との関係について検

討した．【方法】1．対象；2005年7月から2006年3月に

当科でARTを行い同意の得られた56症例（通常IVF　27

例，ICSI　29例）．ICSIを施行し5個以上の受精卵が得られ，

5日間培養された13症例については体外胚発生との関係

も検討した．2．Sperm　chromatin　dispersion　test：065％

standard　agaroseでコーティングされたスライドグラスに

14％low　melting　agaroseと等量の原液洗浄精子浮遊液と

の混合液を塗布し，酸処理後脱核蛋白処理を施した．Etha－

nolで順次脱水させた標本を20μg／ml　ethidine　bromideで

染色した．1検体100以上の精子を観察，重度DNA断片化

のhalo無形成精子の割合（％no　halo）を指標とした．3．

Flow　cytometry：N－ethylmaleimide添加精液洗浄精子浮

遊液を酸処理後，acridine　orange液を添加し，　flow　cytome－

terを用いて1検体1万精子を測定，　cells　out　side　the　main

population（COMP：％）を指標とした．【結果】射出精子

日生殖医会誌　52巻1・2号

の％no　haloはCOMPと明らかな相関を認めなかった（r＝

OO70，　p＝α607，　n＝56）．　ICSI後の胚発生とDNA断片化

の間に負の傾向（r＝0．492，p＝0．088，　n＝13）を認めた．【結

論】射出精子核のSS結合の多寡とDNA断片化はそれぞ

れ独立した精子の質的評価法であることが指摘された．

ll．ヒトICSI卵における卵活性化の時期と胚発生へ

　　の影響，及び，不活性化卵中でのヒト精子核の経

　　時的変化に関する検討

　　　　○菅沼亮太，片寄治男1），小宮ひろみ1）

　　　　　林章太郎2｝，高山智子D，伊藤明子1〕

　　　　　熊耳敦子1），矢沢浩之，佐藤　章1〕

　　　　　　　　　　　　　（福島赤十字病院産婦人科，

　　　　　　　　　　　1幅島県立医科大産科婦人科学，

　　　　　　　　　　　　　　2）双葉厚生病院産婦人科）

　【目的】精子の卵活性化能の障害されている症例に対す

る卵細胞質内精子注入法（intracytoplasmic　sperm　injec－

tion：ICSI）の成績は不良であり，その原因として未受精卵

中で精子核がPCC（Premature　chromatin　condensa－

tion）をきたすことが報告されている．また，　ICSI後未受精

卵のrescueとして，第2極体判定時期での卵活性化刺激が

その後の正常な胚発生に有効なことがマウスにおいて報告

されている．今回我々は，ヒトICSI卵における卵活性化判

定に適した時期を検討するとともに，同時期の不活性化卵

中でのヒト精子核の変化について検討を行った．【方法】

2005年11月一2006年5月に当院でPiezo－ICSIを行った症

例中，29症例31周期について，第2極体放出時期を検討し

た．また，（インフォームドコンセントを得た複数症例を対

象に）同時期での不活性化卵中でのヒト精子核の変化を調

べるため加熱処理（56℃30分）したヒト精子をマウス卵に

ICSIし，不活性化卵中での経時的な変化を調べた．【成績】

ICSI後正常受精卵132個中，125個（95％）においてICSI

後2時間で第2極体が確認された．また，極体が確認されな

かったICSI卵の良好胚発生率は，有意に低い結果となっ

た．熱処理後ヒト精子をマウス卵にICSIした結果，同時期

（ICSI後2時間）では精子核は不変～頭部膨化までの変化

に留まり，PCCをきたした精子核は認められなかった．【結

論】Piez（痴ICSIにおける卵活性化の判定は，2時間後が最

適と考えられた．また同時期では，不活性化卵中で精子核は

PCCに至らず，卵活性化刺激により精子核への障害を抑え

胚発生を再開させられる可能性が示唆された．

12．MTX局注を併用した腹腔鏡下卵管切開術の治療

　　成績

　　　　○渡辺　正，会田剛史，古和田雪

　　　　　岡村智佳子，鈴木久也，渡邉孝紀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仙台市立病院）

　［目的］腹腔鏡下卵管切開術では，術後の外妊存続症の発

生を抑えつつ，術後の卵管機能温存も図るという一見相反

する対応が要求される．我々はしばしば腹腔鏡下卵管切開

術の際に，同時に患側卵管にMTX局注を併用している．今
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回，MTX局注を併用した腹腔鏡下卵管切開術の治療成績

について報告する．［方法］対象は過去6年間に，卵管妊娠

（膨大部，峡部，間質部）の診断で腹腔鏡下卵管切開術＋

MTX局注（MTXI5mgを卵管壁に数ヵ所に分けて投与）を

施行した59例（A群）である．この内，血中hCG＞10000

1U／1あるいは胎児心拍陽性例（B群）は，膨大部23／48

峡部4／8間質部3／3である．コントロール（以下C群）は

腹腔鏡下卵管切開術のみで終了した卵管膨大部妊娠31例

とした．術後の外妊存続症の発生，患側卵管疎通性，および

術後の妊娠成立について比較検討した．［成績］術後の外妊

存続の発生はA群：膨大部3／48峡部0／8間質部0／3，B

群：膨大部1／23，C群：3／31であった．術後の患側患側卵

管疎通性はA群：膨大部25／32峡部3／6，B群：膨大部

17／22峡部1／3，C群：17／20に認められた．術後の妊娠は

A群：膨大部11／22峡部4／7間質部2／2，B群：膨大部5／

13峡部1／3　間質部2／2，C群：8／14であった．［結論］

MTX局注を併用した腹腔鏡下卵管切開術は，卵管妊娠術

後の外妊存続症の発生低下，ならびに患側卵管疎通性の確

保に有用であると考えられた．

13．子宮腔内癒着剥離術時における子宮穿孔予防の

　　工夫』～子宮鏡下子宮筋腫核出術後にA8her－

　　mann’ssyndromeを発症し，経腹，直腸下超音波

　　ガイド下に子宮鏡下子宮腔内癒着剥離術を施行

　　した1症例の検討

　　　　○早坂真一，村上　節，柿坂はるか

　　　　　藤井　調，田村充利，寺田幸弘

　　　　　八重樫伸生，岡村州博

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東北大産婦人科）

　【緒言】Asherman症候群は頻回の人工妊娠中絶手術，子

宮鏡下手術など子宮内腔に対する手術に起因する子宮内腔

癒着を本態とする稀な術後合併症である．今回，我々は子宮

鏡下子宮筋腫核出術後に発症したAsherman症候群の一

症例を経験したので報告する．【症例】32歳2妊0産，共に

妊娠初期に自然流産した反復流産歴あり．H17年6月，過多

月経，不正性器出血を主訴に近医受診．経膣超音波検査にて

径22×20mmの子宮粘膜下筋腫を指摘され加療目的に当

院紹介，7月初診．当院での超音波，ホルモン検査の結果，

子宮粘膜下筋腫，PCOSの診断で9月7日，子宮鏡下子宮筋

腫核出，腹腔鏡下卵巣多孔術施行．術後無月経持続したため

11月1日，エストロゲン（E）＋プロゲステロン（P）剤注

射も消退出血無く，11月24日よりE＋P剤21日間内服す

るもやはり消退出血なく12月26日受診Asherman症候

群の診断でHl8年1月22日，経直腸，経腹超音波ガイド下

に子宮鏡下子宮内腔癒着剥離術施行．術後は子宮内腔再癒

着防止のため術直後に子宮腔内に避妊具（FD・1）挿入，術

後はE＋P剤21日間内服とした．術中，術後経過に著変な

く退院現在，術後経過に問題なく外来にて経過観察中であ

る．今後，Hysterosalpingography（HSG），　Sonohysterog－

raphy（SHG）施行によりフォローアップし妊娠許可とする

予定である．【考察】①本症例が最初の子宮鏡下子宮筋腫核
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出術後にAsherman症候群を発症した理由．②Asherman

症候群に対し子宮鏡下子宮腔内癒着剥離術を施行したが，

手術用硬性子宮鏡での子宮腔内観察では癒着組織の部位が

不明になり，子宮腔内全体のオリエンテーションもつきに

くくなることが問題となるケースも存在する．これに対し

手術時の工夫について，以上2点につき若干の考察をした．

14．卵成熟機構におけるCOX－2の関与

　　　　○高橋俊文，S．K　Deyl｝，倉智－博久

　　　　　（山形大医学部産婦人科，バンダービルト大1り

　【目的】COX2は排卵，受精，着床，脱落膜形成など広く

生殖現象に関与する．今回，卵成熟機構におけるCOX2

の意義について検討した．【方法】野生型マウス（WT）およ

びCOX－2ノックアウトマウス（COX－2（一／一））を用い，ゴ

ナドトロピンによるin　vivo（hCG刺激）およびin　vitro

（FSH刺激）での卵成熟について検討した．卵成熟は，卵核

胞崩壊（GVBD）率およびMII期卵への到達率または卵丘

膨化の程度で評価した．卵・卵丘細胞複合体（COCs）にお

けるCOX－2の発現は免疫蛍光染色を行った．各種プロスタ

グランジン（PGs）の測定はHPLC法を用いた．【成績】

COX・2（一／一）はWTと比較し，　in　ivoおよびin　vitro

の卵成熟過程において，GVBD率，　MII期卵の割合および

卵丘膨化の程度がいずれも障害された．WTのCOCsにお

いて，培養開始から4時間目にCOX－2の発現が卵丘細胞に

認められ，6時間目よりPGE2が培養液中に検出されたが，

COX－2（一／一）では培養液中にいずれのPGsも検出されな

かった．In　vitroの卵成熟系において，　COX・2（一／一）の

卵成熟の障害は，PGE2を培養液中へ添加することで回復

した．【結論】ゴナドトロピン刺激による卵成熟にはCOX－

2を介するPGE2の産生が重要である可能性が示唆され
た．

15．卵胞発育過程におけるピアルロン酸の関与

　　　　〇三宅裕子，Woro　Anindito　Sri　Tunjung，

　　　　　佐々田比呂志，佐藤英明

　　　　　　（東北大大学院農学研究科動物生殖科学分野）

　【目的】細胞外マトリックスにおけるグリコサミノグリ

カンの主要な成分であるピアルロン酸（HA）は，細胞増殖

および分化を制御する機能的リガンドである．哺乳類では

HAは3種類のHA合成酵素（HAS1，　HAS2，　HAS3）によ

り生成される．我々はこれまでに，ブタ卵丘膨化時に卵丘細

胞間に蓄積されるHAが卵丘細胞に発現するhas2由来で

あり，卵丘膨化と卵成熟に深く関与していることを明らか

にした．本研究では，新たにブタhas1をクローニングし，

卵胞発育過程における各HA合成酵素およびHAの役割

を明らかにすることを目的とした．【方法／結果】HA　bind－

ing　proteinを用いてHAの局在を調べたところ，　HAは二

次卵胞以降のステージで卵母細胞周囲に存在し，胞状卵胞

の卵胞膜外層に最も強く局在した．卵巣内におけるhas1，

has2およびhas3　mRNAの発現をin　situ　hybridizationに

より解析した．卵胞発育過程において，hasl　mRNAは穎粒
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層細胞と卵胞膜細胞に発現していたが，has2　mRNAの発

現は見られなかった．has3　mRNAは二次卵胞以降のス

テージの卵母細胞に発現していた．卵丘細胞一卵母細胞一穎

粒層細胞複合体（COCG）をHA添加培地で培養したとこ

ろ，穎粒層細胞のアポトーシスが有意に抑制された．【結

論】卵胞発育および卵成熟でのHA合成酵素は異なるこ

と，HAは卵胞発育における細胞外マトリックスとしてだ

けでなく，願粒層細胞の生存因子として関与することが示

された．以上の結果，HAは卵丘膨化および卵成熟のみなら

ず，卵胞発育においても深く関与していることが示唆され

た．

16．初期胚発生におけるミトコンドリアの機能解析

　　　　○杉村智史，横尾正樹D，山中賢一

　　　　　青野展也，若井拓哉，佐々田比呂志

　　　　　阿部宏之1），佐藤英明

　　　　　　　　　　　　　（東北大大学院農学研究科，

　　　　　　　　　　　　　D東北大先進医工学研究機構）

　【目的】ミトコンドリアによるエネルギー産生は電子伝

達系および酸化的リン酸化を介し，それらが正常に機能す

るには核との協調性が必要である．体細胞核移植における

クローン胚ではドナー核の不十分な初期化により，核とミ

トコンドリアの非協調がおき正常にミトコンドリアが機能

していないことが推察されている．本研究では，ブタ体外受

精（IVF）胚と体細胞核移植（SCNT）胚の初期胚発生過程

におけるミトコンドリアの機能を酸素消費量および膜電位

により解析した．【解析項目】①胚盤胞期胚の平均細胞数

②初期胚発生過程における酸素消費量，③培養5日目胚盤

胞期（D5BL）胚の酸素消費量と継続培養2日目の総細胞数

との関係，④脱共役剤（CCCP）および複合体IV阻害剤

（NaCN）を用いたD5BL胚のミトコンドリア電子伝達系の

機能解析，および⑤Rhodamine123を用いたD5BL胚のミ

トコンドリア膜電位【結果】①IVF胚ではD5からD7に

かけて平均細胞数が増加したのに対し，SCNT胚ではほぼ

一定であった．②IVF胚で見られたD5BL胚での酸素消費

量の増加がSCNT胚では認められず，さらにIVF胚に比

べ有意にその値は低かった．③D5BL胚の酸素消費量と継

続培養2日目の総細胞数の間に高い正の相関が認められ

た．④CCCPおよびCN添加による酸素消費量の変化率は

SCNT胚で有意に低かった．⑤膜電位はSCNT胚で有意に

高かった．【結論】本研究の結果，D5BL胚の酸素消費量は

その後の胚発生に大きな影響を与えること，およびD5BL

で酸素消費量が低かったSCNT胚はミトコンドリの電子

伝達系およびマトリックス側へのプロトン輸送が正常に機

能していないことが示唆された．以上のことから初期胚で

のミトコンドリア機能の正常性は，核との協調が重要であ

ることが示唆され，酸素消費量および膜電位によりその機

能を推測できることが示された．
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17．マウス体外発生胚の呼吸能を指標とした発生培

　　地の性能評価

　　　　○横尾正樹D，伊藤一佐々木隆広1），岡崎直人2）

　　　　　珠玖　仁2），末永智一2），阿部宏之1）

　　　　　　　　　　　　（1）東北大先進医工学研究機構，

　　　　　　　　　　　　2）東北大大学院環境科学研究科）

　【目的】現在，ヒトARTに向けて市販されている多くの

培地では，マウス胚の発生能を指標とした品質評価試験が

行われており，培地の重要な選択基準となっている．しか

し，それは培地の生物適合性を示すものであり，高品質な胚

が得られることを保証するものではない．我々は胚の呼吸

量を計測できる走査型電気化学顕微鏡を開発し，これまで

に胚の呼吸量がその品質と相関していることを明らかにし

ている，そこで本研究では，種々の体外発生培地で培養した

マウス胚の呼吸能を解析し，各発生培地の性能評価を行っ

た．【方法】過排卵処理B6C3F1雌マウスから2細胞期胚

を回収し，胚発生培地中で37℃，5％　CO2，95％空気の条

件下で56時間培養した．培養後の胚盤胞発生率，各胚盤胞

の呼吸量および平均細胞数を調べた．胚発生培地にはマウ

ス胚用に開発された培地（5種類）およびヒト胚用に開発さ

れた培地（2種類）を用いた．胚の品質評価の基準として，

子宮から回収した体内発生胚盤胞を対照として用いた．胚

の呼吸量は「受精卵呼吸測定装置（HV－403）」によって計測

した．【結果・考察】用いた培養液全てにおいて発生率は

90％以上であり，有意差は認められなかった．マウス胚用

培地で発生した胚盤胞の呼吸量（Fx10－Umols〔1）および

平均細胞数はそれぞれα67，60．0であった．一・方，ヒト胚用

培地で発生した胚盤胞の呼吸量（α83）および平均細胞数

（645）は有意に高かったことから，発生培地により胚の品

質に違いが生じることが示唆された．しかし，いずれも体内

発生胚の呼吸量（094）および平均細胞数（815）より有意

に低いことから，体外培養胚は体内発生胚に比べて品質が

劣ることが示された．以上の結果から，本研究で実施した胚

の呼吸能解析は，ヒトARTにおける胚の新しい培地開発

や培養条件の検討の指標として有効である可能性が示され

た．

18，単一ヒト胚の非侵襲的呼吸能計測

　　　　○阿部宏之，横尾正樹，伊藤一佐々木隆広

　　　　　珠玖　仁，末永智一，熊迫陽子

　　　　　平井香里，那須　恵，荒木康久

　　　　　宇津宮隆史

　（東北大・先進医工学研究機構，東北大院・環境科学，

　　　高度生殖医療技術研究所，セント・ルカ産婦人科）

　【目的】電気化学計測法は，局所領域における生物反応を

電気化学的に高精度で検出する技術である．演者らは，電気

化学計測法の基盤技術である走査型電気化学顕微鏡

（SECM）を用いた単一胚非侵襲的呼吸計測技術を開発して

いる．既に，ウシ，ブタ，マウスにおいて単一胚の酸素消費

量（呼吸能）の非侵襲的計測に成功し，呼吸能を指標とする
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独創的な胚品質評価システムを構築している．本研究では，

SECMを応用した新しいヒト胚品質評価法開発の基盤技

術として，単一ヒト胚呼吸計測技術の確立を試みた．【方

法】本研究では，全て患者の同意が得られた余剰胚を使用

した．凍結保存余剰胚は，融解後Sydney　IVF　CIeavage

Medium及びBlastocyst　Mediumで培養し，1細胞（2PN

胚），2－8細胞，および桑実胚一胚盤胞の異なる発生ステージ

に分類し実験に使用した．個々の胚を測定専用プレートの

マイクロウェル底部に静置し，透明帯近傍を酸素の還元電

位を検出するマイクロ電極で走査し胚の酸素消費量を測定

した．一部の胚は，透過型電子顕微鏡によりミトコンドリア

の微細構造を観察した．【結果】各発生ステージにおける胚

の平均酸素消費量は，1細胞期胚072×1014／mol　s－1（n＝

6），2－8細胞期胚α47xlO14／mol　s－1（n＝10），桑実胚一胚盤

胞106x101ソmol　s－1（n＝6）であった．電子顕微鏡観察の

結果，1細胞期胚及び2－8細胞期胚においてミトコンドリ

アは小型で球状の未成熟形態を示していたが，桑実胚及び

胚盤胞において顕著に発達したミトコンドリアが多く観察

された．【考察】SECMにより単一ヒト胚の呼吸量計測に

初めて成功した．桑実胚及び胚盤胞において顕著な呼吸量

増加とミトコンドリアの発達が観察されたことから，

SECMはヒト胚においてミトコンドリア呼吸を高精度で

検出できることが明らかとなった．

特別講演l

EBMにもとついた子宮内膜症の治療

　　　　○深谷孝夫

　　　　　　　　　　　　（高知大医学部産科学婦人科学）

　婦人科の他の疾患と比較して，子宮内膜症ほどその診断，

管理治療が統一されていない疾患はない．その原因として，

本疾患の発生進展の機序，痔痛発生の機序，さらに生殖現象

自体との因果関係に未解決な部分が多かったことがあげら

れる．さらに，近年の臨床，基礎医学の進歩は，子宮内膜症

に対する私たちの認識，取り扱いをより複雑なものにして

いるともいえる．このような多様性のなかで，その管理の拠

りどころなるべく日本産婦人科学会生殖，内分泌委員会は

「EBMに基づいた子宮内膜症管理のガイドライン」を作成

して2004年10月に第1版を出版した．本講演ではこのガ

イドラインの解説を中心に現在最も臨床的事実に整合した

子宮内膜症の管理について解説した．また，ASRM，

ESHRE，　ACOGでそれぞれ述べられているスタンダード

との比較およびそれぞれの問題点について解説した．子宮

内膜症というヘテロな側面を多く持つ疾患への対応をさら

に理に基づいて管理してゆくには，更なる臨床的事実の積

み重ねが必要である．
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特別講演2

排卵誘発治療の進歩と問題点

　　　　○苛原　稔

　　　　　（徳島大大学院ヘルスバイオサイエンス研究部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　女性医学分野）

　1．ゴナドトロピン製剤の変遷

　ゴナドトロピン製剤は今，尿由来製剤から遺伝子組換型

製剤に転換されようとしている．遺伝子組換型製剤の利点

は，FSH成分のみでロット間のばらつきが無いこと，安定

供給が望めること，などが挙げられる．しかし，FSHのみ

であるためLHの必要性をどう考えるかが問題である．ま

た，ゴナドトロピン製剤の投与法としては，低用量長期漸増

法が多胎などの副作用の発生が低下するので，これから中

心となる投与法である．しかし，治療期間が長くなる欠点が

あるので，今後は自己注射の導入が必要である．

　H．PCOSに対するインスリン抵抗性改善薬

　PCOSではクロミフェン療法が第一選択になることが多

いが，その排卵率や妊娠率が比較的低いので，無効例にはゴ

ナドトロピン治療を行うことが多い．しかし，ゴナドトロピ

ン療法は多胎やOHSSなどの副作用が発生しやすいので，

PCOSの原因解明の研究から，インスリン抵抗性改善薬で

あるメトホルミンを用いた排卵誘発治療が注目されてい

る．しかし，メトホルミンの使用にあたっては，作用機序，

投与量，有効率，適応を決める指標，流産防止に必要か（妊

娠中は一応禁忌だが），同じ抵抗性改善薬であるピオグリタ

ゾンは有効か，などの検討すべき課題がある．

　III．　GnRHアンタゴニストの使用

　最近，ARTの過排卵刺激にGnRHアンタゴニストが使

用できることになった．従来のGnRHアゴニストに比べ

て，アナログ投与日数の短縮，ゴナドトロピン投与日数の短

縮と投与量の減少，重症OHSSの発症が少ない，総治療費

が安くなる可能性があるなどの利点があるものの，妊娠率

がやや低いなどの問題があるので，これから検討すべきで

ある．

　IV．不妊治療による多胎妊娠の増加

　ARTの進歩の一方で，近年多胎妊娠が急増し，医学的ば

かりでなく社会的な問題となっている．日産婦学会は多胎

に関する会告を出して注意を呼びかけているが，多胎妊娠

の増加傾向は抑制されていない．現在，不妊治療による多胎

の発生は，70％がART，30％がゴナドトロピン療法で発

生しているが，ARTは歯止めがかかりつつある一方，ゴナ

ドトロピン療法ではまだ問題が多い．多胎防止策として，ゴ

ナドトロピン療法ではテーラーメードの投与法を，また

ARTでは単一胚移植を検討する必要がある．
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